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第 1 編 はじめに 
 






















                                                      
1 Commentaries to the draft articles on Responsibility of States for internationally wrongful 
acts, the Report of the International Law Commission on the work of its Fifty-third session, 
Official Records of the General Assembly, Fifty-sixth session, Supplement No. 10 (A/56/10), 
chp.IV.E.2. November 2001, pp.69-70 (Article 2), para (3).  
2 国際法協会の「国際法における Due Diligence に関する作業部会」が 2014 年 3 月 7 日付
で発表した報告書によれば、国家責任法、国際投資法、国際人道法、国際人権法、国際刑
事法、国際環境法、国際海洋法の項目が挙げられ、それぞれについて様々な文脈で「相当
の注意(Due Diligence)」が重要な役割を持つことが示される。See, ILA Study Group on 
Due Diligence in International Law First Report (Duncan French and Tim Stephens), 7 









 (1)の傾向とは、現在、国際判例および国際文書において、「相当の注意義務(obligation of 


















 (2) まず「領域使用の管理責任原則」とは、1928 年のパルマス島事件仲裁判決、1942 年
のトレイル溶鉱所事件仲裁判決、および 1949 年の ICJ におけるコルフ海峡事件判決によっ
て認められた、領域支配の排他性は領域内で他国の権利を保護すべき義務を伴うのであり、
国家は自国領域を自ら使用しまたは私人に使用を許可するにあたって、他国の国際法上の
                                                      
3 本稿における「手続き的義務」とは、「実体的義務」との対比において、規範の目指す目
的達成のために必要とされる措置をとる義務一般を指す。手続き的義務については、以下
を参照のこと。; 児矢野マリ「国際環境法における手続的義務の意義 : 国家主権に対する
「緩やかなコントロール」の基礎として」『新世代法政策学研究』Vol.20 (2013), pp.201-
226. 



























                                                      








いる、と説明される実行がみられる。See, Judgement of Case Concerning Application of 
the Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of Genocide, (BOSNIA 




















 第 2 章 本稿の目的および射程 
  











                                                      
Montreux Document on pertinent international legal obligations and good practices for 
States related to operations of private military and security companies during armed conflict 
(hereinafter, Montreux Document), A/63/467–S/2008/636, 6 October 2008. 
7 Sarah Joseph & Melissa Castan, The International Covenant on Civil and Political Rights; 







 第 2 編では「相当の注意」概念の枠組みを解明するため、国際法学が「相当の注意」概念








 第 2 編からは、国際法上の理論に使用された「注意」概念が、「相当の注意」概念へと変







 第 2 編の第 2 章は、判例の検討を行う。判例は「注意」概念による説明がなされており、
学説と同様、「相当の注意」概念を用いた説明がなされているものは少ない。 
 第 2 編の第 3 章には、国連国際法委員会における条約の起草過程が検討される。国家の
国際責任に関する条文の起草に携わった特別報告者の報告書を元に、どのような文脈にお
いて「相当の注意」概念が扱われていたのかについて検討を行う。 
 第 3 編は、「相当の注意」概念の現代的傾向を確認するため、判例および各条約体制で運
用される「相当の注意」概念の適用状況を分析する。 
 第 3 編第 1 章では、20 世紀後半および 21 世紀の判例を検討する。「相当の注意」概念が
それぞれの条約体制の特徴を反映して適用されていることが明らかになる。 
 第 3 編第 2 章では、条約上の「相当の注意」概念を扱う。第 1 節では、条約条文中に「相
当の注意(due diligence)」の文言を持つ地域的多数国間条約を扱い、続く第 2 節では、条約
の解釈のうちに「相当の注意」概念が用いられている例を扱う。 





 第 4 編では、分析を受けた本稿全体の内容を振り返り、第 1 編第 1 章で提示した論点と
関わる事実の考察、および当該論点への回答を試みる。 
 






















 Koivurova は別の論文のなかでも、「相当の注意」を原則として位置づけている10。  
 彼は ICJ の核兵器使用の合法性事件に関する勧告的意見の「自国の管轄権や支配下にあ
る活動が、他国あるいは国家の支配下にない領域の環境を尊重することを確保するという
                                                      
8 Timo Koivurova,” Due Diligence”, in Rüdiger Wolfrum (ed.), Max Planck Institute for 
Comparative Public Law and International Law, (Heidelberg and Oxford University Press, 
2012), pp. 236-237. 
9 Ibid, p. 237. 
10 Timo Koivurova, “What is the Principle of Due Diligence?,” in Jarna Petman and Jan 
Klabbers (eds.), Nordic cosmopolitanism: essays in international law for Martti 








 Robert P. Barnidge Jr.は、「相当の注意」概念を「相当の注意枠組み (due diligence 




れることを「相当の注意評価(due diligence assessment)」と呼び、「適切な措置をとる(take 
proper steps)、知りながらこれを許容する(allow knowingly)、可能な限り満足のいくように
(as satisfactory as possible)、適切な措置(appropriate measures)」などの用語は相当の注意
評価を強調している例だという12。 
  国際法協会(以下、ILA)は、Due Diligence in International Law と題された Study Group
を設けており、2014 年 3 月 7 日に第 1 次報告書13を提出している。 






 当該 ILA の Study Group の問題意識および任務は、「相当の注意」概念が様々な法分野に
おいて適用されている現状を捉え、様々な法分野において適用される相当の「注意」概念の
「共通性」あるいは「一般性」(commonality)について16、相当の「注意」概念がこのような
                                                      
11 Ibid, pp. 341-347. 
12 Robert P. Barnidge, Jr, Non‐State Actors and Terrorism; Applying the Law of State 
Responsibility and the Due Diligence Principle (Asser Press, 2008), pp. 114-115. 
13 Supra note 2, (ILA Study Group). 
14 ILA Study group on due diligence in international law – mandate, at http://www.ila-
hq.org/en/committees/study_groups.cfm/cid/1045. 








 よって第 1 次報告書の結論は論点を見出すという点に収束しており、最終的な全体の結
論はさらなる分析を待たねばならない。しかし、Mandate および第 1 次報告書の内容から
は、Study Group が相当の「注意」概念にどのような(暫定的な)評価を与えているのかを読
み取ることができる。つまり、Study Group の Mandate および第 1 次報告書では、おおむ
ね相当の注意を「行為基準を含む概念」と捉えており、この「行為基準」について多くの論
点が提起されている。 






 このほか Study Group は、相当の注意と国家責任、国際投資法、国際人道法、国際人権
法、国際刑事法、国際環境法、海洋法との関係をそれぞれ扱い、各分野での「相当の注意」
の立ち位置を簡潔にまとめている。 









 Oppenheim’s International Law の第 9 版(1992 年)では、私人の行為から生ずる国家責任
の文脈で「相当の注意」概念が登場する。本書では、「国家責任の根拠はあらゆる状況に適




適用も多様化している、といった立場の違いが論点として提供される。; Supra note 2(ILA 
Study Group), p. 4. 






























                                                      
18 R. Jennings & A. Watts (eds.), Oppenheim’s International Law, Ninth Edition, Volume I, 
(Longman, 1992), p. 509. 
19 Id. 
20 Ibid, p. 549. 
21 Id. 
22 Ibid, p. 550. 
23 James Crawford, Brownlie’s Principles of Public International Law, 8th edition, (Oxford 
University Press, 2012). 
10 
 









準(The test of due diligence)」が「実際に最も適切なものとして一般的に受容されている基























                                                      
24 Malcolm N. Shaw, International Law, Seventh edition, (Cambridge University Press, 2014). 































                                                      
26 山本『前掲書』(注 4)96 頁。101 頁。  
27 同上、103 頁。 
28 同上、103 頁。 
29 同上、96 頁。 
30 同上、99 頁。 
31 同上、136-137 頁。 


































                                                      
33山本『前掲書』(注 4)104 頁。 
34 山本『前掲書』(注 4)105 頁。 
35 同上、105-106 頁。 































                                                      
37 小畑郁「国際責任の法制度における「相当な注意」概念の再検討」桐山孝信・杉島正
秋・船尾章子編『転換期国際法の構造と機能(石本康雄先生古稀記念論文集)』(国際書院、
2000 年)、57 頁。 
38 同上、58 頁。 
39 同上、58 頁。 
40 同上、58 頁。 





























                                                      
42 同上、76 頁。 
43 同上、76 頁。 
44 同上、75 頁。 
45 湯山智之「国際法上の国家責任における「過失」及び「相当の注意」に関する考察
(一)」『香川法学』第 22 巻第 2 号(2002 年)、128 頁。 
46湯山智之「国際法上の国家責任における「過失」及び「相当の注意」に関する考察(二)」
『香川法学』第 23 巻第 1・2 号(2003 年)、96 頁。 






























                                                      
48 湯山智之「国際法上の国家責任における「過失」及び「相当の注意」に関する考察
(三)」『香川法学』第 24 巻第 3・4 号(2005 年)、275-276 頁。 
49 同上、313 頁。 
50 萬歳寛之「国家責任法における違法性判断の特質―「相当の注意」概念を素材として
―」『早稲田法学』第 86 巻 2 号(2011 年)、111 頁。 
51 同上、108 頁。 




























 Koivurova や Barnidge Jr.のように、「相当の注意」概念が個別の国際法分野にとどまる概
念なのではなく、国家責任法、国際人権法などの多くの分野で通底するものと考える立場。 
 Shaw や Crawford、山本草二、湯山智之、萬歳寛之のように、各個別の国際法の分野にお
ける「相当の注意」概念のみを検討の対象とし、他の分野における「相当の注意」概念との
関係性に触れない立場。 
 ILA の Study Group や小畑郁のように、(1)の立場に対する疑念をもって、「相当の注意」
概念の一般性や射程を問う立場。 
 
                                                      
53 同上、113 頁。 
54 同上、129 頁。 
17 
 










 Max Plank Encyclopedia of Public International Law において「due diligence」の項目を




基準、と 3 つの説明がなされる。 
 本稿は、これらの 3 種類の「相当の注意」を全て指す用語として、「相当の注意」概念を
定義することとしたい。 
 すなわち、本稿における「相当の注意」概念とは、「「相当の注意(due diligence, diligence[仏], 













                                                      
55 Supra note 8, (Timo Koivurova), pp. 236-237. 
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第 2 編 「注意」概念から「相当の注意」概念へ  
 





 先行研究において、Jan Hessbruegge などは、「相当の注意」概念はローマ法上の culpa, 
dolus 概念にまでその淵源を遡ることができる56としており、のちの君主制国家の時代にも






任法分野の議論上の「過失」、あるいは、国内法上の相隣関係原則である sic utere tuo ut 










 よって、本編では「相当の注意」概念(「「相当の注意(due diligence, diligence[仏], nötige 
Sorgfalt or gehörige Sorgfalt[独] )」と言及され、国際法上の理論と関連して専門用語として
                                                      
56 湯山智之『前掲書』(注 45)。; Jan Hessbruegge, “The Historical Development of the 
Doctrines of Attribution and Due Diligence in International Law”, New York University 
Journal of International Law 36 (2004), p. 276. 
57 Sarah Heathcote, “State omissions and due diligence”, in Karine Bannelier, et al (eds), 
The ICJ and the evolution of international law: the enduring impact of the Corfu Channel 


























法体系の伝統から見いだされるという還元主義者や、James Brown Scott や Belgian Ernst 
Nys のように、Grotius 以前の 16 世紀-17 世紀初頭の学者である Francisco Vitoria(c. 1480-
1546)、Baltasar de Ayala(1548-1584)、Alberico Gentili(1552-1608)に求める論者、あるい
は、12 世紀に転機を求める Wolfgang Preiser のような論者も存在するところである59が、
                                                      
58 域外の私人行為と国家責任の関係については、たとえば安藤仁介「領域外の私人行為に





59 Randall Lesaffer, “The classical law of nations (1500-1800)”, in Alexander Orakhelashvili 






第 1 節 18 世紀の論者による「注意」概念  
 
 第 1 款 Emer de Vattel  
 














いて、主権概念から生じる 2 種の義務が相反する根拠を持つことになるためである。 
 責任という観点からは、近年 Martti Koskenniemi も Vattel を評価している。彼によれば、
あらゆる責任が 2 国間関係から生ずるという立場は、Vattel に遡る。Vattel は、一国の君主
に課せられる道徳的なルールという枠を超え、国家と国家との関係をもとに客観的な秩序
が主権国家の主観的な権利へと置き換えられると責任理論を構成した点が、それまでの、刑
事的責任の文脈を強調した Grotius および Samuel Pufendorf の立場とは対照的であり、新
しい点である63とされる。 
                                                      
Pub, 2011), p.410. 
60 J. L. Brierly, The Law of Nations; an introduction to the international law of peace, 
(Oxford Clarendon Press, 1928), p.59. 
61 Ibid, p.62. 
62 Ibid, p.35, 
63 Martti Koskenniemi, “DOCTRINES OF STATE RESPONSIBILITY,” in James Crawford, 
Alain Pellet et al (eds.), The Law of International Responsibility (Oxford University Press, 
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 国家間関係からルールを導くという Koskenniemi の分析は、確かに Vattel の記述から確
認できる。たとえば、「国家全体、および個々の市民が、ここでは二重の義務によって拘束



















                                                      
2010), pp.47-48. 
64  Emer de Vattel, Le Droit des Gens, ou Principes de la Loi Naturelle, appliqués à la 
Conduite et aux Affaires des Nations et des Souverains, « The Classics of International Law » 
(James Brown Scott, ed.), (The Carnegie Institute of washington, 1916) (originally published 







のとは対照的である。See, Ibid, p. 255. 




 Brierly および Koskenniemi の言及を踏まえつつ、17 世紀および 18 世紀において、2 国
間関係を踏まえるまでの「注意」義務を考察すれば、以下の仮説が立てられる。 














 このような「注意」概念に対する、1 ヵ国間関係と 2 ヵ国間関係を主権概念と結びつける
仮説は、Vattel の具体的記述を踏まえてどのように評価されるか。またこの評価によって、
第 1 章「はじめに」において定義された「注意」概念をどのように説明するのか。 
 本章では、次の(1)において Vattel の具体的記述を概観し、(2)において、とりわけ彼にお
ける「注意」概念の構造について具体的な分析を行うこととする。 
 
 (1) Vattel の記述 
 James Brown Scott が編者となって刊行した Le Droit des Gens, ou Principes de la Loi 
Naturelle, apliqués à la Conduire et aux Affaires des Nations et des Souverains (1758 年度版
[第 1 版68])を参照すると、注意の概念について数通りの記述の仕方がなされている。 
 すなわち、veiller を義務付ける(doit veiller など)文脈、vigilance の使用を義務付けるある
いは vigilance をもって(avec vigilance)ある行為を行うよう義務付ける文脈、le soin の使用
を義務付ける文脈、le soin をもって(avec soin)ある行為を行うよう義務づける文脈、ある行
為を soingneusement に行使することを述べる文脈、attentif であることを義務付ける
(doivent être attentives など)文脈、prendre garde、などの用語で「注意」概念が説明されて
いる。 
 第 1 款冒頭で述べた Vattel に関する後代の学者の分析、および仮説を参照すると、2 ヵ
国間関係を踏まえるまでの「注意」と、2 ヵ国間関係を踏まえてからの「注意」は、保護法









 Vattel による Le Droit des Gens, ou Principes de la Loi Naturelle, appliqués à la Conduite 
et aux Affaires des Nations et des Souverains の Livre I は、国家それ自体(De la Nation 
considérée en elle-même)を、Livre II では、他者との関係で考える国家(De la Nation 
considérée dans ses rélations avec les autres)扱っている。また Livre III では戦争法(De la 
Guerre)を、Livre IV では平和の回復および大使(Du rétablissement de la Paix, & de s 
Ambassades)を扱っている。 
 
(1-a) Livre I 
 Livre I、すなわち 1 ヵ国のみで成立する国家の義務を述べた章において語られる「注意」
の概念は、以下のようになっている。 
 まず第 19 節および第 22 節において、「§19 国家は、自らの破滅に至りうるすべてのも
のを避けねばならない」および「§22 自己の完全性を損なうあらゆるものを避けねばな
らない」という言い回しで国家の義務が語られている。 
 具体的に第 19 節では、 
 
 Par une conséquence bien évidente de ce qui vient d’ être dit, une Nation doit 
éviter avec soin & autant qu‘il lui est possible, tout ce qui pourroit causer sa destruction, ou 
celle de l’Etat, qui est la même chose. (下線部筆者加筆)69 
 
 および第 22 節では、 
 
 Une Nation doit donc aussi prévenir & éviter soigneusement tout ce qui peut nuire 





 第 19 節では「国家は注意深く(avec soin)、かつ可能な限り、自己の破滅に至りうるすべ
                                                      
69 Ibid, p. 26. 
70 Ibid, p. 28. 
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てのものを、避けねばならない(doit éviter)」とされ、第 22 節では「国民の完全性あるいは
国家のそれを損なう可能性のあるもの、発展を妨害する可能性のあるものは全て、注意深く
(…)予防しなければならず、かつ避けねばならない(doit...prévnir & éviter soigneusement)」
とされる。このことから、使用される用語に統一性はみられないものの、国家および国民の
利益を防御するために国家が注意を払わねばならないことが述べられている。 
 ここで語られる「注意」については、第 1 に損害の回避義務あるいは拒絶の義務に向けら
れたものであり、何かしら自国民への注意の結果、能動的・積極的措置を課す文脈にはない
点が留意される。 
 第 2 に、独立した注意の義務として語られるのではなく、ある義務に対して向けられる
誠実性の程度を表すために「注意深く」という用語が使われている点が指摘される。たとえ
ば第 19 節には「国家は注意深く(avec soin)、かつ可能な限り、自己の破滅に至りうるすべ
てのものを、避けねばならない(doit éviter)」と述べられているが、当節の主題は自国へ破
滅をもたらしうる事態の回避義務であり、「注意深く」および「可能な限り(autant qu‘il lui 
est possible)」という用語は、義務履行に必要な誠実性や熱意の程度を説明しているのであ
り、一次規則ではない。 
 第 3 に、義務で対処するための対象となる主体が特定されていない点が指摘される。す
なわち、一定の損害をもたらす漠然とした「事態」が対象となっている71。 






 Concluons encore, de même que nous l’avons fait ci-dessus par rapport à la 
conservation de l’Etat (§18.), qu’une Nation a droit à toutes les choses, sans lesquelles elle 
ne peut se perfectionner elle-même & son état, ni prévnir & détourner tout ce qui est contraire 






                                                      
71 国家責任条文の起草過程において、「防止の義務」を「事態に対する義務」であると Robert 
Ago が説明している点が参照される。; 湯山智之『前掲書(二)』(注 45) 55 頁。 
72 Supra note 64, (Vattel, Vol.1), p. 28. 
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 このほか Livre I 中では、国内に向けられる「注意」義務について第 30 節が述べている。 
 第 30 節は、国内の平穏(salut)を守るために、自国民に自国の憲法および法令を遵守させ
るための「注意」義務が説明される。すなわち、 
 
 La Nation doit donc veiller sans relâche à les faire égalmant respecter & de ceux qui 
gouvernent, du Peuple destiné à obéir73.(…) La Nation doit constamment les réprimer avec 














Livre I 第 19 節と同様である。 
 
(1-b) Livre II 
 さて次の Libre II の中では、他国との関係で考える国家について記述されている。ここで
も、一定の関係に関して「注意」概念が表現されている75ため、(i-1)でいう「2 国間関係を
踏まえてからの」「注意」概念を検討することができる。 
 Livre II の Chapitre II では他国との通商関係が説明されており、その第 33 節において、
国家が通商を独占できる状況について説明される。 
 以下では、第 33 節に登場する「注意」概念について概観する。すなわち、 
 
                                                      
73 Ibid, p. 33. 






 (…)Mais s’il étoit question de choses nécessaires á la vie, & que le Monopoleur 
voulût les porter à un prix excessif ; les autres Nations seroient autorisées par le soin de leur 












 Chapitre V では、国家間の正義に服することに関して説明がなされており、ここでも注
意の概念が登場する。 
 すなわち、Chapitre V の第 64 節においては、 
 
 Toutes les Nations sont donc étroitement obligées à cultiver la Justice entr’elles, à 






 第 33 節においては具体的な義務の相手方が想定されているのに対し、第 64 節では具体
的な注意の客体が想定されていない。すなわち、これに違反しうる全て(tout ce qui peut y 
donner atteinte)が注意の客体である。 
 
(1-c) Livre III 
 また戦争法を扱う Livre III では、Chapitre III において、戦時における行為の正当化事由
について説明がなされる。 
 例え第 49 節では、勢力均衡を破る国家への対応の文脈において「注意」概念が用いられ
                                                      
76 Supra note (Vattel, Vol.1), p. 281. 





 (…)Pour cet effet, tout la Nations doivent être sur-tout attentives à ne point souffrir 













 (…)Si l’on ne peut délivrer les prisonniers pendant la guerre, au moins faut-il, s’il 
est possible, stipuler leur Liberté dans le Traité de paix. C’est un soin, que l’Etat doit à ceux 







 こんにちの国際法としてこのような義務が観念されるかは別の問題として、第 154 節に
おける配慮(soin)を「注意」概念とすると、この構造は以下のように説明される。すなわち、
                                                      
78  Emer de Vattel, Le Droit des Gens, ou Principes de la Loi Naturelle, appliqués à la 
Conduite et aux Affaires des Nations et des Souverains, « The Classics of International Law » 
(James Brown Scott, ed.), (The Carnegie Institute of washington, 1916) (originally published 
1758), Vol.2, p. 41. 










 つづく第 155 節においては、敵の暗殺あるいは毒殺が正当化されるか否が考察されてい
る。ここでは、 
 
 L’intérêt & la sûreté de ceux qui commandent, exigent qu’ils apportent tous leurs 












 同じく Livre III Chapitre X、第 178 節では、戦時における軍略や策略について説明がな
されている。ここでの「注意」概念は、以下のようである。 
 
 Il faut respecter, dans l’usage des Stratagémes, non-seulement la soi qui est duë à 
l’ennemi, mais encore les droits de l’humanité, & prendre garde de ne point faire des choses, 
dont l‘introduction seroit préjudiciable au Gentre-humain81. 
 
 すなわち、「軍略を使用する際は、敵に対する誠意だけでなく、人類の法(les droits de 
l’humanité)もまた尊重しなければならず、かつ、人類に対して有害となりうるものを引き入
れないよう注意しなければならない」。 
                                                      
80 Ibid, p. 128. 













 たとえば、「平和の回復および大使」と題された Livre IV の Chaptre II「平和条約」にお
ける 第 10 節は、条約を締結できる人物について説明している。 
 
(1-d) Livre IV 




 Quoique l’Etat ait confié en général à la prudence de son Conducteur, le soin de 








 このような記述はさらに、戦争捕虜になった王(Roi)について述べた第 13 節においても
なされている。 
 第 13 節は、 
 
                                                      
82 Ibid, p. 255.  
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 (…)Au reste, si l’Etat doit, autant qu’il se peut, délivrer le moindre des Citoyens, qui 
a perdu sa Liberté pour la Cause publique, à plus forte raison est-il tenu de cette obligation 
envers son Souverain, envers ce Conducteur, dont les soins, les veilles & les travaux font 










 (2) Vattel の記述の分析 




 Livre I は国家それ自体を扱ったものであるので、ここでの記述は「1 ヵ国のみで成立す
る、他国の存在を必要としない「注意」概念」として扱ってよいものと考えられる。 








 この点を説明しているのが Livre I, Chaptre II の結論部である第 25 節である。 
 第 25 節では、Chapitre II 中に述べられた自国の完全性を維持するための義務を遂行する
ため、「国家は自国を知らねばならない(doit se connoitre elle-même)」と題される。そして
その内容では、 
 
 Observons enfin, pour terminer ce Chapitre, qu’une Nation doit se connoître elle-même. 
                                                      
83 Ibid, p. 261. 
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(…) Sans cette connoissance, une Nation se conduit au hazard ; elle prend souvent les plus 
fausses mesures : Elle croit agir avec beaucoup de sagesse, en imitant la conduite des 
Peuples réputés habiles, & ne s’apperçoit pas que tel réglement, telle pratique, salutaire à 
une Nation, est souvent pernicieuse à une autre. Chaque chose doit être conduite suivant sa 
nature : Les Peuples ne peuvent être bien gouvernés, si l’on ne se régle sur leur caractère ; & 










 第 25 節の以上の記述からは、2 点が指摘される。 
 第 1 に、上述の注意の内容について、自国を利する行動が他国にとって有害であること
への考慮が示されている点である。 
 第 2 に、いわゆる「領域使用の管理責任」のような自国領域内における了知義務が、主権
の排他性からではなく、自国の完全性を維持するなどの自律的な義務の遂行の必要性から
導かれている点である。 








 Livre II 以下では対外関係を踏まえた国家の義務について説明されている。Vattel が平時
における義務と戦争法を分けて論じているため、これを順番に分析していく。 
 まず平時において、多数国間関係を踏まえて述べられる注意義務は、Livre II, Chapitre II
の第 33 節で述べられた「[自国の]平穏に対する憂慮(soin)」という概念、および Livre II, 
Chapitre V, 第 64 節において述べられる「互いに正義を啓発し、誠実に遵守し、これに違
                                                      




の 2 つである。 









 ここでの義務とは、すべての国家が、すべての他国に対して向けられている点で 2 ヵ国
間関係ではないものの、少なくとも対外的な振る舞いにおいて正義に基づく行動をするこ
とが国家の義務であると明示的に述べられている。 
 また戦時における法において述べた Livre III では、Chapitre III、第 49 節において述べら
れる「[勢力均衡の文脈において]君主が(…)自らの首を絞めぬよう「とりわけ注意せねばな
らない」」という説明、また Chapitre VIII の第 154 節では、戦時における国家の権利の文脈
における「国家が国家の防御に自らを晒してきた人間」に対する「配慮(soin)」、および同章
第 155 節では、戦争法違反の実行をしないよう、国家が「司令を行う人間の利益と安全」と
いう観点から、「あらゆる注意を払うことを要求」されること、および Chapitre X では、第
178 節において「軍略を使用する際は、(…)人類に対して有害」なものを採用しないよう「注
意しなければならない」とされている。 
 Chapitre III、第 49 節の「注意」概念は、君主が政治的判断をする際の誠実性の程度を表
すものである。ここでの注意の客体は君主の政治的判断だが、節の内容が勢力均衡に関する
ものであることから、対外関係を踏まえた「注意」概念になっているといえる。 






 第 155 節では一転して、反人道的行為を起こさないよう「あらゆる注意」を払うことが
要求されている点において、対外関係を踏まえ、自国だけでなく外国の利益も考慮されたも
のであることが述べられる。 

















点が Livre IV の第 10 節、第 13 節より確認できる。ただし、依然として考慮されるのは国
内の利益であり、対外関係主体は「権利を主張する相手方」として語られている点が指摘さ
れる。 





 第 2 款 小括 
 
 以上をまとめると、以下のようになる。 
 すなわち、Vattel における国際法上の国家の「注意」概念は、1 ヵ国のみで成立するもの、














 2 つ目の「注意」概念は、正義や人類の法(les droits de l’humanité)のような自然法から導
かれる概念によってもたらされる。ここでは、自国だけでなく他国の利益も同様に尊重され
なければならない。 










第 2 節 19 世紀の論者による「注意」概念  
 
 Randall Lesaffer によれば、18 世紀末からの 100 年間は、条約に規定された中立義務の実
行が成熟し、一般的な慣習規則が登場する85時期である。引き続き本章では、19 世紀におけ
る「注意」概念の構造がどのように捉えられていたのかにつき、論者毎に分析を加えていく
こととする。本稿では、19 世紀に著名な著作を残した論者から、Jean-Louis Klüber, Johann 
Caspar Bluntschli, John Westlake, Jeremy Bentham, Henry Wheaton,を検討の素材とする。 
 
 第 1 款 英米圏の論者による「注意」概念(19 世紀)  
 
 (1) Jeremy Bentham 







                                                      
85 Supra note 59, (Lesaffer), p.434. 
86 Jeremy Bentham, “Principles of International Law”, in The Works of Jeremy Bentham. 










 そしてこれら 4 つの目的に基づく権利の違反があるならば、もはや各国には戦争以外の
手段が残されていないという。そこで、Bentham は、戦時における第 5 の目的を設定して
いる。すなわち、戦時において、求められている善の獲得と両立するような、最小限の邪悪
が生み出されるような取り決めを行うこと、である90。 
 Bentham は、このなかの第 3 および第 4 の目的と関連して国家と個人、および双方の注
意義務について語っている。すなわち、 
 
 As to the third and fourth objects, it is scarcely necessary to insist on them : ―― 
nations, as well as men, sovereigns as well as individuals, pay sufficient attention to their own 









 Bentham は Vattel のような理論体系をもって国際法を論じていないが、「すべての国家に
共通で最大の効用」、すなわち国際法の 4 つの目的(object)で述べられるように、自国と他
                                                      
87 戒能通弘「ベンサムにおける国際正義論」『同志社法学』第 57 巻第 1 号(2005 年)、76
頁。；See, Ibid, p. 538. 
88 同上、76 頁。 
89 Supra note 86, (Bentham), p. 538. 
90 Id. 
91 Ibid, p. 539. 
92 Id. 




 よって Bentham における「注意」概念は、国家君主が自国の利害関係を追求するために
及ぼされるものであって、おそらくそれは固有の性質である。ここでは前提として、他国と
の 2 ヵ国間関係、および諸外国との多数国間関係を元にした利益衡量がなされている。 
 
 (2) Henry Wheaton  
 本節では、Wheaton の教科書である Elements of International Law94において、Wheaton
がどのように国際法上の注意義務を捉えていたのかについて概観する。 
 検討に移るまえに、Elements of International Law の 1866 年版(第 8 版)の歴史的位置づ
けを確認しておく。Wheaton は、Bentham の著作に影響を受けたことを理由として、1836
年版と 1848 年版で「国際法」の語句を Law of nations から International Law へと変更して
いる。体系書として、学説の検討、実行が含まれており、既に大陸法諸国の論者の見解が多
数引用、検討されている点で Bentham の Essay よりも豊富な議論がなされている。さきの
Vattel や、後述の Klüber も、本書で引用されている論者の一部である。 






獲審判所(British Courts of Prize)の判例を引用する場合に diligence の用語が使用されてい
る。 
 たとえば本書第 4 部(敵対関係における国家の国際的権利)、第 I 章(戦争の開始とその即
効性)における第 310 節(Sir W. Scott による The Hoop 事件判決)では、イギリスの捕獲審
判所における Sir W. Scott の意見が引用されており、ここで注意義務概念が登場する。 
 
 Sir W. Scott then notices the constant current of decisions in the British Courts of Prize, 
where the rule had been rigidly enforced in cases where acts of Parliament had, on different 
occasions, been made to relax the Navigation Law, and other revenue acts; (…) where cargoes 
had been laden before the war, but the parties had not used all possible diligence to 
                                                      
94 Henry Wheaton, Elements of International Law, «the Classics of International Law»(James 
Brown Scott, ed.), (Oxford Clarendon Press, 1936), (The Literal reproduction of the edition 
of 1866). 
95 Ibid, p. 15. 
96 Ibid, p. 20. 
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313 節においても、「注意」概念が登場する。第 313 節では、St. Lawrence 事件について以
下のような説明がなされている。 
 すなわち、 
   
 So, also, where goods were purchased some time before the war, by the agent of an 
American citizen in Great Britain, but not shipped until nearly a year after the declaration of 
hostilities, they were pronounced liable to confiscation. Supposing a citizen had a right, on 
the breaking out of hostilities, to withdraw from the enemy's country his property, purchased 
before the war, (on which the Court gave no opinion,) such right must be exercised with due 










diligence の用語は登場しない。そして care の用語は、法規範に関連する文脈では使用され
ていない。 
 唯一第 414 節において、中立義務の説明に付随して C. Bynkershoek の学説が引用される
が、その中で「注意」概念を用いた解説がなされている。すなわち、 
 
                                                      
97 Ibid, p. 332. 
98 Ibid, p. 333. 
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 (…) Bynkershoek states it to be " the duty of neutrals to be every way careful not to 
interfere in the war, and to do equal and exact justice to both ·parties. Bello se non 
interponant," that is to say, "as to what relates to the war, let them not prefer one party to the 















 しかし少なくとも、それぞれ The Hoop 判決が 1799 年、St. Lawrence 判決が 1814 年の
判決であるので、捕獲審判所やアメリカ国内裁判所においては、少なくとも 18 世紀末から
diligence の概念が中立義務の文脈で使用されており、国際法の教科書において重要な事例
とされていたという事実が確認できる。Elements of International Law での Bynkershoek の
引用からも分かる通り、中立義務と注意の概念は大陸法系諸国において知られていたが、そ
れが diligence という概念と結びつけられたのは、捕獲審判所や国内裁判所の判例であった。 
  
 (3) John Westlake (19 世紀)  
 
 Westlake の著作は 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて出版されているため、本節にも含
まれるうえに、20 世紀の論者を扱う次節にも含まれうる。本節では、1894 年に出版された
Chapters on the principles of International Law100の内容における「注意」概念を検討し、
1910 年および 1913 年に出版された International Law 第 1 部および第 2 部101の内容は、次
                                                      
99 Ibid, p. 427. 
100 Westlake, Chapters on the principles of International Law, (Cambridge, 1894). 
101  Westlake, International Law, second edition, Part 1 (Cambridge, 1910).; Westlake, 




 Chapters on the principles of international law では、Chapter VI にて「国際法の原則」が





VI の第 15 原則でも「great care」の語句が使用されているが、注意義務の文脈で使用され
てはいない103。 








 (…)But the threatened attack on Canada by citizens of the United States, for whom 
their country was responsible, was sufficient, even had there been no negligence on the part 
of their government, to constitute the fault which, in conjunction with the emergency, 





                                                      
102 Supra note 100 (Westlake, 1894), p. 79. 




ならない。」Ibid, p. 83. 
104 一方で、「主権の物理的範囲内において行使されると、それは独立の手段として説明さ
れる」。See, Ibid, p. 115. 
105 Ibid, p. 115. 















 In framing the constitution of the company care may or may not have been taken 
that its members or its directors shall be subjects of the state which grants the incorporation, 








 さらに次の Chapter XI (War)の、「法と見なされる戦争の規則」と題された章においては、 
 
 But let war break out between two powers, and the whole non-belligerent world is at 
once related to that war as neutral, its political and commercial interests are affected by the 
views entertained about the mutual rights and duties of neutrals and belligerents, incidents 
occur which oblige even the remotest state to act on some view about those rights and duties, 
and a general vigilance is aroused not only as to the observance but even as to the shaping of 
the rules on the subject109. 
 
 「しかし、戦争が二つの勢力の間に生じ、非交戦国全体がいちど中立国としてその戦争に
                                                      
107 Ibid, p. 191. 
108 Ibid, pp. 191-192. 












 本著 Chapters of International Law(1894)では、国際法の法源として捕獲審判所その他の
判例が含まれる110とされているものの、前述の Wheaton の引用で登場した The Hoop 判決、



















 19 世紀の独・仏圏の論者として、ここでは Jean-Louis Klüber, Johann Caspar Bluntschli
を扱う。 
 
                                                      
110 Ibid, p. 83. 
111 Ibid, p. 192. 
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 (1) Jean-Louis Klüber 
本節では、Jean-Louis Klüber の Droit des gens moderne de l’Europe (1831)112 における
国家の注意義務概念を分析していく。 
 本書は一般原則と前置きが述べられる序章、および第 1 編「一般的な、とりわけ欧州にお
ける国家」、第 2 編「欧州諸国間の法(権利)」で構成されている。出版年がアメリカの南北
戦争前であることからか、Droit des gens moderne de l’Europe では、いわゆる英米圏の捕
獲審判所および事例の研究はなされていない。 




 このDroit des gens moderne de l’Europeにおける諸国民の法は上述の概念に従って分類
され、欧州諸国間115の法について述べた第2編では、第1部「欧州諸国間の絶対的な権利
(法)(Droit absolus des états de l’Europe entre eux)」、第2部「欧州諸国間の仮定的権利
(法)(Droit hypothéthiques des états de l’Europe entre eux)」と題されており、さらに第2部
のなかでは、平時および戦時における法がそれぞれ扱われている。 
 このような中での「注意」概念は、まず第 1 編において、国家一般における性質を説明す
                                                      
112 Klüber, Droit des gens moderne de l’Europe, Tome I&II, (Paris, 1831). 
113 Ibid, p. 1. (TOME I) 




















 §20 Définition et origine de l’état.  
 U[N] certain nombre d'hommes et de familles qui, s'étant réunis dans un pays et y ayant 
fixé leur demeure, s'associent et se soumettent à un chef commun, dans l'intention de veiller 














 (…)L'état ne prend son origine que dans cette même convention expresse ou tacite 
(…), motivée par le besoin d'une alliance de sûreté117. 
 
 のように説明される。 
 第 2 編の第 2 部では、最高監督権(Inspection supréme)について述べた節において、以下
のように述べられている。 
 
§53 (…)[la indépendance] appartient à chaque état, dans le gouvernement ou exercice de 
son pouvoir, c’est-à-dire des droits de souveraineté intérieure, dans toute l’étendue de son 
territoire, et sur tous ses sujets. Il appartient par conséquent à tout état le droit d’inspection 
suprème, qui veille sur tout ce qui peut influer sur son but géneral. Cette attention doit 
précéder chaque disposition ou réglement, et veiller à leur exécution118. (…)(下線筆者加筆)  
 
                                                      
116 Ibid, p. 32. (TOME I) 
117 Id.  














 同じく第 2 編の第 2 部において、同様に独立性から導かれる権利について、「注意」概念
が使用されている。第 2 編第 2 部第 3 章、「とりわけ閣僚(Ministres Publics)による交渉の
権利」と題された章では、以下のように述べられている。 
 
§166. Droit de négocier. 
 L'intérêt de l'état exige, de temps à autre, d'entrer en négociation avec d'autres états, 
non-seulement pour préparer et conclure des traités , mais aussi pour veiller aux rapports 
légaux , conventionoels et politiques qui subsistent entre eux.  Le droit de l'état pour de 






 ただし、Klüber のいう「独立性」は、第 45 節によれば「他国の意思からの独立120」、「ほ
かでもない自国のために存在する権利121」であると説明されることから、他国のためになに
がしかの義務を負うという性質ではないことが指摘される。 




                                                      
119 Ibid, p. 292. (TOME I) 
120 Ibid, p. 78. (TOME I) 




 (…)Le but d'une guerre juste doit donc consister à obtenir réparation des torts qu'on 
a éprouvés, à se défendre ou à veiller à sa sûreté, supposé que ces vues ne puissent être 











第 281 節「完全・限定的、一般・特別な中立」では、以下のように述べられている。 
 
§281.  Neutralité entières et limites, génerale et partiells. 
 
 (…) L'état qui veut conserver une entière neutralité doit observer, dans tout ce qui 
a rapport à la guerre, absolument la même conduite vis-à-vis chacune des puissances 
belligérantes. Ce n'est qu'alors qu'il , peut exiger à son tour qu'elles reconnaissent et 









 第 1 編で登場した「注意」概念は国家の性質の説明にすぎなかったが、ここでの「注意」
概念は中立義務の一部としての一次規則として説明されていることがわかる。 
 さらに Klüber は、完全な中立が破られた状態としての限定的な中立の概念について、先
                                                      
122 Ibid, p. 11. (TOME II) 





 (…)Il en est autrement s'il n'observe qu'une neutralité limitée, en favorisant l'une des 
parties belligérantes, étant obligé p. e. par des traités antérieurs (…) de lui préter secours, de 
donner un corps de troupes auxiliaires ou des subsides, de céder une place forte ou un port , 
de permettre dans son territoire le passage des troupes ou l'enrôlement, de fournir des 
























 (2) Johann Caspar Bluntschli 
 Johann Caspar Bluntschli の Das moderne Völkerrecht der civilisirten Staten (1872)125で
                                                      
124 Ibid, p. 83. (TOME II) 














 (…) Der letzte Bürgerkrieg in den Vereinigten Staten hat freilich den Glauben an 
die Wirksamkeit dieser Neutralitätsgesetze einiger Massen geschwächt. Die Vereinigten 
Staten beklagten sich darüber, dass England nicht sorgfältig und nicht entschieden genug die 
Begünstigung der Südstaten verhindert und durch Lieferung von englischen Schiffen die 


















                                                      




 Der neutrale Stat darf nicht bloss selber keine Kriegsschiffe einer Kriegspartei 
liefern; er ist auch verpflichtet, in guter Treue darüber zu wachen und es zu verhindern, dass 
nicht auf seinem Gebiete durch Privatpersonen Kriegsschiffe für eine Kriegspartei 





う、誠実に(in guter Treue) 監視を行い(wachen)、防止(verhindern)を行わなければならな
い」と説明される。 
 この記述では、たとえば注意(Sorgfalt)という言葉や注意深く(sorgfältig)という程度の表
現をせずに、監視(wachen)や誠実に(in guter Treue)という用語が使用されている。 
 ただし第 763 節ではこのほかにアメリカ合衆国および英国が中立義務を遵守するために
定めた国内法についての言及があり、これをみていくと、「2. 早くもアメリカ合衆国北部の









 Der englische Minister Canning berief sich später auf das amerikanische Vorbild, 
um seinen Landsleuten eine ebenso sorgfältige Beachtung der Neutralitätspflicht zu 
empfehlen. Das englische Gesetz von 1819 enthält ein ähnliches Verbot130. (下線筆者加筆) 
 
 「のちにイギリス宰相 Canning は、中立義務の入念な注意(sorgfältige Beachtung)を自国
の国民に対して導入するため、アメリカの例を引き合いに出している。1819 年のイギリス
の法律は、同様の禁止令を含むものであった」と説明されている。 
 したがって、この第 763 節の冒頭で説明された中立義務、すなわち監視義務および防止
義務が、ここでは「入念な注意(sorgfältige Beachtung)」と言い換えられていることがわか
                                                      
128 Ibid, p. 423. 
129 Id. 







 さらにこの第 763 節では、続いてアラバマ号事件に関する言及がなされている。 




„Eine neutrale Regierung ist verpflichtet: 
 1) sorgfältig darüber zu wachen, dass nicht in ihrem Gebiete ein Schiff aus gerüstet, 
bewaffnet oder bemannt werde, welches mit Grund als ein für den Krieg mit einer 
befreundeten Macht bestimmtes Kriegsschiff oder Kreuzer zu betrachten ist und ebenso 
dieselbe Sorgfalt zu üben, um die Abfahrt eines solchen Kriegs oder Kreuzerschiffs aus ihrem 
Gebiete zu verhindern,  
 
A neutral Government is bound- 
 First: - To use due diligence to prevent the fitting out, arming or equipping, within 
its jurisdiction, of any vessel which it has reasonable ground to believe is intended to cruize 
or to carry on war against a Power with which it is at peace; and also to use like diligence to 
prevent the departure from it a jurisdiction of any vessel intended to cruize or carry on war as 
above, such vessel having been specially adapted, in whole or in part, within such jurisdiction, 
to warlike use. 
 
 2) nicht zu gestatten oder zu dulden, dass eine der kriegführenden Parteien ihre 
Seehäfen oder Gewässer als Basis für die Operationen zur See wider ihren Feind oder zur 
Erneuerung oder Verstärkung ihrer Militärmacht oder zur Aushebung von Mannschaften 
benutze,  
 
 Secondly: -Not to permit or suffer either belligerent to make use of its ports or waters 
as the base of naval operations against the other, or for the purpose of the renewal or 
augmentation of military supplies or arms, or the recruitment of men. 
 
 3) in ihren Häfen und Gewässern und ebenso gegenüber allen in ihrem Statsgebiet 
sich aufhaltenden Personen mit Sorgfalt dafür zu sorgen, dass jede Verletzung der obigen 
Pflichten verhindert werde." 
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 Thirdly: -To exercise due diligence in its own ports and waters, and, as to all persons 
within its jurisdiction, to prevent any violation of the foregoing obligations and duties. 
 
 第 1 項では、原文が「(…)を防止するために相当の注意を行使すること(to use due 
diligence)」、Bluntschli のドイツ語訳は「(…)ないよう、注意深く(sorgfältig)監視すること
(wachen)」とされている。 




ず、別の言い回しが採用されている点であり、このことは第 3 項からも確認される。 
 第 3 項では「相当の注意の行使(to exercise due diligence)」の文が、Bluntschli において


















  S'il arrive que le commandant du vaisseau ou des vaisseaux de la puissance en guerre, ayant 
examiné les papiers trouvés à bord, et ayaut interrogé le maître et l'equipage du vaisseau, (…) 
[L]e navire marchand sera amené tout de suite au port le plus proche et le plus convenable 
                                                      
131 Ibid, p. 436. 
132 Ibid, p. 460. 
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appartenant à la puissance belligérante, et la recherche ultérieure sera conduite avec toute la 










 また同じく中立義務に関して、国内の捕獲審判所について述べた段の第 848 節では、以
下のような「注意」概念に言及されている。すなわち、 
  
 Ergibt sich die Sache als unzweifelhaft, so kann sofort gesprochen werden. 
Insbesondere ist, wenn eine Freisprechung erfolgen muss, diese ohne Verzug auszusprechen. 
Früher nahm man es mit den Verurteilungen ziemlich leicht. Die neuere Ausbildung des 












 国際法上の機関について述べた第 3 章では、国家元首および外交官、大使および公使の
権利義務について記述されている。 
 個人的な公使の権利義務に関して述べた第 225 節では、 
 
                                                      
133 Ibid, p. 462. 
134 Ibid, p. 475. 
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225. Der Gesante ist verpflichtet, die Selbständigkeit und Ehre des States, bei welchem er 





 また大使についても、第 249 節において以下のように述べられている。 
 
 Die Ausdehnung der Consulatsgeschäfte wird manchenorts so gross, dass die 
Thätigkeit eines ganzen Mannes erfordert wird und die Nation hat ein so grosses Interesse, 
die Rechte ihrer Angehörigen im Auslande sorgfältig und unparteiisch gewahrt und umsichtig 















 Eben desshalb erfordert die Rechtspflege bei völkerrechtlichen Beschwerden eine 
ganz besondere Sorgfalt und Gewissenhaftigkeit und ist es ganz zweckmässig, entweder durch 
die Gerichtsorganisation selber dafür zu sorgen, dass nur solche Behörden urtheilen, für 
deren Kenntniss des Völkerrechts und für deren redlichen Willen, dasselbe zu beachten, 
besondere Garantien vorhanden sind, oder doch die ordentlichen Gerichte auf diese schwere 
Pflichtübung und die eigentümliche Gefahr der statlichen Verantwortlichkeit besonders 
                                                      
135 Ibid, p. 149. 
136 Ibid, p. 157. 
137 Ibid, p. 262. 
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aufmersam zu machen, beziehungsweise sie anzuweisen, sich mit der Repräsentativgewalt des 



























 (3) 小括  




























 さらに Bluntschli の著作では、交戦国への支援を「注意深く(sorgfältig)」十分かつ確実に
阻止する、という説明、および捕獲審判所が、適切な防御を中立国へ与えるために「注意深
い(sorgfältig)」手続きを要求している、という説明がなされている。 
 著作の記述以外にも、Bluntschli が引用した、1800 年の北欧武装中立国の宣言では、「あ










                                                      
139 Supra note 94, (Wheaton), p. 427. 




 18 世紀の Vattel においては、国家が自国の国内に対して及ぼす監督権が「注意」概念と
結びついて説明されていた。このような監督権は、「国家は自国を知らねばならない」とい
う命題によっても説明されている。具体的な例としては、国内の平穏を確保するために「注




























対する監督権)の 2 つが大きな潮流として確認される。 








第 3 節 20 世紀の論者による「注意」概念  
 






 第 1 款 英米圏の論者による「注意」概念(20 世紀)  
 
ここでは、Lassa Francis Lawrence Oppenheim, John Westlake, James Leslie Brierly につい
て検討を加える。 
 
 (1) Lassa Francis Lawrence Oppenheim 
 本節では、Lassa Francis Lawrence Oppenheim の International Law; A Treatise の初版
Vol. 1(1905 年)142および Vol. 2(1906 年)143を検討対象とする。 
 Vol. 1 では平時における法が扱われている。国家責任に関する章も設けられており、私人
行為に対する責任については Oppenheim 独特の代位責任 (vicarious responsibility) が説明
されているが、ここに「注意」概念による説明はなされていない。 
 Vol.1 における「注意」概念は、第 1 に、公海における捜索(Search)に関する節において





 §269, How Search is effected.  
 (…) The search must take place in an orderly way, and no damage must be done to 
the cargo. If the search proves everything to be in order, the searchers have carefully to replace 
everything removed, a memorandum of the search is to be made in the log-book, and the 
                                                      
142 Oppenheim, International Law; A Treatise. Vol. I, (London, 1905). 
143 Oppenheim, International Law; A Treatise. Vol. II, (London, 1906). 
144 Supra note 142, (Oppenheim, Vol.I), p. 315. 
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 「外交使節」と題された第 3 部第 2 章において、 
 
 § 382. Miscellaneous Functions.  
 Negotiation, observation, and protection tasks common to all diplomatic envoys of 
every State. But a State may order its permanent envoys to perform other tasks, such as the 
registration of deaths, births, and marriages of subjects of the home State, legalisation of their 
signatures, making out of passports for them, and the like. But in doing this a State must be 
careful not to order its envoys to perform such tasks as are by the law of the receiving State 











 以上のように、平時における法を扱う Vol. 1 は、「注意」概念を使用しているものの、国
家責任に関する文脈では登場しない。加えて、国家による管理を示す文脈以外にも、捜索の
例のように、国家の権利を執行する職員についても「注意」概念が使用されている。 
                                                      
145 Ibid, p. 323. 
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 次に Vol. 2(1906 年)では、紛争解決および戦争法、中立法について記述されている。 
 Vol.2 においても、Vol. 1 で触れたような捜索の際の「注意」概念が言及されている。 




 §421 Search  
 Search is effected by one or two officers, and eventually a few men, in presence of 
the master of the vessel. Care must be taken not to damage the vessel or the cargo, and no 
force whatever must be applied146. (下線部筆者加筆) 
 





 ここでは Vol.1 と同様に、国際法上の権利執行を担う職員の行動基準が「注意」概念によ
って表現されている。 
 続いて Vol.2 では、中立義務に関連して「注意」概念が検討される。 
 Vol.2 の第 3 部は中立について分析するが、その第 1 章「中立法一般」における第 292 節
では、T.E. Holland 教授によって提起された議論および解決のためのリストが紹介されて
いる147。このリストは、ハーグ平和会議における中立国の権利義務の問題について議論と解
決を行うため、T.E. Holland 教授が作成および修正を行ったものである。このリストの第 4
番目は以下のように、 
 
 ( … ) (4) To prevent, with more care than has hitherto been customary, the 
exportation of supplies, especially of coal, to belligerent fleets at sea ?148(下線部筆者加筆) 
 




                                                      
146 Supra note 143, (Oppenheim, Vol.II), p. 463. 
147 Ibid, p. 314. 
148 Ibid, p. 315. 
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 さらにリストの第 5 番目においても、 
 
 (5) By what specific precautions must a neutral prevent abuse of the " asylum " 





 全部で 16 あるリスト中、「注意」概念が使用されているのはこの 2 つのみであり、「注意」
概念は care あるいは precaution の用語によって説明されている。 
 さらに同じ第 3 部、第 2 章「中立国と交戦国との関係」、第 335 節において、アラバマ号
事件の紹介と共に中立国と戦闘準備に関する記述が行われている。 
 その中ではいわゆるワシントン 3 原則がそのまま引用されており、第 1 あるいは第 3 原
則における「相当の注意(due diligence)」の語もそのまま用いられている。 
 Oppenheim はこの次にアラバマ号事件の内容について考察を加えている。 
 すなわち、 
 
  The arbitrators put a construction upon the term due diligence and asserted other 










 §363. Negligence on the parts of Neutrals.  
 Apart from intentional violations of neutrality, a neutral can be made responsible 
only for such acts favouring or damaging a belligerent as he could have prevented with due 
diligence, and has been culpably negligent in his omission to prevent. It is by no means the 
                                                      
149 Id.  
150 Ibid, p. 360. 
60 
 








 このような説明は、後に ILC の国家責任条文に採用された、いわゆる「防止の義務」の
定義が非常に類同している点が想起される。 




















 以上、Oppenheim の International Law; A Treatise、Vol.1 および Vol.2 を検討した。Vol.2
では、アラバマ号事件判決の「相当の注意(due diligence)」という語句が国内法から国際法
へと輸入されたことに関する分析と評価が加えられている。 
                                                      















 (2) John Westlake (20 世紀)  
 ここでは、Westlake の著作のうち、International Law, Part1&2 の第 2 版(1910 年、1913
年)153を検討対象とする。それぞれ、International Law Part I は Peace と副題がついており、
その名の通り平時の法が扱われており、International Law Part II は War と題されており、
その名の通り戦時の法が扱われている。 










 本書における「注意」概念は、due diligence、vigilance、precaution、care、take care の
語句で説明されている。 
 
(2-a) Part 1, Peace  
 平時における法について「注意」概念が説明されるのは、まず第 8 章「海洋」における、
平時における公海での自衛措置、すなわち船舶の拿捕に関する分析がなされている部分で
ある。 
                                                      




 Westlake はまず以下のように、 
 
 (…) But even if the law of contraband could be considered as based on principle and 
not as a compromise between belligerents and neutrals, the analogy would break down in that 










るか否かについて、その問題が提起される場面の 1 つとして、ホバリング法(hovering law)
について検討される部分である。ここでは予防(precaution)という用語にて「注意」概念が
使用されている。ここでの注意の客体は、領海の外に所在する外国船舶である。 





 (…) "Although the commander of a ship of war should not seek out or invite political 
refugees, yet he ought not to turn away or give up any who may reach his ship and have 
obtained admittance on board. Such officer must of course take care that such refugees shall 
not carry on from on board his ship any political correspondence with their partisans on shore, 
and he ought to avail himself of the earliest opportunity to send them to some place of safety 
elsewhere.” This correctly expresses the conduct which the navies of states internally free 





                                                      
154 Ibid, (Westlake, 1910), pp. 175-176. 










 さらに第 14 章「域外の国民の保護(The protection of subjects abroad)」では、一般原則
と題された節において、裁判拒否の概念が説明されている。すなわち、「裁判が行われた国
家の裁判拒否あるいは裁判の失敗が生じた場合、国家はこれに対して、一つの団体として
(as a unit)責任を負う156」。 
 この中で Westlake は、司法権が独立していたとしても、裁判官の過失(fault)を理由に国




 The grounds on which money compensation to the families of the murdered Italians, 
and satisfaction to their government for the outrage by the punishment of the criminals, were 
due in the instance just cited were that good will and due diligence on the part of the local 
authorities would have prevented the occurrence, and that the necessary power in the federal 
courts would have ensured its punishment. But such grounds are often wanting when 








 ここで Westlake は、暴動の発生と外国人の保護の文脈において、反乱の発生の防止義務
に「注意」概念を用いており、さらにその「注意」概念に「相当の注意(due diligence)」概
念を用いている。 
                                                      
156 Ibid, p. 329. 
157 Id. 







(2-b) Part 2, War 




 たとえば、第 8 章「中立国の義務」では、「違法な船舶の建造」が記述される部分におい
て、Westlake はアラバマ号事件判決以前に出された 3 つの判例160を検討したのち、アラバ
マ号事件判決における「相当の注意(due diligence)」を検討している。 
ここで Westlake は、まず 1871 年のワシントン条約第 6 条の第 1 原則について、以下の
ように分析している。 
ワシントン条約第 6 条の第 1 原則は以下のようであるが、 
 
 First: -To use due diligence to prevent the fitting out, arming or equipping, within 
its jurisdiction, of any vessel which it has reasonable ground to believe is intended to cruize 
or to carry on war against a Power with which it is at peace; and also to use like diligence to 
prevent the departure from it a jurisdiction of any vessel intended to cruize or carry on war as 
above, such vessel having been specially adapted, in whole or in part, within such jurisdiction, 











                                                      
159 Supra note 101, (Westlake, 1913). 
160 The Santissima Tindad 事件、United States v. Quincy 事件、The Meteor 事件の 3 つが




















る 合 理 的 な 根 拠 が あ る 場 合 (with intent or knowledge, or having reasonable cause to 
believe)”164であったという。 
 ワシントン 3 原則のうち、第 2 および第 3 原則については、これに続く「違法な派遣
(Illegal Expeditions)165」の節で分析されている。 
 ワシントン 3 原則の第 2 および第 3 原則とは以下のような文言であるが、 
 
 Secondly: -Not to permit or suffer either belligerent to make use of its ports or waters 
as the base of naval operations against the other, or for the purpose of the renewal or 





                                                      
161 Ibid, pp. 219-220. 
162 Ibid, p. 215. 
163 Ibid, pp. 215-216. 
164 Ibid, p. 216.  




 Thirdly: -To exercise due diligence in its own ports and waters, and, as to all persons 





 Westlake は、 
「相当の注意が挿入されている第 1 規則が、第 3 規則において繰り返される必要はなか







 The arbitrators on the Alabama cases based (…), so far as concerned negligence in 
preventing the building, equipment and armament of cruisers for the Confederate States, on 














                                                      
166 Ibid, p. 222. 




 The first of these canons must not be understood as carrying due diligence to a point 
at which it would be equivalent to insurance. It merely applies to the conduct of governments 
where the interests of others are concerned the maxim on which every one would act where 
his own interests were concerned, namely that the more important are the issues at stake the 
greater ought to be the care taken169.(下線部筆者加筆) 
 










 さらに第 2 の基準について、Westlake は「第 2 の基準は、国内事項および国際事項との
間に明確な線引きを行うところの、国家の独立性から導かれる170」と述べている。Westlake














                                                      













 以上アラバマ号事件判決に関連した Westlake の記述をみてきたが、「注意」概念について
「相当の注意(due diligence)」の語句を使用しているのはこのアラバマ号事件判決を検討す
る部分のみである。 
 このほかの部分では、「注意」概念として take care が用いられた文章の引用がある。 









 The destruction of a neutral prize is prohibited except if its preservation might 
compromise the security of the capturing ship or the success of its operations. The 
commander of the capturing ship must use the right of destruction with the greatest reserve, 
and must take care first to tranship the men and so far as possible the cargo, also in every case 
to preserve all the shipping documents (papiers de bord) and other elements necessary for an 






                                                      
172 Ibid, p. 227. 
173 Id. 











(2-c) Westlake のまとめ 
 以上 Westlake の International Law, Part1 および Part2 を概観した。Part2 ではアラバマ
号事件に関する記述が豊富になされているだけではなく、「注意」概念の具体的な内容まで









 対して 1910 年および 1913 年に出版された International Law Part1, Part2 では、アラバ
マ号事件およびワシントン 3 原則を通じて、中立義務における「注意」概念に焦点を当てて












                                                      










 (3) James Leslie Brierly  
 ここでは、Brierly の The Law of Nations の初版(1928 年)、第 4 版(1949 年)、第 5 版
(1955 年)を検討する。 







 It is important, however, to distinguish two ways in which a state may incur liability 
for a denial of justice; it is directly responsible only for the acts of certain authorities in its 
service; for the act of persons other than these it is not responsible directly, but indirectly it 
may become so by neglecting some reasonable precaution which might have prevented the 
wrong, or by failing to provide proper machinery for redressing it.  In the former case there 
is a wrongful act, in the latter a wrongful omission, which can be attributed to the state178. 
 








                                                      
176 Supra note 60, (Brierly, 1928), p. 35. 
177 Ibid, p. 62. 









 The indirect liability of a state for an injury for which it is not directly liable on the 
principles outlined above arises only if by the omission of some reasonable precaution or by 
the failure to provide means of legal redress after the event it can fairly be regarded as having 












 ‘The responsibility of a State is only involved by the commission in its territory of a 
political crime against the persons of foreigners if the State has neglected to take all reasonable 
measures for the prevention of the crime and the pursuit, arrest, and bringing to justice of the 
criminal. The recognized public character of a foreigner and the circumstances in which he is 







                                                      



















 (…) Such act, however, may be an occasion out of which state responsibility may 
indirectly arise, but only if it is accompanied by circumstances which can be regarded as in 
some way, by complicity before or condonation after the event, making the state itself a party 












 Thus where the injury in question would not have occurred if the state through its 
officers had been reasonably diligent, responsibility will be incurred. The standard of diligence 
                                                      
180 J.L. Brierly, The Law of Nations; an introduction to the international law of peace, fourth 
edition, (Oxford at the clarendon press, 1949). 
181 Ibid, p. 215. 
182 Ibid, pp. 215-216. 
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naturally varies with circumstances183. (下線筆者加筆)  
  
 「したがって国家がその職員を通じ、合理的で注意深かったならば(reasonably diligent)、
問題となる損害は生じなかったという場合、責任が生じる。注意の基準(the standard of 
diligence)は、当然に状況によって変化する」と説明される。 
 この文について指摘されるのは、まず注意の概念が precaution から diligence と言い換え
られたこと、および、注意基準という概念が国家責任の発生に関連して登場したことである。 
 ギリシャ領内における Tellini 将軍(イタリア人)の殺害事件に関する国際連盟の法律家委
員会の裁定に関する記述についても、引用部は当然そのままながらも、その後に説明が追加
されており、その中に diligence の用語が登場している。すなわち、 
 
 If there has been no failure of diligence on the part of the state in its preventive 
measures, it may still incur responsibility through the injurious act of a private individual, but 
only in the event of a denial of justice in the sense already discussed184.  
 




な注意の欠如」の内容が特段示されていなかったのに対し、1949 年の第 4 版では、具体的
に「その注意が払われていれば、損害が発生しなかった」程度の注意が必要とされている。 
 1956 年の第 5 版でも、第 4 版と全く同じように説明がなされている。 
 以上の Brierly の記述を踏まえ、最も着目されるのは、初版では裁判拒否および間接責任
の文脈において、「注意」概念を「合理的な注意(reasonable precaution)」や「特別な注意
(special vigilance)」という語句で説明していたのが、第 4 版から軒並み「相当の注意(due 
diligence)」および「注意(diligence)」の用語が使用されるようになっていることである。第




 第 2 款 独仏圏の論者による「注意」概念(20 世紀)  
 
 英米圏の論者による「注意」概念の分析に引き続き、20 世紀の独・仏圏の論者による「注
                                                      
183 Ibid, p. 216. 
184 Ibid, p. 217. 
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意」概念の変遷を探っていく。ここで扱う論者は、Gustaf Adolf Walz、Alfred Verdross、
Viktor Bruns および Charles Rousseau である。 
 
 (1) Gustaf Adolf Walz 
 本節では、Walz の Völkerrecht und Staatliches Recht (1933 年)185を扱う。本書では
Heinrich Triepel、Dionisio Anzilotti らの影響を受け、国法学との対比で国際法を捉え、国
内法と国際法との関係を一体的に扱うことによって、法現象を体系的に理解しようとする
手法が取られている。このような傾向は当時のドイツ国際法学、国法学の傾向とも重なる。 
 本書は第 1 部「国際法と国内法」、第 2 部「国際法のための国内法の保証機能
(Garantiefunktion)」とで構成される。 
 このなかで「注意」概念は、第 2 部において頻繁に使用されている。 
 第 2 部第 14 節「法技術の手法」では、第 2 部の概観が説明される。ここでは、国際法規
を普遍的に実施するために、国内ではどのような機能によって保証がなされているのかに
ついて論じられる186。この第 2 部の冒頭の節では、まず 
 
 ( … ) Während sonst innerhalb ein und derselben Rechtsordnung eben die 
hierarchische Normenzentralisierung für einen klaren Vorrang nach dem Ordnungsgesetz der 
Rangstufen Vorsorge trifft, so daß die Normenbefolgung innerhalb des Geltungsbereichs der 
einheitlichen Rechtsordnung ( … ) ziemlich sicher garantiert wird ( … ), fehlt es dem 
Völkerrecht gerade für den Bereich der von ihm normierten staatlichen Rechtsordnungen an 












                                                      
185 Gustaf Adolf Walz,Völkerrecht und Staatliches Recht, (Stuttgart, 1933). 
186 Ibid, p. 266. 






 以下の文は第 2 部、第 15 節「客体」の冒頭部であるが、 
 
 (…) Da normalerweise das Völkerrecht im materiellen Sinn von den Staaten erst die 
Setzung besonderer staatsrechtlicher Ausführungsakte verlangt, und da der Staat mit der 
korrekten Setzung der vom Völkerrecht verlangten Normen und Akte sich für gewöhnlich 
seiner völkerrechtlichen Pflichten entledigt, so haben die meisten der modernen 













 次に、同じ第 2 部の第 19 節「その他の法制度：概要および要約」では、イギリス、アメ
リカ、ドイツ法以外の法制度についてまとめられている。 
 
 ( … )Denn allenthalben handelt es sich bei der Durchführung unserer 
Völkerrechtssicherungstechnik um die vornehmsten Aufgaben der Souveränität. Aufgabe der 
Staatsrechtsordnungen ist es, mit ihren eigenen rechtlichen Mitteln für eine Anpassung an 
das für diese Staaten geltende Völkergewohnheitsrecht zu sorgen und auf diese Weise die 
rechtliche Kontinuität in der internationalen Rechtsorganisation wenigstens zu jenem Teile 
zu garantieren, der nach dem derzeitigen Zustand der internationalen Rechtsstruktur im 
Bereich aktueller Möglichkeit liegt189.  
 
                                                      
188 Ibid, p. 274. 
















 第 20 節「序論」の中で、以下のように「注意」概念が言及されている。国内における権
力分立が国際法の実施に対する阻害要因となるという文脈において、 
 
 Aufgabe der Verfassung ist es, für die entsprechenden staatsrechtlichen 






 第 20 節以降では、第 21 節においてイギリス、第 22 節においてアメリカ、第 23 節にお
いてドイツの国内条約実施制度が、それぞれ分析される。 




 Aber es darf nicht vergessen werden, daß die Krone nach wie vor allein (…) zum 
völkerrechtlichen Abschluß kompetent ist, daß es allein ihrem freien pflichtgemäßen 
Ermessen überlassen bleibt, sich der Zustimmung des Parlaments vor dem endgültigen 
Abschluß zu versichern und daß daraus erhebliche Konflikte zwischen englischem 
Staatsvertragsvölkerrecht und englischem Landesrecht erwachsen können, weil das englische 
                                                      
190 Ibid, p. 348. 
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Staatsrecht insoweit nicht für eine obligatorisch automatische Anpassung seines Landesrechts 












 第 23 節「ドイツの制度」でも、同様の文脈で「注意」概念が説明される。 
 第 23 節では数カ所において「注意」概念が使用されており、たとえば、国際法とドイツ
ライヒ法との関係を「一般に承認された国際法規は、ドイツライヒ法の拘束力ある構成要素
として効力を有する192」と定めているワイマール憲法第 4 条について検討する部分では、 
 
 Denn nur für deren staatsrechtliche reibungslose Vollziehung soll ja Art. 4 Sorge 
tragen193. 
 
 「まさに第 4 条は、国内法における円滑な[国際法の]実施に、配慮している」と述べる箇
所や、ほかに 
 
 (…)Darum haben zu allen Zeiten und bei allen Völkern durch das elastische Gefüge 
der Auslegungsregeln, die als entscheidendes Korrektiv einer starren Rechtsordnung 
fungieren und für stete Erneuerung des Rechtsguts Sorge tragen, neue praktische Bedürfnisse 
Eingang in das Rechtssystem gefunden, deren legale Anerkennung ohne solche 
entgegenkommende Formeln recht schwer gefallen wäre194. 
 
                                                      
191 Ibid, p. 356. 
192 訳について、西岡祝「ワイマール憲法第 4 条」『福岡大学法学論叢』第 19 巻第 2・3 号
(1974 年)を参照。 
193 Supra note 185, (Walz), p. 390. 











 (…) Es ist eine der vornehmsten Aufgaben dieser Arbeit, die Rechtstheorie in dieses 
Gebiet vorzutreiben und die wichtigen Rechtsnormen und Rechtsgrundsätze exakt zu 
systematisieren, die gewohnheitsrechtlich oder gesetzmäßig für eine möglichst reibungslose 






 第 23 節「ドイツの制度」のなかで説明される「注意」概念の記述は、国内において国際
法を実施するための措置をとること自体に対して使用されているもの(1 番目および 3 番目)、
および実施措置の内容に対して使用されているもの(2 番目)とに分かれている。 
 さらに、次の第 24 節「このような法制度の分析」では、以上の 3 種類の国内法制度につ
いてまとめが行われている。 
 第 24 節においても、以上の文脈と同様に「注意」概念が使用されている。 
 すなわち、 
 
  Mit den untersuchten drei nationalen Rechtsordnungen haben wir drei 
verschiedene Typen der staatsrechtlichen Sicherung des Staatsvertragsvollzugs gewonnen. 
Diese drei Formen stellen aber keineswegs die einzigen in der Rechtswirklichkeit 
vorkommenden Typen dar. Diese ist überhaupt in der Ausbildung ihrer nationalen 
Völkerrechtssicherungstechnik grundsätzlich frei, sofern sie nur irgendwie für einen 
korrekten Vollzug der Staatsvertragspflichten Sorge trägt196. 
 
 「以上検討された 3 つの国内法秩序について、我々は、国家間条約の実施のための国内法
                                                      
195 Ibid, p. 406. 
196 Ibid, p. 407. 
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実施措置を行うかについては、第 2 部第 2 章「国家当局および裁判所による国際法の適用」
の中で触れられている。本章の初めの節である第 25 節「基本原則」では、 
 
 Sofern das Völkerrecht zu seiner staatlichen Vollziehung eines gewissen 
Grundbestandes staatsrechtlicher Rechtsnormen bedarf, die für eine reibungslose Setzung 
des vom Völkerrecht gebotenen völkerrechts gemäßen Landesrechts sorgen, ist es 


















                                                      
197 Ibid, p. 425. 
198 Ibid, p. 210. 







 国際法・国内法 2 元論をとる Walz は、ドイツ国内制度において、国際法を国内において
妥当させるために立法が必要とされていることを確認し、国際法の実施措置を、国家が「確
保(Sorge)」するという表現を用いている。 










 (2) Alfred Verdross  
 ここでは、Verdross が著した教科書である Völkerrecht の、第 2 版から第 5 版までの記述
を検討する。それぞれの出版年は、第 2 版(1950 年)、第 3 版(1955 年)、第 4 版(1959 年)、






                                                      
200 同上、258 頁。 
201 Bruno Simma, “The Contribution of Alfred Verdross to the Theory of International law”, 
EJIL, vol. 6, (1995), p.35. 




結果責任が適用されると述べている。See, Alfred Verdross, Völkerrecht, Fünfte Auflage, 




 これらを踏まえたうえで Verdross の「注意」概念に対する記述の変化を以下で検討して
いく。 
 まず、第 2 部「一般国際法」において、Verdross は第 A 章「国際法上の不法行為とその
帰結」を扱う。この第 A 章の中の第 III 節「責任原則は過失責任か結果責任か？」において、
「注意」概念に対する言及が着目される。 
 すなわち、第 5 版の言及と、第 2 版から第 4 版までの言及とに変化が生じている204。 
 該当部では、Schoen および Strupp の学説について言及している。 
 第 2 版から第 4 版では、 
 
 (…) Hingegen vertreten Schoen und Strupp die Meinung, daß in der Regel bei 
Handlungen der Grundsatz der Erfolgshaftung, bei Unterlassungen der Grundsatz der 
Schuldhaftung gelte205.  
 
 「これに対して、Schoen および Strupp は、行為に関しては結果責任が、不作為に関して
これらの不法行為に関して過失責任の原則が妥当するという考えに立つ」との記述がなさ
れているのに対し、第 5 版では、該当部の記述が以下のように変化している。 
 
 (…) Hingegen vertreten SCHOEN und STRUPP die Meinung, daß in der Regel bei 
Handlungen der Grundsatz der Erfolgshaftung, bei Unterlassungen aber der Grundsatz der 
Schuldhaftung gelte, da bei diesen Delikten der Mangel einer pflichtgemäßen 
Aufmerksamkeit und Sorgfalt einen notwendigen Teil des Unrechtstatbestandes bildet206. (下
線部筆者加筆) 
 
 「これに対して、SCHOEN および STRUPP は、これらの不法行為に関して、義務に適
した注意および細心の注意の欠如は、不法行為成立の必須部分を構成するのであるから、通
常、作為については結果責任原則が、不作為については過失責任原則が妥当するのである、
という考えに立つ」。すなわち、下線で示した部分が第 5 版では加筆されている。 
 ここでは国家が、義務によって求められる注意を怠ったことが義務違反の必須部分であ
                                                      
203 Ibid, p.392. 
204 章立て、および章や節の題名に、第 2 版から第 5 版まで変化はない。 
205  Alfred Verdross, Völkerrecht, Zweite Auflage, (Wien, 1950), p.284.; Alfred Verdross, 
Völkerrecht, Dritte Auflage, (Wien, 1955), p. 300.; Alfred Verdross, Völkerrecht, Vierte 
Auflage, (Wien, 1959), p. 299. 






 また以下に示す部分においても、「注意」概念の文脈で第 2 版から第 5 版にかけて徐々に
記述が変化している。 
 第 2 部「一般国際法」において、Verdross は第 B 章「外国の過失に対する国家責任」を
扱う。その第 III 節「その他の国際法主体に対する国家責任」の、「b) 通常の国家に対する
責任207」と題された部分において、以下のように記されている。 
 第 2 版では、 
 
 Ein Staat haftet für Schäden, die in seinem räumlichen Geltungsbereich von einem 
anderen Staate den Staatsangehörigen dritter Staaten oder dritten Staaten selbst zugefügt 





 Vielmehr finden auf solche Schäden die Regeln über die Verantwortung für die von 
Privatpersonen gesetzten Unrechtstatbestände analoge Anwendung. Der Staat ist daher nur 
verantwortlich, wenn es seine Organe unterlassen haben, die nach der Sachlage gebotenen 
und möglichen Maßnahmen zu ergreifen. So macht sich z.B. ein neutraler Staat 
verantwortlich, wenn er nicht alle ihm zur Verfürgung stehenden Mittel anwendet, um zu 
verhindern, daß in seinen Gewässern ein Schiff eines Kriegführenden von anderen Staaten 







 これが第 4 版になると下線で示した部分が変化し、 
 
                                                      
207 ここで「通常の国家(normalen Staat)」とならび検討されているのは、「従属国
(abhängigen Staat)」および「国際組織(internationale Organisation)」である。 
208 Supra note 205, (Verdross, 1950), pp. 298-299. 
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 Ein Staat haftet für Schäden, die in seinem räumlichen Geltungsbereich von einem 
anderen Staate den Staatsangehörigen dritter Staaten oder dritten Staaten selbst zugefügt 




 Nur ausnahmsweise ist der Territorialstaat verantwortlich, wenn es seine Organe 
unterlassen haben, die nach der Sachlage gebotenen und möglichen Maßnahmen zu ergreifen. 
So macht sich z. B. ein neutraler Staat verantwortlich, wenn er nicht alle ihm zur Verfügung 
stehenden Mittel anwendet, um zu verhindern, daß in seinen Gewässern ein Schiff eines 
Kriegführenden von anderen Staaten angegriffen wird. Ebenso ist ein Staat verantwortlich, 
wenn er nicht dafür sorgt, daß die Minen, die ein anderer Staat in seinem Küstenmeer gelegt 













 さらに同じ部分について、第 5 版では以下のように記述が変更されている。 
 
 Ein Staat haftet für Schäden, die in seinem räumlichen Geltungsbereich von einem 
anderen Staate den Staatsangehörigen dritter Staaten oder dritten Staaten selbst zugefügt 




 Nur ausnahmsweise ist der Territorialstaat verantwortlich, wenn es seine Organe 
                                                      
209 Supra note 205, (Verdross, 1959), p. 312. 
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unterlassen haben, die nach der Sachlage gebotenen und möglichen Maßnahmen zu ergreifen. 
So macht sich z. B. ein neutraler Staat verantwortlich, wenn er nicht die nötige Sorgfalt (due 
diligence) aufgewendet hat, um zu verhindern, daß in seinen Gewässern ein Schiff eines 
Kriegführenden von anderen Staaten angegriffen wird. Ebenso ist ein Staat verantwortlich, 
wenn er nicht dafür sorgt, daß die Minen, die ein anderer Staat in seinem Küstenmeer gelegt 







 以上のように、第 5 版では、第 2 版では「必要かつ入手可能な手段をとること」、第 4 版
では「自由裁量に任される手段を適用」することが、第 5 版において「相当の注意(nötige 











いては、既に第 2 版において以下のような記述がなされており、第 5 版まで維持されてい
る。すなわち、 
 
 Schließlich ist ein Staat für die auf seinem Gebiete von exterritorialen Personen 
angerichteten Schäden nur verantwortlich, wenn es seine Organe unterlassen haben, für den 
nötigen Schutz dritter Staaten oder Staatsangehöriger zu sorgen. Dieser Pflicht wird aber 
Genüge geleistet, wenn der Staat jene Schritte unternimmt, die nach VR auch gegen 
Exterritoriale ergriffen werden dürfen211.  
                                                      
210 Supra note 202, (Verdross, 1964), pp. 390-391. 









 以上のように域内の外国法益に対して「適切な保護のために注意を払うこと」は、第 2 版
から表現が変化していない。 
 さらに他の部分についても、「注意」概念について第 2 版から第 5 版までの記述の変化が
みられる。 
 第 2 部「一般国際法」、第 B 章「外国の過失に対する国家責任」、その第 IV 節「私人によ
る不法行為に対する責任」の中には、以下のように説明がなされている。 
 第 5 版では、 
 
 Es ist allgemein anerkannt, daß ein Staat für Unrechtstatbestände, die von 
Privatpersonen (Inländern oder Ausländern) gesetzt wurden, nicht haftet. Ebenso sicher ist 
es jedoch, daß ein Staat verantwortlich wird, wenn seine Organe jene Vorbeugungs- oder 
Verfolgungsmaßnahmen zu ergreifen unterlassen haben, die das VR zum Schutze fremder 






 Dieses verpflichtet aber die Staaten nicht absolut, die Beschädigung von Ausländern 
zu verhindern, sondern nur die nötige Aufmerksamkeit und Sorgfalt aufzuwenden, um solche 





 だが、第 2 版から第 4 版では、下線部「Dieses verpflichtet aber die Staaten nicht absolut, 
die Beschädigung von Ausländern zu verhindern, sondern nur die nötige Aufmerksamkeit und 
Sorgfalt aufzuwenden, um solche Schädigungen hintanzuhalten oder um den Täter zu 
                                                      




 第 5 版で加えられたこの記述には、「相当の考慮および注意(nötige Aufmerksamkeit und 
Sorgfalt)」として「注意」概念が登場する。 
 前述の第 5 版、第 III 節「その他の国際法主体に対する国家責任」の、「b) 通常の国家に
対する責任」において言及された、「相当の注意(nötige Sorgfalt, due diligence)」の原文の
表現を考慮すると、本節の「相当の考慮および注意」との類似点が見いだされる。 










 該当部は第 2 部「一般国際法」、第 D 章「損害賠償」、その第 III 節「損害を受けた私人の





 Anders steht es natürlich, wenn durch die Tötung einer Person ein anderer Staat als 
der Heimatstaat des Verstorbenen in der Person eines seiner Angehörigen einen 
Vermögensschaden erlitten hat, da z. B. der Verstorbene für ihren Unterhalt zu sorgen 







 この一節は、第 2 版から第 5 版まで変化がない。ここでの「注意」概念は、国家にあらか
                                                      
213 Ibid, p. 407. 



















 国際不法行為とされる行為そのものと結論の組み合わせは第 2 版から第 5 版までに変化





 (3) Charles Rousseau  
 ここでは、主に Charles Rousseau の Droit International Public; Introduction et Sources 







                                                      
215 Ibid, p. 380. 
216 Charles Rousseau, Droit international public, tome III, Les compétences, (Sirey, 1977), p. 
1. 





 この点で Rousseau の義務概念を考えると、当然のごとく、国家の権限が存在しないとこ
ろに国際義務は成立しない。それでは Rousseau がどのような点に国家の権限を認めている
かというと、(a)領域的権限、(b)人的権限、(c)国内公務に関する権限の三つである219。 




定法では、infra legem に補正機能(fonction correctrice)、praeter legem に補足機能(fonction 







  Parfois l'appel à l'équité a eu au contraire pour conséquence inattendue de faire 
rejeter la réclamation, soit que—l'insurrection ayant été préparée sur le territoire d'un Etat 
tiers (Colombie) – il ait paru contraire á l’équité d'imputer à l'Etat défendeur (Venezuela) un 









                                                      
international public, Onzième édition, (Dalloz, 1987), p. 94. 
218 同上(ルソー)、104 頁。 ; Ibid, p. 94. 
219 Supra note 216, (Rousseau, Tome III), p. 7. 
220 Charles Rousseau, Droit international public, tome I, Introduction et Sources, (Sirey, 
1970), para. 324. 






















 国家責任を概説する章において、Charles Roussezu は国家責任をやはり「権限」によって











«国際法の要求する通常の水準(le niveau ordinaire que requiert le droit international)»と呼
                                                      
222 Ibid, para. 328. 











という理解を行って226おり、ILC が 2001 年の国家責任条文において採用した理論と異なる
ところはない。 
 Rousseau は私人行為に関する国家の義務を「二つの義務があり、一方は防止義務(devoir 





















                                                      
224 ルソー『前掲書(上)』(注 217)135 頁。; supra note 217, (Rousseau, 1987), p. 122. 
225 同上、135 頁。; Ibid, p. 123. 
226 同上、137 頁。; Ibid, p. 124. 
227 同上、138 頁。; Ibid, p. 125. 
228 それぞれ、モロッコのスペイン地帯において英国人が受けた損害に関する請求事件判
決(1925 年 5 月 1 日)、およびフランス・メキシコ請求委員会における、George Prinson
























 以上、: Rousseau の整理および考察として、まず彼が「注意」概念について語るのは、1970
年当時では騒乱準備に対する防止義務の文脈に限定されているのに対し、1987 年版の Droit 





 私人の行為が直接に国家の責任を生じさせない、等の彼の立場は、後に ILC が 2001 年の
国家責任条文に採用した形式と非常に近いものであり、ILC による議論の影響を見て取れ









                                                      
229 ルソー『前掲書(上)』(注 217) 140 頁。; supra note 217, (Rousseau, 1987), p. 127. 

















 第 1 に、国際法学において、単なる無印の「注意」概念が「相当の注意(due diligence, nötige 







 既に 18 世紀の英米国内裁判所の判決、とりわけ捕獲審判所の判決には diligence, vigilance, 
due care などの「注意」概念が登場しているが、 1905 年および 1906 年に出版された
Oppenheim の International Law; A Treatise では、アラバマ号事件判決における「相当の注
意(due diligence)」について詳細な言及を行っているものの、あくまで「相当の注意」概念
は国内法上の概念であるとの評価を崩していない。 




                                                      
231人的権限についての彼の説明を参照すると、いわゆる国家との機能的紐帯を条約、およ
び国内法において定められる者が人的権限の客体となっている。すなわち、国籍を持つ自
然人、航空機および船舶など。See, supra note 216, (Rousseau, Tome III), pp. 134-135. 
232 Ibid, p. 9. 
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 一方で Verdross の 1964 年(第 5 版)、および Rousseau の教科書の記述を参照すると、「相
当の注意」概念がはっきりと各法理論の中に組み込まれていることが確認される。とりわけ



























審判所の判決である S.t Lawrence 判決や The Hoop 事件判決のように、国内裁判所判決で




























 第 2 章 判例の検討 
 
 第 1 章では学説が検討され、20 世紀の半ばに至るまで無印の「注意」概念が国際法理論
の説明に用いられており、半ばを過ぎたところで既存の国際法理論の説明に、「注意」概念
ではなく「相当の注意」概念が当てはめられていく様子をみてきた。 
 以下では、18 世紀から 19 世紀の判例を検討し、このような傾向が判例においても実証さ
れるか否かを検討する。 
 
第 1 節 18 世紀・19 世紀の判例 
 








 The Hoop 判決233では、イギリスの捕獲審判所において、Sir William Scott によって判示
された。イギリス人商人が女王の許可なしにオランダから輸入した貨物が接収された事件
である。当時は、1793 年 2 月 1 日、フランスの革命政府によって、イングランドおよびオ
ランダへの開戦が通知されて234おり、その後フランス革命軍はオランダを占領した。1795
年 9 月 15 日、オランダとイギリスの開戦が宣言された。 

























                                                      
233 Reports of Cases argued and determined in the High Court of Admiralty; Commencing 
with the Judgements of the Right hon Sir William Scott. Vol. 1, (Boston, 1853), pp. 196-220. 
234 Ibid, p. 210. 
235 Ibid, p. 197. 





 以上の判示をするうえで、Scott は以下のように述べている。 
 
that it has been enforced where cargoes have been laden before the war, but where the parties 
have not used all possible diligence to countermand the voyage after the first notice of 
hostilities; and that it has been enforced not only against the subjects of the crown, but 
likewise against those of its allies in the war, upon the supposition that the rule was founded 
on a strong and universal principle, which allied states in war had a right to notice and apply, 














 第 2 款 アラバマ号事件仲裁判決(1872) 
 
 アラバマ号事件とは、南北戦争中に中立の地位にあったイギリスの中立義務違反を問う
ため、1871 年 5 月 8 日に締結されたワシントン条約によりジュネーヴに設置された仲裁裁
判所へ付託された一連の事件のうちの一つである。 






                                                      






 1871 年 5 月 8 日に締結されたワシントン条約は、仲裁裁判所の設置、仲裁人および仲裁
の場所やその他の手続きのほか、第 6 条において以下のように適用規則を定める。 
 すなわち、 
 
 Article VI. 
In deciding the matters submitted to the Arbitrators they shall be governed by the following 
three rules, which are agreed upon by the High Contracting parties as rules to be taken as 
applicable to the case, and by such principles of international law not inconsistent therewith 
as the Arbitrators shall determine to have been applicable to the case: 
 
 RULES.  
 規則 
A neutral Government is bound 
中立の政府は、以下のことを義務付けられる 
 
First: -To use due diligence to prevent the fitting out, arming or equipping, within its 
jurisdiction, of any vessel which it bas reasonable ground to believe is intended to cruize or to 
carry on war against a Power with which it is at peace; and also to use like diligence to prevent 
the departure from its jurisdiction of any vessel intended to cruize or carry on war as above, 
such vessel having been specia1ly adapted, in whole or in part, within finch jurisdiction, to 









Secondly: -Not to permit or suffer either belligerent to make use of its ports or waters as the 
base of naval operations against the other, or for the purpose of the renewal or augmentation 








Thirdly: -To exercise due diligence in its own ports and waters, and, as to all persons within 











 対してアメリカ合衆国は、ワシントン 3 原則を既に「国際法となっている」と主張してい













 アラバマ号事件仲裁判決において適用されたワシントン 3 原則のうち、due diligence に
ついて言及されているのは第 1 および第 3 原則である。判決では第 1 および第 3 原則の due 
                                                      
238 Alabama Claims Arbitration, (United States v. Great Britain), (1872), in Moore, Int. 
Arb., vol.1, p.653., p. 670. 





よう(call for exercise…all possible solicitude)イギリス国王の統治権の一部を行使すること
240」されている241。 













第 2 節 20 世紀前半の判例 
 
 第 1 款 ザフィロ号事件仲裁判決(1925) 
 
 ザフィロ号事件243は、1910 年 8 月 18 日、イギリスおよびアメリカ合衆国間における英
米特別協定をもとに仲裁裁判所に付託された多数の事件のうちの一つであり、判決は 1925
年 11 月 30 日に下された。 




                                                      
240 Ibid, p. 654. 
241 Ibid, pp. 572-573. 
242 Riccardo Pisillo-Mazzeschi, „The Due Diligence Rule and the Nature of the 
International Responsibility of States, “German Yearbook of International Law, vol. 35 
(1992), p. 34. 
243 The Zafiro Claim (D. Earnshaw and Others (Great Britain) v. United States) (1925) 


































                                                      
244 Ibid, p. 165. 
245 Ibid, p. 164. 


































                                                      
ともできる。このとき、ザフィロ号事件は領域内に所在する私人へ及ぼすべき注意義務、
という事例であると解釈される。 
248 Home Frontier and Foreign Missionary Society of the United Brethren in Christ (United 
States) v. Great Britain, 18 December 1920, REPORTS OF INTERNATIONAL 











 また、social order の基準について、アフリカと civilized society の差を述べており、ア





 The contention of the United States Government before this Tribunal is that the 
revolt was the result of the imposition and attempted collection of the "hut tax"; that it was 
within the knowledge of the British Government that this tax was the object of deep native 
resentment; that in the face of the native danger the British Government wholly failed to take 
proper steps for the maintenance of order and the protection of life and property; that the loss 
of life and damage to property was the result of this neglect and failure of duty, and therefore 





 It is a well-established principle of international law that no government can be held 
responsible for the act of rebellious bodies of men committed in violation of its authority, 
where it is itself guilty of no breach of good faith, or of no negligence in suppressing 
insurrection. (Moore's International Law Digest, vol. VI, p. 956; VII, p. 957; Moore's 
Arbitrations, pp. 2991-92; British answer, p. 1.) 
 The good faith of the British Government can not be questioned, (…) Finally it is obvious 
that the Missionary Society must have been aware of the difficulties and perils to which it 
exposes itself in its task of carrying Christianity to so remote and barbarous a people. The 
contempt for difficulty and peril is one of the noblest sides of their missionary zeal. Indeed, it 
                                                      
249 Ibid, p. 43. 
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explains why they are able to succeed in fields which mere commercial enterprise can not be 








 第 3 款 B.E.Chattin (United States.) v. United Mexican States (1927)251 
 
 当該事件は、アメリカ国民であり、1908 年よりメキシコ南太平洋鉄道(Ferrocarril Sud-
Pacifico)に雇用されていた B.E.Chattin が、1910 年 7 月 9 日、横領の罪で逮捕され、その
後 1911 年 1 月に訴追され、1911 年 2 月に 2 年の実刑判決を受けたことにつき、アメリカ
合衆国が彼を代理し、メキシコに対し、違法な逮捕・訴追および有罪宣告と刑務所内での非
人道的取扱いを理由として 500 万ドルの賠償金を支払うよう求めた事件である。 
 Chattin は、刑務所で 11 か月を過ごしたが、Madero 革命に乗じた暴動の結果、1911 年
5 または 6 月に Mazatlán から脱獄した。その後彼はアメリカ合衆国へ帰国し、上記の請求
をするに至った。仲裁の結果、裁判所はアメリカ合衆国の請求のいくつかを認め、Chattin
へ 500 万ドルの賠償金を支払うよう求めた。 
 本件では、まずメキシコ政府側の主張として、①Chattin がアメリカ国民としての資格を
欠くこと、②Chattin が逃亡中であることを理由に、当該仲裁裁判は成立しないとされたこ








間接責任にこの用語が使用されるべきである)。「責任の限界」limitation of liability は、直接
責任の事例に適用するのではなく、間接責任(または派生 delivative 責任)の事例にのみ適用
                                                      
250 Ibid, p. 44. 
251 B.E. Chattin (United States) v. United Mexican States, 23 July 1927, REPORTS OF 













 また本件の仲裁裁判官である Fernandez MacGreg による意見の中には、以下のようなか
たちで「注意」概念が使用されている。すなわち、 
 
 6. With regard to the undue delay in the proceedings, the record shows at once that 
certain proceedings could have been carried out with more diligence. The tickets and other 
documents contained in the record could have been exhibited to Chattin before it was actually 





11. The negligence of the Judge in holding certain proceedings is alleged specially with respect 
to the evidence against the accused. The essential point is that the judge may have had 
sufficient evidence to convict them arid not that he may not have accumulated more evidence 




 12. (…)Hence, if the essential rights granted by the law of nations were respected, 
it matters not that certain precepts of the domestic adjective law may have been violated or 
that the Judge may have shown a certain degree of negligence and carelessness. This opinion 
is supported by the decision rendered in the Cotesworth and Powell case, which is celebrated 
in this matter and which summarizes what is established in international law on the question 
                                                      
252 Ibid, p. 304. 
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of denial of justice and on maladministration of justice253.(下線部筆者加筆) 
 





 第 4 款 トレイル溶鉱所事件本案判決(1941) 
 























                                                      
253 Ibid, p. 309. 
254 Trail Smelter Arbitration (United States v. Canada) (1938 and 1941), 3 R.I.A.A. p.1905. 





 The Tribunal, (…) finds that the above decisions[case of the Ducktown Company (U.S, 
Spreme Court)], taken as a whole, constitute an adequate basis for its conclusions, namely, 
that, under the principles of international law, as well as of the law of the United States, no 
State has the right to use or permit the use of its territory in such a manner as to cause injury 
by fumes in or to the territory of another or the properties or persons therein, when the case 













Considering the circumstances of the case, the Tribunal holds that the Dominion of Canada 
is responsible in international law for the conduct of the Trail Smelter. Apart from the 
undertakings in the Convention, it is therefore, the duty of the Government of the Dominion 
of Canada to see to it that this conduct should be in conformity with the obligation of the 








                                                      
256 Ibid, p. 1965. 






 本件において仲裁裁判所は、カナダの注意義務を認定するにあたり、C. Eagleton の「国
家は、常に自らの管轄下にある個人の有害な行為から他国を保護する義務を有する(A State 



















第 1 節 Francisco V. García-Amador (1956-1961) 
 
  Francisco V. García-Amador は、1956 年から 1961 年まで「外国人の身体および財産に
加えられた損害に対する国際責任」の法典化作業において特別報告者を務めた。以後の検討
でも述べられるが、この Garcia-Amador の報告書は「相当の注意」概念の国際法学への導
                                                      
258 Ibid, p. 1963. 
259 トレイル熔鉱所事件判決は、コルフ海峡事件判決と同様、領域使用の管理責任のリーデ
ィング・ケースであるという位置づけが与えられている。トレイル熔鉱所事件が「相当の注
意」義務の適用された事例とされることも少なくない。; See, Birnie & Boyle, Redgwell, 
International Law and the Environment, 3rd Edition (Oxford University Press, 2009), p.147. 




 それでは以下、Garcia-Amador の報告書を概観していく。 
 
  第 1 款 第 1 回報告書261 
 
 第 1 回報告書では、伝統的な国際責任に関する判例、国家実行、学説、公私機関による過
去の国家責任に関する法典化作業が検討されている。 
 まず、「相当の注意(due diligence)」を使用している部分について概観する。 











Within the second subdivision, too, the wrongful acts capable of giving rise to responsibility 
on the part of the State are not all of the same character. Although in these cases the 
international responsibility does not originate in the act itself but rather in the conduct of the 
State in relation to the act (failure to exercise due diligence, connivance, manifest complicity, 
etc.), the nature of the act committed by a private person or of acts committed during internal 
disturbances is bound to influence the way in which the law regards the State's conduct as a 







                                                      
261 Report on International Responsibility by Mr. F.V. Garcia-Amador, Special Rapporteur, 
A/CN.4/96 (1 January 1956). 









 (…)[t]he problem is whether the State should be treated as objectively responsible, or 
whether it is a condition of its responsibility that its conduct with respect to the act of the 
private person (failure to exercise due diligence to prevent it, failure to enforce the relevant 
penalties, etc.), must imply a certain deliberate attitude on the part of the State organ 
concerned (fault, culpa). Where imputability is determined by this indirect process, it is easy 
to see that what is in essence imputed to the State is not really the act or deed which causes 
the injury, but rather the non-performance of a duty, a duty which on occasions is very difficult 














 第 4 章第 13 節(国際組織に帰属可能な責任)では、国際組織が責任を負う場面に関して
「相当の注意」を用いた説明がなされている。 




Garcia-Amador はこの 3 つの分類が、実行に関する研究の進展と共に改善されうるが、さ
                                                      






 (…)There can be no doubt that, (…) the inviolability enjoyed by the premises of their 
headquarters and offices makes it possible for acts to be performed therein which are outside 
the competence of the local authorities. If such an act causes injury, and if it was possible for 
the act to occur by reason of the failure of the security services of the Organization to take 
action, then the Organization would be involved in responsibility on account of its failure to 

























 報告書の本文のほかに、ILC 以外の団体による条文草案が附属書として添付されている。 
                                                      
264 Ibid, p. 190. 
111 
 
 附属書 9 では、1929 年のハーバード・ロースクール草案が紹介されている。その第 10 条
および第 11 条、第 14 条において「相当の注意」概念による説明がなされている。 
 すなわち順に、 
 
 Article 10 
A state is responsible if an injury to an alien results from its failure to exercise due diligence 
to prevent the injury, if local remedies have been exhausted without adequate redress for such 
failure. The diligence required may vary with the private or public character of the alien and 






 Article 11 
A state is responsible if an injury to an alien results from an act of an individual or from mob 
violence, if the state has failed to exercise due diligence to prevent such injury and if local 
remedies have been exhausted without adequate redress for such failure, or if there has been 






 Article 14 
A state is responsible if an injury to an alien results from an act, committed within its territory, 
















指摘される。Garcia-Amador の報告書内、および附属書 9 のハーバード・ロースクール草




 附属書 1 には、1926 年の国際連盟国際法漸進的法典化のための専門家委員会によって採
択された、質問票 No.4”外国人の身体あるいは財産に対して、自国領域内において加えられ
た損害に対する国家責任”が添付されている265。 
 当該質問票 No.4 の結論部では、以下のように「注意」概念が言及される。 
 
2. The responsibility of a State is only involved by the commission in its territory of a political 
crime against the persons of foreigners if the State has neglected to take all reasonable 
measures for the prevention of the crime and the pursuit, arrest and bringing to justice of the 
criminal. The recognized public character of a foreigner and the circumstances in which he is 














 附属書 2 には、1930 年のハーグ法典化会議の準備委員会による、1929 年の議論の基礎
                                                      
265 Ibid, p. 221. 当該文書の報告者は Gustavo Guerrero である。 






 たとえば、D. 外国人に対する不十分な保護について述べた議論の基礎 No.10268では、 
 
 Basis of discussion No. 10 
A State is responsible for damage suffered by a foreigner as the result of failure on the part of 
the executive power to show such diligence in the protection of foreigners as, having regard 
to the circumstances and to the status of the persons concerned, could be expected from a 
civilized State. The fact that a foreigner is invested with a recognized public status imposes 







文明国に期待されうるような注意(such diligence as …)」という表現がなされており、注意
の基準にはっきり言及したうえで「注意」概念が検討されている。後半の「特別な注意の義
務」については、附属書 1 と同様である。 
 続いて附属書 2 の D. 議論の基礎 No.17 では、以下のように「注意」概念が登場する。 
 
 Basis of discussion No. 17 
A State is responsible for damage caused by a private individual to the person or property of 
a foreigner if it has failed to show in the protection of such foreigner's person or property such 
diligence as, having regard to the circumstances and to any special status possessed by him, 





 ここでは、議論の基礎 10 において述べられたものと同様の言及が「注意」概念を用いて
                                                      
267 Ibid, p. 223. 







 次に議論の基礎 18 においても、同様の言及が以下のようになされている。 
 すなわち、 
 
 Basis of discussion No. 18 
A State is responsible for damage caused by a private individual to the person or property of 
a foreigner if it has failed to show such diligence in detecting and punishing the author of the 





 ここでは、議論の基礎 No.10 および No.17 と同様に、具体的に注意の基準が明示されて
いる。議論の基礎 No.10 および No. 17 との違いは、損害をもたらした私人の処罰について
述べた文であるという点である。 
 また、E. 反乱、暴動、その他の騒乱による損害について述べた部分でも、「注意」概念に
よる説明がなされている。すなわち議論の基礎 No. 22 および 22(a)では、 
 
 Basis of discussion No. 22 
A State is, in principle, not responsible for damage caused to the person or property of a 




 Basis of discussion No. 22 (a) 
Nevertheless, a State is responsible for damage caused to the person or property of a foreigner 
by persons taking part in an insurrection or riot or by mob violence if it failed to use such 




                                                      
270 Id. 

















 この後の議論の基礎 No. 22(d)において、「注意」概念による表現がなされている。 
 
 Basis of discussion No. 22 (d) 
A State is responsible for damage caused to the person or property of a foreigner by persons 
taking part in a riot or by mob violence if the movement was directed against foreigners as 
such, or against persons of a particular nationality, unless the Government proves that there 







 この「注意」概念には、上述の No.22 および(a)とは異なり特定の基準の要素がみられな
い。 
 続いて附属書 8 は、万国国際法学会によって準備された、1927 年の”外国人の身体あるい
は財産に対して自国領域内で加えられた損害に対する国際責任”条文草案が載せられている
273。 
 第 1 条では、以下のように「注意」概念が使用されている。 
                                                      
272 Id. 





 The State is responsible for injuries caused to foreigners by any action or omission contrary 
to its international obligations, whatever be the authority of the State whence it proceeds: 
constitutional, legislative, governmental, administrative, or judicial.  
 This responsibility of the State exists even when its organizations act contrary to the law or 
to the order of a superior authority.  
 It exists likewise when these organs act outside their competence under cover of their status 
as organs of the State and making use of means placed at their disposal as such organs. 
 This responsibility of the State does not exist if the lack of observance of the obligation is 
not a consequence of a fault of its organs, unless in the particular case a conventional or 
















 また同附属書第 7 条では、以下のように「注意」概念が用いられている。 
 
VII 
 The State is not responsible for injuries caused in case of mob, riot, insurrection or 
civil war, unless it has not sought to prevent the injurious acts with the diligence proper to 
employ normally in such circumstances, or unless it has not acted with like diligence against 
these acts or unless it does not apply to foreigners the same measures of protection as to 
nationals. It is especially obligated to give to foreigners the benefits of the same indemnities 
as to nationals with regard to communes or other persons. The responsibility of the State by 
117 
 
reason of acts committed by insurgents ceases when it recognizes the latter as a belligerent 
party, and in all cases in regard to States which have recognized them as such.  
 The question of the degree to which a State is responsible for acts of insurgents, even 
when recognized as a belligerent party, in case they have become the government of the 














 前述の附属書 9 におけるハーバード・ロースクール草案(1929 年)にも、「相当の注意」で
はない無印の「注意」概念による説明がなされている。 
 第 12 条では、 
 
 Article 12 
A state is responsible if an injury to an alien results from an act of insurgents, if the state has 
failed to use diligence to prevent the injury and if local remedies have been exhausted without 






ている。「相当の注意」概念で表現がなされていた第 10 条、第 11 条、第 14 条との相違点
は、まう反乱時における損害を扱う点である。ここに基準の要素はみられず、防止のための
                                                      
274 Ibid, p. 228. 





 (1) 第 1 回報告書の小括 














る行為の概念として「相当の注意の不行使(failure to exert due diligence)」と同列に「黙認
(connivance)」および「共犯(manifest complicity)」を挙げており、これらを理由に国家責任
が生じる(ただし、私人の行為の性質も国際責任の認定にかかわる)と述べていることである。
先に検討した第 3 章(国際責任の法的内容および機能)第 7 節(国際責任を生じさせる作為あ
るいは不作為)にて説明されていたように、Garcia-Amador によれば、私人の行為に関連し
て国家が責任を負う事態は複数のものが想定されているのであって、「相当の注意の不行使」
はその中の 1 つであるにすぎない。 










                                                      






 附属書 2 のハーグ法典化会議の準備委員会による 1929 年の議論の基礎では、議論の基礎








 これら附属書 2 における「注意」概念と Garcia-Amador の報告書との相違について、ま
ず既にみたとおり、附属書 2 における「注意」概念の多くには具体的な注意の基準が記述さ
れている点が異なる。 




 一方で No. 22(a)には「防止」の文言が使用されているものの、私人の処罰も同様に「注
意」の対象となることが示されていることから、こちらも Garcia-Amador の報告書におけ
る記述とは異なる。また No. 18 および No. 22(a)の文言においても、損害をもたらした私
人の調査および処罰に対して「注意」概念による説明が行われている点も Garcia-Amador
の報告書とは相違する点である。 
 附属書 8 の万国国際法学会による 1927 年の”外国人の身体あるいは財産に対して自国領
域内で加えられた損害に対する国際責任”条文草案では、第 7 条において反乱や内戦の場面
において、「このような状況において通常取られるに適切な注意をもって(with the diligence 




 附属書 9 のハーバード・ロースクール草案(1929 年)には、「相当の注意」概念と「注意」
概念が同居している。第 10 条、第 11 条、第 14 条には「相当の注意」概念が、第 12 条に
は「注意」概念が使用されている。 
 前述のとおり、第 10 条、第 11 条、第 14 条における「相当の注意」概念は、全て防止措







 ただし第 10 条には、「この事例の事情および外国人の公私の性格」によって要求される
注意(diligence required)が変化する、と基準が示されているという点で Garcia-Amador の
報告書における傾向からは外れることになる。 







 第 2 款 第 2 回報告書277 
 
 第 2 回報告書では、Garcia-Amador の作成した条文案が提示され、その内容についてコ
メンタリの形で考察がなされていく。 
 Garcia-Amador の提示した第 1 条案278のコメンタリでは、「”相当の注意”の規則(The rule 
of “due diligence”)」という表現が登場する。 
 第 1 条案と「相当の注意」概念との関連について、まず「ILC での議論のなかで、第 1 条
に直接関連するような、具体的な問いが生じた279」。その問いとは、「特定の国際義務の違反
                                                      
277 Second report by F. V. Garcia-Amador, Special Rapporteur, A/CN.4/106, (15 February 
1957). 
278 第 2 回報告書に記載される Garcia-Amador による条文案の第 1 条は、以下のとおり。 








援用することができない。; Ibid, p. 105. 












  (…)[t]here is a breach or non-performance of a general duty which is implicit in the 
functions of the State from the point of view of both municipal and international law, namely, 
the duty to ensure that in its territory conditions prevail which guarantee the safety of persons 
and property. The rule of " due diligence " (…) is in reality nothing more than an expression 












 ただし Garcia-Amador は、この一般的義務についての言及が条文に含まれれば、不当な
請求の温床になり、かつ国家責任の理論を混乱させる282として、草案に含めることに消極的
な評価を下している。 
 第 12 条案283のコメンタリ部分でも、「相当の注意」概念が、「"相当の注意”の概念あるい
                                                      
280 Id.  
281 Id.  
282 Id.  
283 第 2 回報告書に記載される条文案の第 12 条は、以下のとおり。 















Where imputability is determined by this indirect process, it is not difficult to see that what is 
in essence imputed to the State is not really the act or deed which causes the injury, but rather 
the non-performance of an international duty, a duty the content and scope of which are as a 
rule very hard to define, and in certain specific cases utterly undefinable. This " duty" is 
discussed in the next section, where, for the purpose of these cases of responsibility, it is 

















任は外国人に対して加えられた損害に関して発生する。; Ibid, p. 121. 
284 Id.  




 この直後の節(15. “相当の注意”の規則)において、同じく第 12 条案におけるコメンタリ
のなかで、Garcia-Amador は「相当の注意」概念の検討を行っている。 




 Some of the drafts prepared for The Hague Conference contain a provision which speaks 
in general terms of the standard or rule of " due diligence ". One of these is the Harvard Law 










 そしてこれに続いて Garcia-Amador は、ハーバード・ロースクール草案に付されたコメ
ントを引用して以下のように述べている。 
 
The relevant comment explains the meaning and scope of this article as follows. " Due 
diligence " assumes that the State has jurisdiction to act, i.e. to take measures of prevention, 
and also that it has the opportunity to act. Due diligence is a standard and not a definition. 
What is " due diligence " in a given case is therefore often difficult to determine. The term " 
due diligence", as contrasted with the terms " means at its disposal" employed in article 8 of 
the Convention (XIII) concerning the Rights and Duties of Neutral Powers in Naval War (The 
Hague, 1907), emphasizes the efficiency and care used by governmental instrumentalities, 
rather than the instrumentalities themselves. The responsibility of a State for failure to use 
diligence to prevent injuries to aliens must be distinguished from its responsibility for failure 
to use diligence to bring offenders to justice. The latter is a responsibility for denial of justice. 
It grows out of a State's exercise of the remedial function, while the former grows out of a 
                                                      
286 Id. 
287 Ibid, p. 122. 
124 
 






相当の注意”なのかについては、したがってしばしば決定がむずかしい。” 相当の注意 (due 
diligence)” という用語は、開戦の中立権利及び義務に関する条約第 8 条において採用され





















(…)the rule of " due diligence " cannot be reduced to a clear and accurate definition which 
might serve as an objective and automatic standard for deciding, regardless of the 
circumstances, whether a State was " diligent " in discharging its duty of vigilance and 














In effect, therefore, the rule of " due diligence " is the expression par excellence of the so-
called theory of fault (culpa), for if there is any category of cases in which it cannot be said 
that responsibility arises through the simple existence of a wrong it is surely the category dealt 







Accordingly, though the rule is vague and, consequently, of only relative value in practice, 
there is no choice—so long as some better formula is not devised in its stead—but to continue 






 この説明が第 12 条案の射程(反乱や騒乱時)に限定して「相当の注意」概念が説明されて
いるのだが、ここでは完全に事情に応じて変化する「非」客観的基準として「相当の注意」
概念が扱われていると Garcia-Amador には評価されている。 
 次にこの第 12 条案コメンタリ第 15 節において、Garcia-Amador は「"相当の注意”の規
則」と「正義の国際基準」、あるいは内外人平等原則との関係に言及している。 
 まず、Eagleton を引用して、Eagleton が国家の行為が国際的基準によって評価されねば















  [t]he State is not responsible unless it displayed, in the conduct of its organs or officials, 
patent or manifest negligence in taking the measures which are normally taken in the 







 ここまで第 15 節(“相当の注意”の規則)においてなされた説明を概観したが、Garcia-
Amador の考察について以下の特徴が認められる。 
 まず、「相当の注意」概念をハーバード・ロースクール草案(1929 年)、ハーグ法典化会議
の準備委員会において作成された議論の基礎 No. 10 などの文書の説明を引用する際に、多







 第 2 に、前述のとおり、Garcia-Amador は「相当の注意」概念が国際的な基準あるいは国














どにおいて、「防止と訴追」が 1 セットで表現されている。 












して Garcia-Amador は、 
 
 International jurisprudence contains many other decisions illustrating the circumstances in 
which arbitral tribunals or commissions have held a State responsible, and the precise manner 





 この後 Garcia-Amador は、ハーグ法典化会議準備委員会における議論の基礎 No. 10, 17, 
18, 19, 20 について、相当の注意に関連するものを含めた特徴を検討している。 
                                                      








The new features which can be perceived in the above texts are the following: the link between 
the rule of " due diligence " and the concept of a " civilized State "; the public status with which 




















 次に、第 18 節(合法的な政府あるいは成功した反乱団体の行為)においても、「相当の注
意」概念に関する説明がなされている。 
 
 In the preceding sections, this report has referred to situations in which the State may 
become responsible as a result of the conduct of its organs or officials in relation to the 
injurious acts of private persons acting either individually or as members of a group. In these 
situations, responsibility originates in the failure of the organ or official concerned to exercise 
" due diligence " to prevent the wrongful act or to punish the offender; in other words, it 
                                                      
299 Ibid, p. 124. 
300 Id. 
301 Ibid, p. 126. 
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 (1) 第 2 回報告書の小括 




















 まずここまでの Garcia-Amador による言及からは、以下の点が指摘される。 
 第 1 に、このような「”相当の注意”の規則」の分析結果の射程は、反乱あるいは騒乱時に
おける外国人への損害の場面に限定されているということである。 
 第 2 に、第１回報告書では外国人への損害の防止の文脈にとどまっていた「相当の注意」
                                                      










おいては vigilance や negligence, 単なる diligence であった多くの記述が、すなわち言い換
えれば「相当の注意(due diligence)」ではなく無印の「注意」概念で説明されていた理論の
部分が、「”相当の注意”の規則」と言い換えられているという点が指摘される。 





 この第 16 節、および以後の第 17 節、第 18 節における説明には、第 15 節においてなさ
れた指摘がそのまま当てはまる。 
 
 第 3 款 第 3 回報告書303 
 




 第 3 回報告書において「相当の注意」概念への言及があるのは、第 6 章「責任阻却、酌量
お よ び 加 重 事 由 (Exoneration from responsibility ; extenuating and aggravating 
circumstances)」である。 
 第 13 条案および第 14 条案304は、責任阻却、酌量、加重事由が扱われている。この第 13
                                                      
303 Third report by F. V. Garcia-Amador, Special Rapporteur, A/CN.4/111, (2 January 1958). 
304 第 13 条および第 14 条の条文は、以下のとおり。 







条および第 14 条のコメンタリ第 6 節(罪の加重事由(aggravating circumstances))では、第
14 条に引用される第 10 条案および第 11 条案305との関係が指摘される。 











                                                      
に対して責任を負わない。 
2.   同様に、国家は当該損害の行為が、外国人の側の過失によって惹起された場合、そ
の損害に対して責任を負わない。 
3.   不可抗力、緊急避難、外国人に帰せられる過失は、仮に責任の阻却事由として認め
られなければ、損害賠償額の決定に際しての酌量事由を構成する。 
 第 14 条 
第 10 条および第 11 条に規定された責任の場合、私人の損害行為について、国家当局の黙
認あるいは共犯は、本条文草案の第 25 条に規定される目的のため、加重事由を構成す
る。 
; ibid, p. 50. 
305 第 10 条案および第 11 条案は、以下のとおり。 








の状況において明らかな不注意があった場合、責任を負う。; supra note 277, (Amador 2nd 
Report), p. 121. 
306 Supra note 303, (Amador 3rd Report), p. 54. 
132 
 
 It should be noted that this is not the same thing as the failure of the authorities to exercise 
"due diligence", the criterion applicable in these cases of responsibility in assessing the 
conduct of the State; article 14 deals, rather, with circumstances circumstances which denote 
an attitude utterly at variance with that which the competent organs and authorities would be 
















 (1) 第 3 回報告書の小括 
 以上のように、第 3 回報告書における Garcia-Amador の態度には以下の点が指摘できる。 




 第 2 に、第 2 回報告書では、私人に対する国家機関の国際義務違反の形式として、元々
Garcia-Amador は「黙認」「共犯」「”相当の注意”の不行使」の 3 つが並列的に挙げられてい
たが、第 3 回報告書ではこれらの 3 つの形式が国家責任の程度に基づいて区分されている。
すなわち、「黙認」「共犯」は、「”相当の注意”の不行使」よりも重度の責任が生じるものと
分類されている。 
 第 3 に、「相当の注意」概念が、単なる過失以上の意味をもって使用されている点である。
このことは、たとえば第 13 条案および第 14 条案のコメンタリ第 5 節(外国人の側の過失









 第 4 款 第 5 回報告書309 
 
 Garcia-Amador の第 4 回報告書には「注意」概念を用いた説明がないため、次に第 5 回
報告書を検討する。 
 第 5 回報告書では、第 4 回報告書までに提出された Garcia-Amador の条文案について、
ILC 委員の間でなされた議論を踏まえ、改訂および追加案についての説明がなされる。 





から、第 5 回報告書に当該事項が含まれることになった次第である。 
 B. 国際責任の構成要素の第 2 章(国際責任の基礎) では、多くの過失責任論に関連する議
論が紹介されるが、「注意」概念が議論に登場する。 
 第 2 章第 5 節(当該問題に対する論者の意見)では、Grotius から過失(fault)論が紹介され
る。まず Grotius はゲルマン法の「集団」責任論に基づいた復旧理論の差し替えを行った点
で評価されているが、19 世紀の終わりまで論者は紹介されていない。次に B. Cheng の”過
失原則(principle of fault)”が過失を不法行為そのものと同義であるとして、義務違反が国際
責任を生じることを示唆したことが紹介される。次に B. Cheng の理論が紹介される。B. 
Cheng によれば、すべての国際違法行為が意図的に侵される必要があるということではな
く、「 (…) 一定の行為は、犯意あるいは過失のある不注意 (culpable negligence) を伴うま
で国際的に不法とはならない311」のであり「客観責任の事例とは、国家の過失ではなく事態
の発生を要件とする事例である312」という。 
 次に Garcia-Amador は、”リスク”理論を提唱する論者を紹介する。 
 最初に過失理論全体を拒絶し、客観責任原則を据えた論者として Dionisio Anzilotti が紹
介され、そこでは 
 
                                                      
309 Fifth report by F. Y. Garcia-Amador, Special Rapporteur, A/CN.4/125, (9 February 1960). 
310 Ibid, p. 42. 




It is not fault (culpa or dolus) but a fact contrary to international law which makes the State 
responsible ; for it is the mere lack or want of diligence (in the prevention of the act of the 
individual or in its punishment), and not the "culpable" fault, which constitutes the violation 





ている。ここでは Anzilotti の主張の紹介であるが、「注意の欠如(lack or want of diligence)」
という用語によっていわゆる注意義務違反という「注意」概念を表現している。 








介される316。こののちに、前述の Dionisio Anzilotti が、後年に元の自らの立場を再考慮し
た結果が以下のように引用される。 
 
 Anzilotti himself, （ … ） admitted that: "Whenever there is a rule providing for the 
international responsibility of the State for certain acts, it is necessary to ascertain whether 
such rule（…）makes its imputation dependent on the fault or dolus on the part of the organ, 

























(…) in cases of responsibility arising out of the negligence (or any other form of exercise of 
the will) of the organ or official, it is the negligence or volition which constitutes the conduct 
contrary to international law. As the Special Rapporteur indicated (…), if there is any category 
of cases in which it cannot be said that responsibility arises through the simple existence of a 







 すなわちここで Garcia-Amador は、客観的に責任が導けない場面とは、全て「相当の注
意」の不行使による責任が生じる場面であると述べている。 









                                                      















 In these circumstances, the question of the basis of responsibility loses some of its 
importance. For, in any case, since the decisive factor is the injurious act resulting from a 
manifest abuse of right, it would be senseless to require, as a basis for the imputation of 
responsibility, the proof of culpa on the part of the author of the injury. At the most, it may 
be said that the degree of diligence and the efforts made by the State to avert all risk have, up 
to a certain point, the effect of an extenuating circumstance; but they can never exonerate the 
State from responsibility or relieve it from the duty to make reparation for the damage and 












                                                      
320 Ibid, p. 64. 






 (1) 第 5 回報告書の小括 
 第 5 回報告書においては、以前に検討された国際責任の構成要素について、さらに詳し
い考察がなされた。責任論を扱う国際法学者の意見および判例が紹介され、結論として一貫
した立場の採用がないことに言及しつつも、「一般的な見解」を提示している。 
 第 5 回報告書における記述の中で着目されるべき点は、「相当の注意」概念の射程および
位置づけを明確にしたという点である。 
 第 1 に Garcia-Amador は、客観的な国際義務違反の存在のみから国際責任が導かれる「場
面」と、相当の注意を行使しなかったことから国際責任が導かれる「場面」を対置している。  
 第 2 に、似たような文脈ではあるが、「国家機関の行為による責任」が妥当する「場面」
および「相当の注意」違反が妥当する「場面」があることを説明している。 












 第 5 款 第 6 回報告書324 
 
 第 6 回報告書では、第 5 回報告書で行われた作業の続き、すなわち第 4 回報告書までに
提出された Garcia-Amador の条文案について、ILC 委員の間でなされた議論を踏まえ、改
訂および追加案について考察されている。 
 第 6 回報告書の第 3 章では、外国人に加えられた損害に対する賠償(reparation)が扱われ
る。そのなかの第 19 節(私人の行為によって加えられた損害への賠償)では、以下のように
「相当の注意」概念が使用される。 
 まず Garcia-Amador は、「国家の機関あるいは職員の作為あるいは不作為の直接の結果と
してでなく、私人の行為によって損害が外国人に加えられた場合、損害賠償は異なる形式と
問題を呈する」としたうえで、以下のように述べる。 
                                                      





International responsibility in these cases originates, not in the act of the individual itself, but 
in the conduct of the organs or officials towards that act, that is to say, from the lack of " due 









To facilitate the examination of practice in this matter it is useful to begin by distinguishing 
between two possible situations — namely, negligence in not preventing the punishable act, 







 続いて、同じ第 19 節(私人の行為によって加えられた損害への賠償)において、損害と賠
償の形態についていくつかの判例に言及している。 
 まず一般請求委員会における Neer 事件(1927)を説明して、 
 
In the Neer case, the General Claims Commission considered the question of the degree of 
negligence necessary to warrant reparation and, consequentially, whether the amount of 
reparation should vary according to the measures taken for the purpose of apprehending and 
punishing the culprits. With regard to the first, it refused to allow an indemnity because it 
considered that the measures taken, although they proved ineffective, fulfilled the 
requirements of " due diligence "(下線部筆者加筆)327. 
 
                                                      
325 Ibid, p. 34. 
326 Id.  














 In cases of injury caused by lack of due diligence in preventing an act of an individual, no 
claims commission has ever awarded reparation — or at any rate ever explicitly described it 







 第 22 節(“間接的”損害あるいは侵害に対する賠償)の中でも、判例が紹介されており、こ
の関係で「相当の注意」概念が登場する。 
 Garcia-Amador は、一定の主観的テストが賠償額に影響を与えた例の 1 つとして、アメ
リカ-ベネズエラ請求委員会によって下された判決に言及する。 
  
 In connexion with the failure of agents of the State to foresee the consequences of their acts, 
Salvioli expresses the view that the duty to make reparation arises from the want of due 
diligence and the culpa imputable. With regard to the question of intention, a circumstance 
aggravating responsibility, if duly proved, might justify the award of reparation even where 




                                                      
328 Id. 












 その第 7 条(保護の義務の履行における不注意330)において、「不注意(negligence)」という
かたちで「注意」概念が登場する。第 7 条は、以下のように定める。 
 
 第 7 条  
  1. The State is responsible for the injuries caused to an alien by illegal acts of individuals, 
whether isolated or committed in the course of internal disturbances (riots, mob violence or 
civil war), if the authorities were manifestly negligent in taking the measures which, in view 





 2. The circumstances mentioned in the foregoing paragraph shall include, in particular, the 
extent to which the injurious act could have been foreseen and the physical possibility of 
preventing its commission with resources available to the State. 
 前パラグラフの状況は、とりわけ、違法行為が予見され得た範囲において、国家に利用可
能であった手段によってその遂行を防止できる物理的な可能性を含む。 
3. The State is also responsible if the inexcusable negligence of the authorities in 
apprehending the individuals who committed the injurious act deprives the alien of the 
opportunity to bring a claim against the said individuals for compensation for the loss or injury 





                                                      








意(diligentia quam in suis)の 2 つの基準331」を追加するために草案の条文を改訂することが
望ましいと考えたという。 
 また第 3 パラグラフについても、Garcia-Amador は「相当の注意」の欠如として説明し
ている。ハーバード・ロースクール草案(1929 年)の第 13 条が参照されていることがまず説
明され、そして 
 
 Beyond any doubt this criterion is more logical and more equitable than the traditional one, 











 (1) 第 6 回報告書の小括 





その国家機関の「”相当の注意”の欠如(the lack of “due dilience”)」である、という言及がな
される。 
 この文脈ではさらに、犯罪行為を防止する措置と、犯罪行為を行った私人を訴追・処罰す
                                                      
331 Ibid, p. 51. 











 また後半の改訂版条文案およびコメンタリの部については、新たに第 7 条案(保護の義務
の履行における不注意)に「不注意(negligence)」という「注意」概念が使用されている点が
指摘できる。オリジナルの Garcia-Amador 草案では、第 10 条案(通常の私人の行為)および
第 11 条案(国内騒乱一般)に「明らかな不注意(manifestly negligent)」という語句が使用さ
れていた。Garcia-Amador は、改訂版条文案を新たに作成した理由として、第 7 条パラグ
ラフ 2 に規定される 2 つの基準に言及するためだとしている。この 2 つの基準とは、「損害
行為が予見されえた(could have been foreseen)範囲」および「自己のものと同一の注意
(diligentia quam in suis)」であるとされている。 




 以上のように改訂版第 7 条案(保護の義務の履行における不注意)を通じて指摘されるの
は、私人の行為によって責任が発生するまでに満たさねばならない要件について、元の条文
案(とりわけ第 10 条案および第 11 条案)よりも詳細に規定されているという点である。 
 第 2 パラグラフでは予見の範囲や自己のものと同一の注意という具体的な注意基準に言
及されているほか、第 3 パラグラフは国内救済の可能性に言及されている点が新しい。 
 
第 2 節 Roberto Ago (1969-1980) 
 
 Roberto Ago は、1969 年から 1980 年まで ILC の国家責任条文に関する特別報告者を務
めた。Garcia-Amador による「外国人の身体および財産に加えられた損害に対する国際責
任」の法典化作業は意見や利害の対立によって頓挫してしまったものの、ILC は国連総会の
勧告を受け、新たに Ago を特別報告者に据え、法典化作業を行っていくことになった。 
 
 第 1 款 第 1 回報告書334 
 
                                                      
334 First report on State responsibility, by Mr. Ago, Special Rapporteur, A/CN.4/217 AND 
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 たとえば、まず附属書 2 は、1926 年に日本国際法学会によって採択された国際法典(Draft 
Code of international Law)(以下、1926 年日本国際法学会案)が引用されている。 
 1926 年日本国際法学会案の第 2 章(外国人の生命、身体および財産に関する国家責任)で
は、第 1 条に「注意」概念による説明がなされている。すなわち、 
Article 1 
A State is responsible for injuries suffered by aliens within its territories, in life, person or 
property through wilful act, default or negligence of the official authorities in the discharge of 
their official functions, if such act, default or negligence constitutes a violation of international 








 附属書 7 には、ハーバード・ロースクールによる「外国人に加えられた損害に対する国家




 このうち B(違法な作為および不作為)の第 13 条は、以下のように定めている。 
  
Article 13 
(Lack of due diligence in protecting aliens) 
外国人の保護に関する相当の注意の不履行 
 
1. Failure to exercise due diligence to afford protection to an alien, by way of preventive or 
                                                      
ADD.l, (7 May 1969 and 20 January 1970). 
335 Ibid, p. 141. 
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deterrent measures, against any act wrongfully committed by any person, acting singly or in 





(a) if the act is criminal under the law of the State concerned; or 
その行為が当該国家の法に従えば罪となる、あるいは 
(b) the act is generally recognized as criminal by the principal legal systems of the world. 
 当該行為が、一般的に世界の支配的な法制度によって罪として認識されている場合。 
 
2. Failure to exercise due diligence to apprehend, or to hold after apprehension as required 
by the laws of the State, a person who has committed against an alien any act referred to in 
paragraph 1 of this Article is wrongful; to the extent that such conduct deprives that alien or 
any other alien of the opportunity to recover damages from the person who has committed 











 次に同じハーバード・ロースクール草案(1961 年)の F(外国人による請求の提起)におけ






6. No claim may be presented by a claimant with respect to any of the injuries listed in 
                                                      
336 Ibid, p. 146. 
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paragraph 2 of Article 14, if as a condition of being allowed to engage in activities involving 
an extremely high degree of risk, which privilege would otherwise be denied to him by the 
State, the alien has agreed to waive any claim with respect to such injuries and if the claim 
arises out of an act or omission attributable to the State which has a reasonably close 
relationship to such activities. Such a waiver is effective, however, only as to injuries resulting 
from a negligent act or omission or from a failure to exercise due diligence to afford protection 



















 次に同じくハーバード・ロースクール草案(1961 年)の I(賠償)、第 35 条(相当の注意の不
行使に関する損害)でも、条文に「相当の注意」という文言が使用される。 
 すなわち第 35 条は以下のとおりである。 
 
 Damages for any injury sustained as the result of the failure of a State under Article 13 to 
exercise due diligence to afford protection to an alien or to apprehend or to hold a person who 
has committed a criminal act shall be computed as if the State had originally caused such 
injury directly338(下線部筆者加筆).  
                                                      
337 Ibid, p. 147. 
















 つぎに附属書 8 は、ドイツ国際法協会によって準備された、1930 年の自国領域内におい
て外国人の身体あるいは財産に対して加えらえた損害に対する国家責任条文案(以下、ドイ
ツ国際法協会案)が扱われている。 
 すなわちドイツ国際法協会案の第 5 条では、 
 
Article 5 
1. The State is responsible only according to the measure of Article 1, paragraph 2, for injury 
caused in its territory by the acts of private persons. 
2. The public status of an alien and the circumstances under which he is present in its territory 






 本条文では、「特別の注意および配慮の行使(to exercise special diligence)」という「注意」
概念が登場する。 
 附属書 15 では、1965 年の米州司法委員会によって準備された、国家責任を規律する国際
法原則に関するアメリカ合衆国の意見では、第 5 番に「相当の注意」概念が記されている。    
 第 5 番は以下のように規定する。 
 
                                                      




  Acts of private persons (failure to protect aliens, failure to apprehend and punish 




The State is not responsible for the acts of private persons since international responsibility 
of the State must be attributable to an official or agency of the government.  




(a) A failure to exercise due diligence to protect the life and property of foreigners. 
外国人の生命および財産を保護するために相当の注意を行使することを怠った場合。 










 (1) 第 1 回報告書の小括 








が、Ago がこのような Garcia-Amador の態度をどのように受け止めたのかは、以下の報告
                                                      





 第 2 款 第４回報告書341 
 
 Ago の第 4 回報告書では、Ago による条文案(以下、Ago 草案)の提案と考察が述べられて
いる。第 4 回報告書では、第 2 章「国家の行為(Act of State)」の第 10 条から第 13 条まで
が検討されている。 
 Ago 草案の第 11 条案342(私人の行為)を扱う第 8 節では、私人による行為のために国家が
国際義務違反となる仕組みについて分析が加えられている。 






If it was established that, since the offender was a private individual, the State was not accused 
of having violated the inviolability of the embassy but of having breached a totally different 
obligation—namely to ensure, with due diligence, that such crimes do not occur—the 







                                                      
341 Fourth report on State responsibility, by Mr. Ago, Special Rapporteur, A/CN.4/264 AND 
ADD.l, (30 June 1972 and 9 April 1973). 
342 第 11 条案の全文は、以下のとおり。 
 第 11 条(私人の行為) 
1. 自らの権限において行動する私人あるいは私人の団体の行為は、国際法上国家の行為と
はみなされない。 
 2. ただし、パラグラフ 1 において記された規則は、当該私人あるいは私人の団体の行為
を防止あるいは処罰するために行動せねばならなかったにもかかわらず、それを怠ったと
ころの国家機関の不作為が国家へ帰属することを妨げるものではない。; ibid, p. 126. 















て、1925 年の Janes 事件判決が挙げられている。 





The United States agent stressed the "complicity" of the Mexican State in the case. He argued 
that the State, by failing to apprehend and punish the culprit, had condoned and ratified his 
crime, thereby making it its own. However, the Commission, having established to its 







 すなわち Janes 事件においてアメリカの請求は、「メキシコ政府の”共犯”」であったにも
かかわらず、判決は「メキシコ政府の不注意」であるという決定がなされたという文脈であ
る。このメキシコ政府の不注意を認定する判決文が、以下のように引用されている。 
                                                      
344 Ibid, p. 100. 






. .. there remains to be determined for what they [the Mexican Government] are liable and to 
what amount. At times international awards have held that, if a State shows serious lack of 
diligence in apprehending and/or punishing culprits, its liability is a derivative liability, 
assuming the character of some kind of complicity with the perpetrator himself and rendering 











 Nobody contends either that the Mexican Government might have prevented the murder 
of Janes, or that it acted in any other form of connivance with the murderer. (…)The culprit 
is liable for having killed or murdered an American national; the Government is liable for not 







 ここでは防止措置だけでなく、訴追・処罰措置に対して国家による不注意(lack of diligence, 
negligence)が認定されていることが強調されている。 
 Ago 自体は、本件が以下の問題について革新的に論証した、と述べている。すなわち「(a) 
私人の行為が彼一人に帰属し、かつ国家に帰属可能な行為は国家機関の行為のみであるこ
と。(b) この 2 種類の行為が、2 つの明らかに異なるレベルであると考えられる――1 つ目
は国内法のレベル、2 つ目は、かつ 2 つ目のみが国際法のレベルであること。(c)処罰行為
の失敗に使用されてきた共犯の概念は、純粋に擬制されたものであり、かついずれにせよ結
                                                      
348 Id. 




拠として使用はできない350」という 3 点である。 








 たとえば 1903 年の協定によって設立されたアメリカ-ベネズエラ混合請求委員会におけ
る Underhill 事件では、 
 
 the local authorities had been guilty of no unlawful act, omission or negligence in connexion 
with the acts of an exasperated mob in a riot and that a government could incur responsibility 






 1910 年に設立されたイギリス-アメリカ混合請求員会における 1920 年の Home Frontier 
and Foreign Missionary Society of the United Brethren in Christ 事件では、反乱軍の行為に
対する責任について、 
 
(…)no Government could be held responsible for the act of rebels committed in violation of 






                                                      
350 Id. 












  The State is obliged to exercise a certain vigilance . . . a State cannot require another State, 
the interests of whose nationals have been injured to remain indifferent if possibilities of 
providing assistance are, without good cause, clearly neglected or if the authorities, having 
been alerted in good time, fail to take preventive action or, again, if protection is not granted 








 この判決について Ago は、 
 
In short, the State may incur responsibility in such situations not only through a lack of 
vigilance in preventing injurious acts but also through a lack of diligence in prosecuting the 


















 VII. Circumstances in which the acts of private persons causing damage to the person or 
property of a foreigner in the territory of a State may be the occasion of liability on the part 




(a) Failure on the part of the State authorities to do what is in their power to preserve order 




(b) Failure to exercise reasonable diligence in punishing persons committing offences against 










 すなわち、Garcia Amador の報告書でもたびたび触れられた議論の基礎 No.17, No.18, お
よび No. 19 である。 
 議論の基礎 No. 17 は、「国家は、仮に、その状況および当該私人の持つ特別な地位を考慮
し、文明国に期待されうる注意を払うことを怠った場合、私人によって外国人の身体あるい
は財産に対してもたらされた損害に対して責任を負う」と示されていた。 
 議論の基礎 No. 18 は、「国家は、仮に、損害をもたらした者を調査および処罰するにあた
って、その状況を考慮し、文明国に期待されうる注意を払うことを怠った場合、私人によっ
て外国人の身体あるいは財産に対してもたらされた損害に責任を負う」と示されている。 
                                                      
355 Ibid, p. 107. 
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 Does the State become responsible in the following circumstances, and, if so, on what 
grounds does liability rest:  
国家は以下の状況において責任を負うか？もしそうならば、責任の根拠は以下の部分にあ
るのか？ 
(c) Failure to exercise due diligence to protect individuals, more particularly those in respect 
of whom a special obligation of protection is recognized—for example: persons invested with 













 . . . it may be admitted that the responsibility of the State towards foreign States on account 
of acts committed by individuals in its territory can only be established if the State has not, in 
good faith, taken all steps in its power to prevent the damage or to render the aggressors 
incapable of doing any harm provided it received due warning of the aggression .... We cannot, 
however, share the views of certain publicists who hold that a State which has not exercised 
all proper diligence becomes, so to speak, the accomplice of the offenders. In reality, the State 
is responsible internationally, not for the acts of any particular individual, but for its own 
omission, its negligence, which in this case would amount to an act contrary to international 
                                                      




















 したがってここで登場する 2 つの「注意」概念、「あらゆる適切な注意(diligence)」と「不
注意(negligence)」は単純な義務とその不履行といった表裏の表現ではなく、適切な注意は
義務ではなく、不注意は義務違反の表現である。 






 続いて Ago は、国家実行としてアメリカの国家当局の法律顧問の意見が 2 つ言及される
が、これも「相当の注意」概念および「注意」概念が用いられているので検討する。 




“Failure on the part of the authorities of a Government to employ adequate measures for the 








 対して、1957 年 7 月 17 日に出された 2 つ目の意見には、以下のように記載されている。 
 
 It is generally recognized under principles of international law that a Government is 
not responsible for injuries caused by private persons to aliens unless it can be shown that the 
respondent government has failed to exercise reasonable care to prevent such injuries in the 








 Ago はこの 2 つ目の文について、 
 
The wording of the second opinion leaves certain doubts. The language used might give the 
impression that, in the opinion of the Assistant Legal Adviser, the Government would be 








But it is difficult to say whether that meant that the individual's act would be attributed to the 
State, or merely that the reparation due from the State by reason of the omission of its organs 
should cover the damage caused by the act of the individual. 
                                                      













意(reasonable care)」であったものが、Ago によって「相当の注意(due diligence)」と言い
換えられている点が留意される。 




 In his report on the question he indicated, in addition to the fact that the Israeli Government 
should be considered responsible for the acts of armed forces, even irregular ones, operating 
in Israel, two other facts which meant that Israel was responsible in that instance: failure to 
exercise due diligence and to take all reasonable measures for the prevention of the 
assassination, and failure to take all the measures required by international law and by the 












 次に Ago は、外交使節および外国公館への攻撃に関する事例を、「我々にとって関心のあ
る問題が特に生ずるのは、国家の機関の行為に基づいた接受国の国際責任を、当事国が承認
                                                      




















  The Swiss position (reference: Salis-Burckhardt) is that responsibility for preventing acts 
that contravene international law is limited, in close relation to the surveillance which the 
State exercises over the territory it controls and in which it exercises its legislative and 
executive power. The State must prevent and punish acts directed from its territory against 
the external and internal integrity of foreign States with which it maintains peaceful relations, 
the emblems of such States and the inviolability of the diplomatic representatives to whom it 
grants immunity. However, neither the obligation to prevent nor the obligation to punish is 
absolute. The first exists only within the context of a general standard, the responsibility for 
negligence. It depends on the domestic situation prevailing in each country at a given time. 
The State must exercise due diligence; it is not required to prevent every incident without 
exception, something which would in fact be impossible. The obligation to punish is spelled 
out in municipal law and more particularly in penal law. International law needs to be 
supplemented in this way and allows municipal law considerable discretionary latitude 
regarding the punishment to be imposed. Nevertheless, when the State fails to perform its 
duties to prevent and punish, or perform them incompletely, it becomes internationally 





























 つづいて、第 12 条案(国際法のその他の主体の機関の行為)365の検討にも、多くの「注意」
                                                      
364 Id. 
365 第 12 条案の全文は、以下のとおり。 
















 （…）[t]he umpire finally concluded that Venezuela could be held responsible only if it had 
been alleged and proved that the authorities of the country had failed to exercise due diligence 
to prevent damages from being inflicted by the revolutionaries. He therefore dismissed the 








 ここでは、「相当の注意」概念および「注意の欠如(want of diligence)」という「注意」概
念が説明に使用されている。 




法政府の不注意(negligence of the constituted authorities)」がある場合に反乱軍の行為に対
して政府が責任を負う、と判示されている。 
 以上の委員会の判決の検討ののちに、Ago は以下のように考察を加えている。 
                                                      
ず、それを怠ったところの国家機関の不作為が国家に帰属することを妨げるものではな
い。 
4. 同様に、パラグラフ 1 および 2 で規定された規則は、彼らがその機関となっている当該
国際法主体へ私人あるいは私人の団体の行為が帰属することを妨げるものではない。 
5. パラグラフ 2 に規定される規則は、仮に反乱団体が、その後判断に成功し、新たに既存
の国家の一機関、あるいは他国の機関、あるいは新たな国家となった場合に生じうる状況
に影響を与えるものではない。; ibid, pp. 143-144.  






Lack of vigilance by the legitimate authorities in the matter of prevention and lack of diligence 
in the matter of punishment, in so far as prevention and punishment are possible, are, 
according to arbitrator Huber, the two acts which might be attributed to the State as a source 
















あいだで締結された 1901 年条約によって設立された委員会の一般決定 No.3 を検討したの
ち、もしもの話として、 
 
If, however, it be alleged and proved in any particular case before this Commission that the 
Spanish authorities by the exercise of due diligence might have prevented the damages done, 






                                                      
368 Ibid, p. 135. 
369 Ibid, p. 136. 





 . . . the responsibility of an established Government for the acts of insurgents is engaged 
when the constitued authorities, knowing of the imminence of the danger and being in a 







 また Ago は、近年の論者による学説について検討し、反乱団体の行為に関する国家責任
についての学説をまとめている。 
  
 ( … )[t]hey[modern writers] agree almost unanimously that, under the rules now 
prevailing,403 injurious acts by the organs of an insurrectional movement are not attributed 
to the State and thus do not cause it to incur international responsibility. At most, such 
responsibility can arise only where the organs of the State have failed to meet recognized 










ール草案の 1929 年版と 1961 年版の、成功しなかった反乱についての条文を検討している。 
 
 (1) 第 4 回報告書の小括 
 Ago の第 4 回報告書には、「注意」概念および「相当の注意」概念が非常に多く使用され
                                                      
371 Id. 
372 Ibid, p. 141. 
373 Ibid, p. 142. 
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ている。だが Ago 案第 10 条案(権限を逸脱し、あるいは彼らの活動について定めた規定に
反して行動した機関)、および第 13 条案(国家の組織の一部あるいは全部となった反乱団体
の行為)の検討には「注意」概念が登場しておらず、第 11 条案(私人の行為)、および第 12
条案(国際法のその他の主体の機関の行為)の検討にのみ登場する。 






Ago が加えた検討のなかに、第 11 条案および第 12 条案の主題との関係でどのように「注
意」概念および「相当の注意」概念が言及されているのかを見出すことはできる。  
 第 11 条案の考察には多くの判例が引用されている。Janes 事件(アメリカ-メキシコ請求
委員会)、Underhill 事件(アメリカ-ベネズエラ混合請求委員会)、Home Frontier and Foreign 






 各判決における「注意」概念は、negligence, duty of diligently prosecute, vigilance, lack of 
diligence 等と表現されており、「相当の注意(due diligence)」という用語は判決に登場しな
い。 






 このなかで、政府に示された情報要請第 VI(c)、Bernadotte 伯爵暗殺事件における国連事
務総長の抗議文、スイス国内のルーマニア大使館の襲撃事件に関するスイス法務局の意見
中には、「相当の注意(due diligence)」の用語が完全なかたちで登場する。 






れたアメリカ合衆国法律顧問の意見 2 に対するコメントに伺うことができる。 
 ただし、Ago は報告書全体において「注意」概念を「相当の注意」概念へと読み替えてい
るわけではなく、その他の箇所では diligence や vigilance など、「注意」概念による説明を
行っている点は留意されねばならない。 











 以上の第 12 条案に対する Ago の考察について、以下の点が指摘できる。 




 第 3 款 第 7 回報告書374 
 
 Ago の第 7 回報告書では、第 3 章「国際義務の違反」において、第 23 条案(事態の防止
義務)および第 24 条案(国際義務違反の時点)が、第 4 章「他国の国際違法行為に対する国家
の影響」において、第 25 条案(他国の国際義務違反への国家の参加)が検討される。 
 このうち第 23 条案(事態の防止義務)の検討に際して、Ago はハーグ法典化会議準備委員
会（1930）において各国政府に促された情報の要請、およびこの要請を受けた各国の回答を
検討している。 
 まず Ago は、事態の防止のために国家が負う義務違反の要件を説明するために、以下の
ように述べている。 
  
(…)The cases most often referred to are, however, those where the natural cause of the event 
is not a State action but the event is nevertheless caused by the failure of State organs to 
                                                      
374 Seventh report on State responsibility, by Mr. Ago, Special Rapporteur, A/CN.4/307 and 
Add.l and 2, (29 March, 17 April and 4 July 1978). 
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prevent it. An attack by private persons on a foreign embassy or consulate, the massacre of 
foreigners by a hostile mob, and so on, are classic examples of this. It goes without saying that 
the preventive action required of the State consists essentially of surveillance and vigilance 









 さらに Ago は、防止義務違反の 2 要件と「注意」概念との関係にも言及している。以下
のように、 
  
It thus seems clear that, in order to be able to establish the breach of an obligation in this 
category, two conditions are required: the event to be prevented must have occurred, and it 
must have been made possible by a lack of vigilance on the part of State organs. Clearly, a 
State cannot be alleged to have breached its obligation to prevent a given event so long as the 
event has not actually occurred, and the same is true where the feared event has occurred but 
cannot be ascribed to a lack of foresight on the part of certain State organs. In other words, 
neither the occurrence of the event without there having been any negligence on the part of 
State organs nor such negligence without the occurrence of any event in itself constitutes a 
breach of the international obligation. Only the combination of these two elements permits 









                                                      



















る。ポイント 5 の No.1(c)は、以下のように述べている」。 
 
  Does the State become responsible in the following circumstances, and, if so, on what 
grounds does liability rest: 
(c) Failure to exercise due diligence to protect individuals, more particularly those in respect 
of whom a special obligation of protection is recognised-for example: persons invested with a 










 この文脈から、続いて Ago は当該情報の要請を受けて行われた政府からの回答を分析し
ていく。 
                                                      







 It is obvious that mere failure to exercise due diligence in protecting the person of foreigners 
does not in itself involve the responsibility of the State: such responsibility would arise only if 






 これについて Ago は、「他の政府からの返答は、オーストリアの返答ほど詳細ではないも
のの、起草委員会によって同じように解釈されたはずである380」と解釈している。その証拠
として、議論の基礎 No.10 を起草するにあたって、起草委員会が 
 
A State is responsible for damage suffered by a foreigner as the result of failure on the part of 
the executive power to show such diligence in the protection of foreigners as, having regard 
to the circumstances and to the status of the persons concerned, could be expected from a 







における注意の欠如(lack of diligence)に加えて示されている」と述べている。 
 また Ago は国家行為と発生した事態の因果関係に対する言及のなかでも、「注意」概念を
用いている。 
 
It is the clear conviction of Governments that, where international law places an obligation on 
a State to prevent a certain type of event,(…) the responsibility of the State affirmed only if 
one of the events which it was the purpose of international law to prevent actually occurs and 






if a lack of vigilance and prevention on the part of the State under the obligation has also been 
proved.  (…) [i]t must be possible to establish the existence of a certain relationship of 
causality, at least indirect, between the conduct of State organs and the event (…) [I]f, for 
example, an attack by private persons on an embassy occurred in circumstances which make 
it possible to establish that it would certainly have succeeded and achieved its ends even if the 
State could not be accused of any negligence, the necessary link between the actual conduct 









 ここでは、「注意の欠如(lack of vigilance)」および「不注意(negligence)」の語句によって
「注意」概念が説明されている。 
 
 (1) 第 7 回報告書の小括 
 Ago の第 7 回報告書には、いわゆる Ago 案の「防止の義務」との関係で「注意」概念と
の関係が説明される。 
 防止の義務違反を構成するためには、2 つの要件が必要であるが、そのうちの 1 つが「国





 以上の第 7 回報告書における Ago の「注意」概念への態度として、以下の点が指摘でき
る。 
 第 1 に、彼自身、防止の義務との関係では、「相当の注意」概念を使用していないこと。
オーストリア政府の回答のなかに「相当の注意(due diligence)」概念への言及があるものの、
Ago 自身の評価やコメント、説明のなかでは他の「注意」概念が使用されている。 
 第 2 に、防止の義務との関係において、事態の発生について「注意」概念が使用されたこ
とで、時間的な概念が注意義務の議論の中に組み込まれる素地が形成されていることであ
                                                      











 第 4 款 第 8 回報告書383 
 
 第 8 回報告書において「注意」概念への言及が行われるのは、第 5 章「違法性阻却事由」
のうち第 4 節(不可抗力および偶発的事態)の検討のなかである。 




Legal writers have not made any very substantial contribution to the definition of a fortuitous 
event. Doctrine has been largely taken up with the debate between the proposition that the 
international responsibility of States for acts (…) is an "objective" responsibility and the 
contrary proposition that a precondition for the existence of an internationally wrongful act 
of the State giving rise to responsibility is, if not intention, at least negligence in the conduct 
of the State organ. Writers, and particularly those (the greater number) who subscribe to the 
second proposition, have concentrated on defining "negligence" and determining the dividing 
line between conduct which remains "excusable", even though not in conformity with an 








                                                      
383 Eighth report on State responsibility, by Mr. Ago, Special Rapporteur, A/CN.4/318 
AND ADD. 1-4, (24 January, 5 February and 15 June 1979). 





 そして続けて Ago は、 
 
Obviously, however, for the advocates of the second approach, a fortuitous event in the sense 
in which we have described it (…) comes beyond any shadow of doubt under the heading of 
circumstances which preclude any culpable negligence by that organ(…). Even those who see 
international responsibility as a responsibility independent of the "fault" of the organ which 
engages in the conduct do not go so far as to repudiate something so self-evident as the 







 第 8 回報告書において、その他の部分に「注意」概念は登場しない。 
  
 (1) 第 8 回報告書の小括 





第 3 節 Willem Riphagen (1980-1986) 
 
  Willem Riphagen は、国際司法裁判所の判事となった Ago の任務を引き継ぎ、1980 年
から 1986 年まで特別報告者として草案の推敲作業を行った。 
 
 第 1 款 第 2 回報告書386 
 
 第 2 回報告書における「注意」概念は、第 2 章「国際的に違法となるような国家の新たな
                                                      
385 Id. 
386 Second report on the content, forms and degrees of international responsibility (part 2 of 









  Much of the jurisprudential (and doctrinal) discussion on what is often called "the 
principle of fault" and "the principle of integral reparation" would thus seem to turn on the 
interpretation and application of the primary rule, rather than on any supposed general rule 
relating to the content of State responsibility, irrespective of the content of the primary rule. 
This point is particularly illustrated by the Judgment of the International Court of Justice in 








 (1) 第 2 報告書に関する小括 







 第 2 款 第 4 回報告書389 
 
 Riphagen の第 4 回報告書は、条文案の第 1 部から第 3 部までの検討がなされる。第 1 部
                                                      
387 Ibid, p. 93. 
388 Ibid, p. 93. 
389 Fourth report on the content, forms and degrees of international responsibility (part 2 of 




は国際責任の淵源、第 2 部は国際責任の内容、形式および範囲、第 3 部は紛争解決および
国際責任の履行が内容として予定されている390。 





 The insistence, in international law, even in its present-day stage of development, on the 
international right of sovereignty of States and on international obligations of a State as 
resulting, in the final analysis, from the consent of that State, seems to exclude the 
construction of a (primary) rule of general international law, to the effect that the fault of one 
State, causing damage to another State, entails a duty of the first State to make reparation to 
the second. At any rate it is significant that, in municipal law systems which contain such a 
rule for private law relationships, the courts fells the need for a legal analysis of its three 
elements—"fault", "cause", and "damage"—which, apart from liability for injurious 











 (1) 第 4 回報告書の小括 




 第 3 款 第 7 回報告書391 
 
                                                      
390 Ibid, p. 3. 
391 Seventh report on State responsibility, by Mr. Riphagen, Special Rapporteur, A/CN.4/397 
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 第 7 回報告書では、第二読草案への準備作業として、第一読草案に対して寄せられた政
府からのコメントが紹介されている。 





 (7) Fault can actually be seen as a "breach of an international obligation" in the sense of 
article 16, if and when the primary rule requires of the State only conduct which can be 
reasonably required of it. This is particularly true if the conduct consists of an omission (in 
the case of an obligation of due diligence). To what extent that is the case depends on the 
(interpretation of the) primary rule itself, particularly in the light of its object and purpose. 
Obviously, circumstances precluding wrongfulness may also play a role in determining fault 
on the part of the State. At the same time, the element of attributability of human conduct to 
the State contains an element of fault on the part of the State. The draft articles recognize this 
in accepting attributability to the State of conduct of persons who are organs of the State but 
act outside their competence or contrary to instructions, in accepting attributability to the 
State of conduct of persons who are not organs of the State but act "in fact on behalf of the 
State", and in accepting that "conduct which is related to that of the persons or groups of 









                                                      
and Add.l, (4 March and 23 April 1986). 
392 第 3 条案の全文は、以下のとおり。 
 第 3 条 (国家の国際違法行為の要素) 
 国際違法行為は、以下の場合に生ずる。 
(a) その行為が国際法上国家に帰属する作為あるいは不作為を構成し、かつ 








 この文脈では、過失(fault)という「注意」概念に対する Riphagen の認識が表れている。







 (1) 第 7 回報告書の小括 
 第 7 回報告書での Riphagen は、国際義務違反の構成要素との関係で「過失(fault)」とい
う「注意」概念を論じており、かつその文脈の中で「相当の注意(due diligence)」概念を使
用している。 




いえる、という文脈の 3 つである。 







第 4 節 Gaetano Arangio-Ruiz (1988-1996) 
 






 第 1 款 第 1 回報告書394 
 
 Arangio-Ruiz の第 1 報告書では、過失(fault)のかたちで「注意」概念が検討されている。 
 第 2 章「国際違法行為の注意および物質的原状回復」の C「物質的原状回復」では、第 9
節(物質的原状回復に関する ad hoc な条文案の必要性)において、以下の言及が行われてい
る。 





 What matters in either case seems to be the right or faculté of choice on the part of the 
injured State. Of course, the author State may well offer reparation by equivalent as a 
substitute for restitutio in integrum even in a case where the latter is neither impossible nor 
excessively onerous, and the substitution should be fully admissible, provided it is accepted 
by the injured State. It is submitted, however, that the reverse would not be true, in the sense 
that if the injured State finds restitutio not satisfactory— in that it has no interest in the re-
establishment of a situation which, owing to the fault of the author State and through no fault 
of its own, has been altered by the wrongful conduct of the author State—it is entitled to 












                                                      
394  Preliminary report on State responsibility by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special 
Rapporteur, A/CN.4/416 and Add.l, (18 and 27 May 1988). 




 (1) 第 1 回報告書の小括 




 たとえばこの点について Garcia-Amador は、第 5 回報告書および第 6 回報告書において、
損害を被った外国人への賠償が国家責任を解除するという文脈、および損害を被った外国
人側の不注意が責任を軽減するという文脈、および責任を問われる国家の過失が責任を加





 第 2 款 第 2 回報告書397 
 
 Arangio-Ruiz の第 2 回報告書では、第 1 章「精神的損害と精神的満足」について、およ
び第 2 章「等価物による原状回復」について扱われている。 





A concomitant cause the presence of which may affect the amount of compensation is the lack 
of "due diligence" or the presence of any degree of negligence on the part of the injured State. 
It is widely agreed that where the injured State contributed to causing the damage, or to the 
aggravation thereof, compensation would be reduced in amount accordingly. The relevance 






                                                      
397 Second report on State responsibility, by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special Rapporteur, 
A/CN.4/425 and Add.1, (9 and 22 June 1989). 










 たとえば、1897 年の John Cowper 事件仲裁判決(イギリス対オランダ)では、奴隷誘拐の
事案によって損失利益が請求された事件であるが、以下のような判示がなされている。 
 
Considerations of the same kind (responsibility of the injured party) probably influenced the 
arbitrator in the Cowper case when he rejected the demand for compensation for lost profits 
(loss of harvests for ten consecutive years from 1815 to 1824), claimed as a consequence of 
the initial damage, the abduction of slaves. True, after the slaves were taken away the owner 
could not cultivate his land, but it is no less true that, if the owner had displayed the usual 







持ち主が家長の通常の注意(the usual diligence of a head of family)を示していたならば、彼
は他の労働者によって奴隷に替えることができただろう」とある。 
 ここでは、「家長の通常の注意(the usual diligence of a head of family)」を示さなかったこ
とが、奴隷が担っていた労働ぶんの損失利益の決定に作用すると述べられている。 






It thus appears that the arbitrator did not intend to suggest the existence of a norm of 
international law according to which interest should accrue from the time of the claim. He 
                                                      
399 Ibid, p. 16. 
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rather intended to take account of the fact that the injured party had not acted with diligence 
in putting forward its claim. It would have been unfair, according to the arbitrator, to charge 
the Chilean Government with an additional onus for the 20-year delay in the filing of the 







 ここでは、被害国が損害の発生から請求を提起するまでに 20 年間かかったという点につ
いて、被害国が「注意深く行動していなかった(had not acted with diligence)」と評価され
ている。 






(…) (b) The fact that the injured party introduced its claim a long time after the date of injury, 
thus neglecting that diligence which an injured party should apply in reducing as far as 
possible the injurious consequences of the unlawful act. In such a case the injured party's 
negligence clearly and rightly works (as in the "Macedonian" case) in the sense of 






 ここでは、請求に関して、「注意を怠る(neglecting that diligence)」「不注意(negligence)」
という「注意」概念が使用されている。 
 これらの文脈で言及されている「注意」概念は、義務違反の注意とは別の、請求に関する
                                                      
400 Ibid, p. 26. 













The question of the impact of fault is to be addressed in chapter V. It will be shown there that 
it is especially in cases where claims to satisfaction were successfully put forward that fault 
was of relevance (…). And it is also probable that it will be precisely in such cases, namely in 
the case of delicts of particular gravity (not to mention crimes for the time being), that a 
refusal of the offender to provide adequate satisfaction may justify resort to more severe 










 第 5 章「賠償の形式および段階および過失の影響：試論」の A「序論」では、ILC の国家
責任条文草案の起草過程において、賠償と広義の過失(fault)(故意、不注意)の関係について
は、取扱いがずっと保留されてきた、と評価されている404。 




 Whatever position the Commission took in part 1 of the draft articles, the Special 
Rapporteur believes that it could not take any further significant steps into part 2 without 
                                                      
403 Ibid, p. 40. 
404 Ibid, p. 47. 
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exploring the impact of fault on the forms and degree of reparation, particularly if one 
considers that part 2 is to cover not just the consequences of delicts (not all of which, anyway, 
could reasonably be placed on the same level of wrongfulness and degree of responsibility) 
but also the consequences of crimes405. 
  









 So, the infringement by a State of one of its international obligations can be committed with 
or without fault; and if there is fault it can be committed either with wilful intent or with any 
degree of negligence (culpa lata, levis, levissima). The question whether willful intent or any 
degree of culpa is present in a given instance is a question of fact, just as the very existence of 










 第 5 章の C「原状回復の形式および範囲に関する過失の影響」、第 2 節「過失と精神的満
足(および再発防止の保証)」でも、「過失(fault)」として「注意」概念が言及される。 
 Arangio-Ruiz が自らの態度決定をする文脈においてであるが、 
 
 Of course, the question may well arise in a number of the said cases whether and to what 
                                                      
405 Ibid, p. 48. 
406 Ibid, p. 53. 
181 
 
extent the fault on the part of an "acting" or "omitting" low-ranking State agent was in fact a 
fault of the offending State, or whether the latter's responsibility was predicated on a merely 
objective basis ("State risk"). A deeper and more extended analysis of jurisprudence would, 
however, be necessary in order to answer such a question. Subject, however, to the results of 
further study (and in the light of comments from the members of the Commission), the 
Special Rapporteur would be inclined to believe that a State cannot be considered to be 
exempt from fault when it does not provide the members of its organization— particularly the 
members of the police and the armed forces—with adequate instructions concerning the 
positive and negative duties incumbent upon them with regard to the treatment of foreign 














 (1) 第 2 回報告書の小括 
 Arangio-Ruiz の第 2 回報告書では、「過失(fault)」として「注意」概念が登場する。 
 他の特別報告者との比較においては、Arangio-Ruiz の第 1 回報告書になされた指摘がそ
のまま妥当するものと思われる。 
 Arangio-Ruiz は賠償の形式との関係だけではなく、国際義務違反の要件としての過失の
役割についても分析を行っているが、たとえば Roberto Ago によって行われた分析と比較
して、特段新たな言及はみられない。 
 
 第 3 款 第 3 回報告書408 
 
                                                      
407 Ibid, p. 55. 
408 Third report on State responsibility, by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special Rapporteur, 
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 第 3 回報告書では、対抗措置の要件および性質について分析が行われている。このうち、 
第 5 章「紛争解決義務の影響」において、Arangio-Ruiz は一般的な平和的紛争解決条項の
存在が対抗措置に与える影響に関して、1934 年の万国国際法学会における決議を検討して
いる。 
 当該決議の第 5 条は、以下のように規定している。 
 
 Les represailles meme non armées sont interdites quand le respect du droit peut être 
effectivement assuré par des procédures de règlement pacifique. En conséquence, elles 




 (1) Lorsqu'en vertu du droit en vigueur entre les parties, l'acte dénoncé comme illicite est 
de la compétence obligatoire de juges ou d'arbitres ayant compétence aussi pour ordonner, 
avec la diligence voulue, des mesures provisoires ou conservatoires et que l’État défendeur ne 




 (2) Lorsqu' une procedure de règlement pacifique est en cours, dans les conditions 
envisagees au (1), à  moins que les représailles n'aient légitimement été prises auparavant, 






[The Article 5] appears to be less restrictive of the injured State's discretion. Most of the 
writers who have dealt with the matter consider it an indispensable condition that the legally 
available procedure should be of such a nature as effectively to ensure respect for the injured 
State's rights410. 
 
                                                      
A/CN.4/440 and Add.1, (1991 19 July). 

















 (1) 第 3 回報告書の小括 






 第 4 款 第 5 回報告書411 
 
 Arangio-Ruiz の第 5 回報告書は、国家責任第 3 部の主題である実施措置、およびいわゆ
る国家の国際犯罪の帰結について分析がなされている412。 
 第 2 章「いわゆる国家の国際犯罪の帰結(条文案第 1 部第 19 条)」の C「国家の国際刑事
責任？あるいは個人の？あるいは両方の？」の最後では、少なくとも条文案第 19 条に示さ
れる違法行為に対しては、合法的な措置(reaction)が選択可能であるべきなように思える、
と結論したあとで、第 19 条に付随する条文を作らねばならないと述べている。 




                                                      
411 Fifth report on State responsibility, by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special Rapporteur, 
A/CN.4/453 and Add.1-3, (12 and 28 May and 8 and 24 June 1993). 




 The second problem is that of State fault. Should or should not the Commission reconsider 
that matter, which it set aside (unconvincingly) with regard to "ordinary" wrongful acts? Is it 
possible to deal, as "material legislators", with the kind of breaches contemplated in article 19 
of part 1 without taking account of the importance of such a crucial element as wilful intent413? 
 
「第 2 の問題は国家の過失である。ILC は現在、”通常の”違法行為に関して(意図せず)無視
しているこの問題について再考するのか、しないべきか？ “実質的な立法者”として、この
問題を故意のような決定的な要素の重要性を考慮することなくして、第 1 部第 19 条に予定
される種類の違反を扱うことができるだろうか？」と述べている。 






 (1) 第 5 回報告書の小括 
 第 5 報告書では、いわゆる国家の国際犯罪の帰結についての分析の結果、生じた課題と
して「過失(fault)」としての「注意」概念が使用されている。 




 第 5 款 第 6 回報告書414 
 
 Arangio-Ruiz の第 6 回報告書では、議論のあった条文に関する際考察が行われる。 
 このうち第 12 条案415(対抗措置に訴えるための条件)の考察のなかに、監視(vigilance)と
                                                      
413 Ibid, p. 57. 
414 Sixth report on State responsibility by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special Rapporteur, 
A/CN.4/461 AND Add.1-3, (19 and 26 April, 14 June and 21 July 1994). 
415 第 12 条案の全文は、以下のとおり。 







 第 12 条案パラグラフ 2 は、「被害国の対抗措置に訴えるための権利は、紛争解決手続き
が違法行為を行った国家によって誠実に遵守されている場合、当該違法行為が中止されて
いることを条件として、停止する」と規定する。 
 このパラグラフ 2 の検討のなかでは、 
 
  Prohibiting the use of countermeasures while an amicable settlement is being pursued, 
and suspending any countermeasures already taken, seems to be a correct solution. It is also 
natural that the suspension should not be mandatory where the allegedly law-breaking State 
does not pursue the procedure in good faith. This requirement seems to be particularly 
appropriate when a settlement is being sought by negotiation or conciliation. It is less so, 
perhaps, where the parties are engaged in an arbitral or judicial procedure, where the 










 この文脈では、前述のパラグラフ 2 の条文に含まれる対抗措置に訴えるための権利の制
限について述べている。ここでは、裁判機関の監視(vigilance)が言及されている。 
 








Ibid, p. 4. 
416 Ibid, p. 10. 
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 (1) 第 6 回報告書の小括 




 第 6 款 第 7 回報告書417 
 
 第 7 回報告書では、国際犯罪の帰結に関する考察が行われる。 
 第 7 回報告書の第 1 章「条文案第 1 部の第 19 条における犯罪として性格づけられる国際
違法行為の法的帰結」、B「国家の国際犯罪の特別あるいは付随的な帰結」のなかの、第 2 節
(実質的帰結)では、国際違法行為の重大性の程度と関連して、「過失(fault, culpa levis, culpa 




 The degree of gravity of an internationally wrongful act should be determined by reference 
to a number of factors, including the objective importance and subjective scope of the 
breached rule, the dimension of the infringement, the subjective element, inclusive of the 
degree of involvement of the wrongdoing State’s organizational structure and of the degree 
of fault (ranging from culpa levis or levissima to negligence, gross negligence and wilful 
intent) and, ultimately, the effects of the breach upon both the injured State and the “object 










                                                      
417 Seventh report on State responsibility, by Mr. Gaetano Arangio-Ruiz, Special Rapporteur, 
A/CN.4/469 and Add.1 and 2, (9, 24 and 29 May 1995). 
418 Ibid, p. 13. 
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 (1) 第 7 回報告書の小括 
 第 7 回報告書は、第 5 回報告書と同様に、国際犯罪の帰結に関する論点を扱っている。
そして、「注意」概念としては「過失(fault)」が言及されている。 




反された規則の範囲や被害国への影響などと共に、その中の 1 つとして位置付けられる。 
 
 第 7 款 第 8 回報告書 
 
 Arangio-Ruiz の第 8 回報告書では、条文草案の第 1 読を完了する前に、Arangio-Ruiz が
ILC へさらなる考慮を行うよう求めたいくつかの問題についてまとめられている419。 
 ここでは、Arangio-Ruiz の第 7 回報告書において触れられた、国際犯罪の帰結に関して、
対抗措置を行う際の均衡性の問題が再び触れられている。 
 Arangio-Ruiz はここで、第 7 回報告書において議論された第 19 条案から delicts および




As explained in the same report, the degree of gravity of an internationally wrongful act—
whether “delict” or “crime”—depends on a number of factors or elements to the variety of 
which the exclusive mention of the effects—and particularly of the effects upon the injured 
State—does anything but justice. Is it appropriate to limit oneself to the effects—and to the 
effects upon the injured State(s)—while leaving out such elements as: the importance of the 
breached rule; the possible presence of fault in any one of its various degrees (ranging from 
culpa levissima to wilful intent or dolus); and the effects upon the “protected object” such as 
human beings, groups, peoples or the environment? By singling out only the effects upon the 
injured State, does one not send to the interpreter (and States in the first place) a misleading 
message that may affect the proper evaluation of the degree of gravity for the purpose of 
verifying proportionality420?(下線部筆者加筆)  
 
「同じ第 7 報告書において説明されたとおり、国際違法行為の重大性の程度は――”不法行
                                                      
419 Ibid, p. 2. 
















 (1) 第 8 回報告書 
 以上の第 8 回報告書でも、第 7 回報告書においてなされた、国際違法行為の重大性の程
度を決定する要素のうちの 1 つが「過失(fault)」である、という言及がなされている。以上
の言及については、「過失(fault)」のような「注意」概念が、国際違法行為の違反だけでな
く、その重大性の要素にもなるという点において、第 7 回報告書および第 8 回報告書の特
徴を指摘できる。 
 
第 5 節 James Crawford (1998-2001) 
 




 第 1 款 第 1 回報告書421 
 
 第 1 回報告書では、まず序論のなかで国家責任に関する ILC の任務が概観され、報告書
で扱われるべき一般的な問題が示される。 
 その D「いくつかの一般的問題」、第 1 節(国家責任の”一次”あるいは”二次”規則の区別)
のなかに、まず「相当の注意」概念に関する論点が言及されている。 
  
                                                      
421  First report on State responsibility, by Mr. James Crawford, Special Rapporteur, 
A/CN.4/490 and Add. 1–7, (24 April, 1, 5, 11 and 26 May, 22 and 24 July, 12 August 1998). 
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 Indeed the distinction has a number of advantages. It allows some general rules of 
responsibility to be restated and developed without having to resolve a myriad of issues about 
the content or application of particular rules, the breach of which may give rise to 
responsibility. (…) The position varies, depending on the substantive or primary rule in 
question. It is only necessary for the draft articles to be drafted in such a way as to allow for 
the various possibilities, depending on the applicable primary rule. A similar analysis would 
apply to the question whether some “mental element” or culpa is required to engage the 
responsibility of a State, or whether State responsibility is “strict” or even “absolute”, or 















 次に Crawford は、第 1 章「”刑事”および”不法行為”責任の区別」のなかの、E「国家の国
際犯罪に対する可能なアプローチ」のなかで、まずこの区別に対して考えられうるアプロー
チを 5 通り挙げる。この 5 通りのアプローチを考察するために、さらに Crawford は 2 つの
予備的問題を考察している。すなわち、国連憲章第 7 章との整合性、および当該区別に関す
る国内法実行との関係および妥当性を考察したのち、以下のように検討をすすめていく。 
 第 2 節(代替案の考察)では、まず(a) 現状(status quo)が以下のように検討される。 
 
Except for article 19 itself, the rules for the “origin of international responsibility” as set out 
in part one make no distinction between international crimes and international delicts. (…)  
Whatever the case with delicts, one should in no way assist or aid another in the commission 
of a crime. (…)The definition of the circumstances precluding wrongfulness (…) is formally 
                                                      
422 Ibid, p. 7. 
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the same for international crimes and international delicts. Yet it is not obvious that the 
conditions applicable, for example, to force majeure or necessity should be the same for both, 
and the notion of “consent” to a crime would seem to be excluded. Above all, the notion of 
“objective” responsibility, which is a keynote of the draft articles, is more questionable in 
relation to international crimes than it is in relation to international delicts, and the case for 
some express and general requirement of fault (dolus, culpa) is stronger in relation to 
international crimes423. 
 












 Crawford はこの結果として、以下のように評価を行っている。 
 
 It may be said that these matters are to be resolved by the primary rules (e.g. by the definition 
of aggression or genocide), and some relevant primary rules do indeed contain such elements. 
But the category of “international crime”, if it exists, cannot be closed, and it would be 
expected that such a category would include at least some common rules relating to the 







                                                      










 「過失(fault)」をとりまく種々の問題については、第 1 回報告書の他の部分でも触れられ
ている。 
 第 2 章「第 1 部の条文案の評価(第 19 条を除く)」では、文字通り条文案に対する Crawford
の考察およびレビューがなされている。 

















 Crawford は、 
 
(…) [t]he answer is that the field of State obligations is extraordinarily wide and that very 
different elements and standards of care apply to different obligations within that field. Thus, 
there is no a priori requirement of particular knowledge or intent on the part of State organs 
which applies to all obligations, and could be stated as a prerequisite in article 1 or article 3.  
                                                      
425 Ibid, p. 27. 










 Crawford はここで北欧諸国代表のデンマークのコメントを参照しており、そこには 
 
If the element of fault is relevant in establishing responsibility, it already follows from the 
particular rule of international law governing that situation, and not from being a constituent 






 (1) 第 1 回報告書の小括 
 Crawford の第 1 回報告書では、主に国家責任の一般的要件と「過失(fault)」の問題とし
て「注意」概念が言及されている。 











 第 2 款 第 2 回報告書427 
 
                                                      
427  Second report on State responsibility, by Mr. James Crawford, Special Rapporteur, 
A/CN.4/498 and Add.1–4, (17 March, 1 and 30 April, 19 July 1999). 
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 第 2 回報告書は、第 1 回報告書に引き続き条文案の再考が行われる。 










 (167) On the other hand, neither are they “obligations of due diligence” in the ordinary 
sense. Such an obligation would be breached by a failure to exercise due diligence, even if the 





 このように、Crawford は第 23 条案の防止の義務の発生要件を考察し、これは「”相当の
注意義務”」ではないと断言している。 
 このほか、Crawford は C「第 5 章、違法性阻却事由」の中で、Garcia-Amador 案に言及
しており、その中には「過失(fault)」が含まれている。当該 Garcia-Amador 案は「外国人の
過失(Fault on the part of alien)」を責任の阻却、軽減、加重事由の 1 つに挙げており、その
効果を損害賠償額の限定の根拠であるとしている430ことが説明されている。ただし、この点
に関して Crawford による評価はなされていない。 
 
 (1) 第 2 回報告書の小括 





                                                      
428 Ibid, p. 27. 
429 Ibid, p. 27, para, (83), footnote 167. 













 第 3 款 第 4 回報告書431 
 
 Crawford の第 4 回報告書は、ILC 第 52 回会合(2000 年)において第二読草案が採択され
たことを受け、当該草案のうち、未決問題について暫定テキストのままであった部分につい
てさらなる考察が行われる。 
 第 4 回報告書には、附属書として、草案について政府から受けたコメントを反映した条
文草案の修正についてまとめた表が付されている。 




Add the following sentence: “The determination of reparation shall take into account the 
nature (and gravity) of the internationally wrongful act”; this would highlight the relevance 






 Chapter I is concerned with the forms of reparation in general. The extent to which 
questions of intention or fault are relevant in determining the modality or amount of 
reparation in any given case is a matter for chapter II, as well as for the primary rules. This 
                                                      
431  Fourth report on State responsibility, by Mr. James Crawford, Special Rapporteur, 
A/CN.4/517 and Add.1, (2 and 3 April 2001). 
432 Ibid, p. 19. 
195 
 










 (1) 第 4 回報告書の小括 


















 第 1 に、彼は「(反乱、内戦時における)私人の行為に関する国家の行動」の例として「相
当の注意の不行使(failure to exert due diligence)」を挙げており、共犯や黙認もこのカテゴ
リに入るとしていること。 
 第 2 に、第 1 回報告書および第 6 回報告書では防止措置をとらねばならない文脈に限っ
て「相当の注意(due diligence)」を使用しており、その他、逮捕、訴追、処罰義務に関する











 第 4 に、Garcia-Amador の第 2 回報告書から、反乱や内戦時を推定して「"相当の注意”の




 第 5 に、彼は「”相当の注意”の規則」は事情によらずに基準を決定できるような規則では
ない、と述べていること。 





 第 7 に、「相当の注意」概念に含まれる注意の基準について、Garcia-Amador は内外人平
等原則、「正義の国際基準」などに触れて解説しており、「相当の注意」概念が国内基準、国
際基準と関連する場合があることを紹介していること。 
                                                      
434 ハーバード・ロースクール草案(1929 年)第 10 条のように、防止措置に「相当の注意」
概念を使用し、訴追や処罰については「相当の注意」あるいは「注意」概念を使用してお
らず、かつ注意の基準に関する表現(私人の公私の性格や状況によって注意基準が変化す
る、など)には「注意」概念を使用しているもの; supra note (Amador, first report), p. 
229.、1926 年の国際連盟国際法専門家委員会による質問票 No.4 のように、防止・捜査・
逮捕・訴追措置には「相当の注意」および「注意」概念を使用せずに「すべての合理的な
措置をとる」とのみ記載し、注意基準にのみ「注意」概念を使用するもの; ibid, p. 221.,、
1930 年ハーグ法典化会議の準備委員会による 1929 年の議論の基礎 No. 22(a)のように、
防止措置および処罰措置の双方に「注意」概念を使用するもの; ibid, p. 224.など。 
435 Supra note 277, (Garcia-Amador, 2nd report), p. 106.; トレイル溶鉱所事件が関連して
引用されている。ただし Garcia-Amador は、不当な請求の拡大を招くとしてこのような一
般的義務を草案に含めることには反対している。 
436 Ibid, p. 122. 
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 第 8 に、「相当の注意」概念を持ち出す文脈として、Garcia-Amador は責任発生の要件、
および責任阻却・酌量および加重事由の論点で触れていること。 
 第 9 に、第 3 回報告書の責任阻却・酌量および加重事由の論点では、「”相当の注意”の不
行使」は黙認、共犯よりも軽度の国際責任を負うものと表明されていること。 
 第 10 に、第 5 回報告書では、科学技術の発展に伴い、予測不可能かつ統制不可能な危険
が生ずる場合には、国家が注意をもってリスクを回避しても、情状酌量事由にしかならず、
違反は発生する、と言及されていること。 














 Ago は、1969 年から 1980 年まで国家責任条文の起草過程において特別報告者を務めた。
彼は外国人への損害という特定の状況を想定しない、一般的な国家責任法の法典化を目指
して議論を再出発させた。彼の報告書に基づいた特徴と傾向は以下のとおりである。 
 第 1 に、第 4 回報告書では、私人による行為によって義務違反を生じるしくみについて、
「犯罪を生じないよう相当の注意をもって確保する(to ensure, with due diligence, that such 
crimes do not occur)義務」に言及している437こと。 
 第 2 に、間接責任および加担責任をはっきりと否定し、「国家が私人の行為の結果につい
て負う責任は、直接責任でしかありえない」と述べた438こと。 
 第 3 に、国家責任の主観的要件の検討の部分で、私人行為の国家への帰属を論ずる文脈
で「注意」概念を使用している439こと。一方で、「相当の注意」概念は帰属の検討に使用さ
れていないこと。 
                                                      
437 Supra note 341, (Ago, 4th report), p. 97. 
438 Ibid, p. 100. 
439 Ibid, p. 106. 
198 
 
 第 4 に、第 7 回報告書の防止の義務(第 1 読草案第 23 条)に対する考察のなかでは、「注
意」概念が使用されている。ただし「相当の注意」概念は、彼の考察のなかに一度も使用さ
れていないこと。 
 第 5 に、Ago は、第 8 回報告書において、違法性阻却事由のうち不可抗力および偶発的
事態の考察のなかに「注意」概念を用いている。ただし、「相当の注意」概念は登場しない
こと。 









た結果として責任を負う」旨を考察する第 4 回報告書のみである。 
 Riphagen は、1980 年から 1986 年まで特別報告者を務め、Ago の起草した条文案の推敲
作業を引き継いだ。彼の議論の特徴および分析の傾向は以下のとおりである。 
 第 1 に、一次規則と二次規則とを区別し、過失などの「注意」概念に関する議論が、一次
規則の解釈および適用の問題へ移った440ことを指摘したこと。 
 第 2 に、「過失(fault)」が、国際義務違反の要件、および違法性阻却事由、帰属の 3 つの
文脈で問題になると分析したこと。 







 Arangio-Ruiz は、Arangio-Ruiz は、1988 年から 1996 年まで特別報告者として国家責任
条文の起草を行った。彼の議論の特徴および分析の傾向は以下のとおりである。 
 第 1 に、賠償の形式および程度の文脈で、被害国の側の過失の表現として「注意」概念お
よび「相当の注意」概念を使用していること。具体的には、「過失(fault)」、「注意(diligence)」、
「不注意(negligence)」、「相当の注意(due diligence)」など様々な言いまわしが使用される。 
                                                      
440 Supra note 386, (Riphagen, 2nd report), p. 93. 
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 第 3 に、国際犯罪に関する条文を検討するうえで、国際違法行為の重大性の程度が「過失








 第 1 に、国家責任の発生要件との関係で、「過失」や「相当の注意」に言及しており、こ
のような問題は一次規則で解決されるべきだと述べる。 
 第 2 に、Ago の提唱した防止の義務と、「相当の注意」義務との要件が異なることを指摘
していること。 




























































 (4) Riphagen によって、一次規則と二次規則の区別が行われ、義務違反の要件としての
「相当の注意」概念の問題は一次規則の解釈に委ねられるべき問題とされた。この立場は、
Crawford に引き継がれている。 








 (6) Arangio-Ruiz の国際犯罪に関する条文の検討の文脈で、国際違法行為の重大性の程度
を決定するための要因の 1 つとして、「過失(fault)」の要素が含まれるとされた。 
 (7) Crawford によって、Ago の提唱した「防止の義務」と「相当の注意義務」が同一では
ないことが指摘された。 
ILC による法典化作業のなかでの「相当の注意」概念の扱いは、以上のとおりである。 













語としての役割を与えられていたのではなく、vigilance, lack of diligence, negligence, culpa, 
fault などの「注意」概念のなかのいち表現にすぎなかったのだと解される441。このような








第 3 編 「相当の注意」概念の現代的傾向 
 
 第 1 章 判例の検討 
 
第 1 節 20 世紀後半・21 世紀の判例 
 




 第 1 款 Velasquez Rodriguez 事件(1988) 
 
 ロドリゲス事件442とは、1981 年 9 月 12 日に令状なしで逮捕され、拷問ののち行方不明
になったマンフレード・ベラスケス・ロドリゲスについて、ホンジュラス政府の責任が問わ
れた事件である。ロドリゲスの失踪は 1981 年 10 月 7 日、米州人権委員会に対しホンジュ
ラス政府に対する申立が行われたのが始まりである。ホンジュラス政府は 1981 年から 1986
年までの間、米州人権委員会による再三の情報開示請求に対し情報の提供を行わなかった。
米州人権委員会はこの状況を鑑み、1986 年 4 月 24 日、ホンジュラス政府が人権に関する
米州条約(以下、米州人権条約)に違反したとして、米州人権裁判所へ訴訟を提起した443。 
 裁判所が認定した事実によると、ロドリゲスの失踪および拷問には、ホンジュラス軍およ
び国家調査局(the National Office of Investigations)が関与していると思われるが、特定はで
きない。またロドリゲスが受けた被害について、ホンジュラスの国内裁判所である第一審刑
事裁判所(the First Criminal Court)において裁判が行われたものの、「彼(ロドリゲス)は国内
から脱出しており、証拠が提出されていない」として請求が棄却されており、上訴審におい
てもこの見解が保持され、請求は棄却された444。またホンジュラス国内においてはロドリゲ
                                                      
拠している。 
442 Velasquez Rodriguez Case, Judgment of July 29, 1988, Inter-Am.Ct.H.R. (Ser. C) No. 4 
(1988). 
443 IACHR, Resolution No. 22/86, Case .7920 (1986), available at, 
http://www.wcl.american.edu/humright/digest/1985/res2286.cfm 
444 Supra note 442, (Rodriguez Case), para. 9. 
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第 4 条(生命に対する権利)、第 5 条(人道的な取り扱いを受ける権利)、第 7 条(身体の自由
に対する権利)違反を認定した。そして第 4、5、7 条違反の結果として、第 1 条(権利を尊重






(…)the evidence offered by the Commission to show that the judicial and governmental 








 An illegal act which violates human rights and which is initially not directly imputable to a 
State ( for example, because it is the act of a private person or because the person responsible 
has not been identified ) can lead to international responsibility of the State, not because of 
the act itself, but because of the lack of due diligence to prevent the violation or to respond to 






                                                      
445 Ibid, para, 76. 
446 Id.  
447 Ibid, para, 142. 








の 2 種類である。 
 
 第 2 款 Pulp Mills 事件判決(2010) 
 








は、ウルグアイ川の管理および両国からの意見の調整を行う Administrative Commission of 
the River Uruguay(以下、CARU)が創設される旨が規定されていた。 
 ウルグアイが建設した二つの工場である ENCE 工場および Orion 工場は、それぞれスペ
イン資本とフィンランド資本の工場であり、特にフィンランド資本からなる Orion 工場は
ウルグアイの中で最も重要な私企業である。 
 2006 年 5 月 4 日、パルプ工場の建設について、アルゼンチンはウルグアイ政府承認によ
る二つのパルプ工場の操業中止を求め、およびウルグアイによる 1975 年の規則違反を主張
しウルグアイを提訴した。アルゼンチンは仮保全措置を請求したが、ICJ は 2006 年 7 月 13
日に請求を棄却した。また、ウルグアイ側からも、アルゼンチン市民がウルグアイ川にかか
る Fray Bentos 橋を封鎖したことを受け、アルゼンチン側に当該妨害行為を除去するよう求
める仮保全措置が請求されたが、ICJ はこれについても 2007 年 1 月 23 日に請求を棄却し
た。本案判決は 2010 年 4 月 20 日に出され、ICJ はウルグアイの通報・協議・調整義務違反
を認定し、一方でウルグアイが汚染防止のための措置を十分にとらなかったという立証は
なされなかったと判示した451。 
                                                      
449 Ibid, para 172. 
450 Judgement of Pulp Mills on the River Uruguay (Argentina v. Uruguay), (ICJ, 20 April 
2010). 
451 Ibid, para. 265. 
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 本件について、ICJ は 1975 年規定の第 36 条(生態系バランスの変化を避けるため、調和
的な措置をとる義務452)および第 41 条(水中環境の保護および汚染を防止する義務453)につ
いて解釈する際、「相当の注意」義務に言及している。 




て実施すること(to exercise due diligence)が要求される義務である454」とする。 
 また第 41 条(水中環境の保護および汚染を防止する義務)についても、「”適切な規則およ
び手段を規定することにより、特に汚染を防止しすることを目的としおよび水中環境を保
全する”義務は…相当の注意をもって行動する義務である455」「第 41 条(a)の…相当の注意義
務(the obligation of due diligence)は、規則および手段が”適用可能な国際協定に基づき”、お
よび”関係する、国際的な技術機関の勧告およびガイドラインに沿って”いなければならない
…456」と述べる。 
                                                      
452 ウルグアイ川の 1975 年規則の第 36 条の全文は、以下の通り。 
 Article 36, The Parties shall co-ordinate, through the Commission, the necessary  
measures to avoid any change in the ecological balance and to control pests and other 




453 ウルグアイ川の 1975 年規則第 41 条の全文は、以下の通り。 
  Article 41, Without prejudice to the functions assigned to the Commission in this respect, 
the parties undertake: 
(a) to protect and preserve the aquatic environment and, in particular, to prevent its 
pollution, by prescribing appropriate rules and [adopting appropriate] measures in 
accordance with applicable international agreements and in keeping, where relevant, with 
the guidelines and recommendations of international technical bodies; 
(b) not to reduce in their respective legal systems: 
1. the technical requirements in force for preventing water pollution, and  
2. the severity of the penalties established for violations; 
(c) to inform one another of any rules which they plan to prescribe with regard to water 
pollution in order to establish equivalent rules in their respective legal systems.” 
454 Supra note 450, (Pulp Mills Case), para 187. 

















 第 3 款 国際海底機構の要請における勧告的意見(2011)458 
 
 本勧告的意見においては、2010 年 5 月 18 日、国連海洋法条約(以下、UNCLOS) の附属





 質問の 1：条約の第 11 部および 1994 年の実施規定のもとで負う、深海底における活動
への保証に関して、条約の当事国が負う義務および責任とは何か？ 
 質問の 2：条約の第 153 条 2 項(b)によって保証を受けた事業者(entity)が、条約の第 11
部および 1994 年の実施協定にもとづく履行を怠った場合、締約国の負う責任(liability)の範
囲はいかなるものか？ 
 質問の 3：保証国が、条約特に第 139 条および附属書Ⅲ、ならびに 1994 年の実施協定の
義務を満たすためにとるべき必要かつ適当な措置とは何か？ 
 
                                                      
457 Guillermo R Moncayo and Martin Moncayo von Hase, ”The International Court of 
Justice and the Environment: The Recent Paper Mills Case,“ FROM BILATERALISM TO 
COMMUNITY INTEREST Esseys in Honour of Judge Bruno Simma (Oxford University 
Press, 2011), p.1031. 
458 Responsibilities and obligations of States with respect to activities in the Area, Advisory 






















 また海底紛争裁判部では、”相当の注意”義務と”行為の”義務との関連性が、前述の Pulp 




 第 4 款 小地域漁業委員会(SRFC)の要請における勧告的意見(2015) 
 
 本件461は、アフリカ沿岸国 7 ヵ国で構成される小地域漁業委員会(以下、SRFC)が、沿岸
国の排他的経済水域(以下、EEZ)内で行われる違法・無報告・無規制漁業(以下、IUU 漁業)
の増加を懸念し、IUU 漁業に対する旗国の義務などに関して ITLOS へ意見を求めた事例で
ある。 
 本勧告的意見の請求主である SRFC は、”SRFC 加盟国の管轄下にある水域における海洋資
                                                      
459 Ibid, para, 110. 
460 Ibid, para, 111. 
461 Request for an Advisory Opinion submitted by the sub-regional fisheries commission 




資源の開発について協議を行う国際条約機関である。SRFC は MCA 条約第 33 条、および
ITLOS 規程第 21 条にもとづき、ITLOS へ勧告的意見を要請した。ITLOS は、海底紛争裁
判部以外の法廷による勧告的意見の制度を明示的に定めていなかったが、管轄権を認定し
た。 
 SRFC によって提出された質問は、以下の 4 つである。 
 
1. 違法、無報告、無規制漁業(IUU 漁業)活動が第三国の EEZ 内で行われていた場合、旗国
の義務は何か？ 






















 第 2 章 条約上の「相当の注意」概念 
 
                                                      



























The States Parties condemn all forms of violence against women and agree to pursue, by all 
appropriate means and without delay, policies to prevent, punish and eradicate such violence 





b. apply due diligence to prevent, investigate and impose penalties for violence against 
women; 
女性に対する暴力を防止、捜査し、それに対して刑罰を課すために相当の注意を使用するこ
                                                      
464 Prevention, Punishment and Eradication of Violence Against Women "Convention of 





c. include in their domestic legislation penal, civil, administrative and any other type of 
provisions that may be needed to prevent, punish and eradicate violence against women and 





e. take all appropriate measures, including legislative measures, to amend or repeal existing 
laws and regulations or to modify legal or customary practices which sustain the persistence 









 以上のように条文は定めており、第 7 条冒頭が一般的に暴力の防止、捜査、処罰義務に言
及し、第 7 条(b)は「相当の注意(due diligence)」を使用する(apply)こととされている一方
で、第 7 条(c)や(e)、(h)などの文言は、必要な措置をとるであるとか、すべての適切な措置
をとるという文言が使用されている。 










                                                      
465 Council of Europe Convention on preventing and combating violence against women and 
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ル条約)は、2011 年 4 月 7 日に欧州評議会閣僚委員会によって採択され、2014 年 8 月 1 日




 欧州評議会は 1990 年代から暴力からの女性の保護を促進するためのイニシアチブを請け
負っており、2002 年の暴力からの女性の保護に関する閣僚委員会の欧州評議会勧告(2005)
の採択、そして、2006 年から 2008 年までの欧州全体でのキャンペーンの実行を経て、ジェ
ンダーに基づく暴力の、最も過酷かつ広くゆきわたった形態から、防止、保護、処罰を行う
ために法的拘束力を有する基準を要求する多くの決議および勧告を採択してきた。欧州評
議会は、自らの人権保護における主導的役割を自負し、2008 年 12 月には閣僚委員会が条約
の起草を準備するため、専門家グループを設置した。この専門家グループは、CAHVIO(女
性に対する暴力およびドメスティック・バイオレンスの防止および阻止のための Ad hoc 委
員会)と呼ばれた。2010 年 12 月には CAHIVIO の作成した草案が最終的な承認を受け、閣
僚委員会によって 2011 年 4 月 7 日に採択された。 
 このようにして作成された同条約の第 5 条は、以下のように規定する。 
 
 Article 5 – State obligations and due diligence 
国家の義務と相当の注意 
 
1 Parties shall refrain from engaging in any act of violence against women and ensure that 
State authorities, officials, agents, institutions and other actors acting on behalf of the State 




2 Parties shall take the necessary legislative and other measures to exercise due diligence to 
prevent, investigate, punish and provide reparation for acts of violence covered by the scope 





 以上のようにイスタンブール条約第 5 条(2)には、「相当の注意(due diligence)を行使する
                                                      





 コメンタリは、まず第 5 条のそれぞれのパラグラフについて以下のように説明を行う。 
 
Article 5, paragraph 1, addresses the state obligation to ensure that their authorities, officials, 
agents, institutions and other actors acting on behalf of the state refrain from acts of violence 
against women, whereas paragraph 2 sets out Parties’ obligation to exercise due diligence in 
relation to acts covered by the scope of this Convention perpetrated by non-state actors. In 
both cases, failure to do so will incur state responsibility467. 
 





 すなわち、確保する(ensure)義務を定めたパラグラフ 1 は国家機関による条約違反、パラ






暴力に関する CEDAW 委員会一般的勧告 NO.19(1992)、女性に対する暴力の根絶に関する
国連総会宣言(1993)第 4 条、米州機構によって採択された女性に対する暴力の防止に関す
る条約(1994 年の Belém do Pará 条約)、暴力からの女性の保護に関する加盟国に対する閣
僚委員会の欧州評議会勧告(2002)5(2002)」などの国際文書、および欧州人権条約の判例法
などが引用されている。とりわけ、欧州人権条約の判例法としては Opuz v. Turkey 事件判
決を引用しており、「ドメスティック・バイオレンスに関する判例法において、裁判所は相
当の注意の義務(obligation of due diligence)を採用した(judgement of Opuz v. Turkey, 2009)。
生命に対する権利(ECHR 第 2 条)を保護するための積極的義務は、たとえばその生命が危
                                                      
466 Explanatory Report to the Council of Europe Convention on preventing and combating 
violence against women and domestic violence, Istanbul, (11 May 2011), at 
https://rm.coe.int/CoERMPublicCommonSearchServices/DisplayDCTMContent?docume
ntId=09000016800d383a. 







 Against the backdrop of these developments in international law and jurisprudence, the 
drafters considered it important to enshrine a principle of due diligence in this Convention. 
It is not an obligation of result, but an obligation of means. (…) As such, violence against 
women perpetrated by non-state actors crosses the threshold of constituting a violation of 
human rights as referred to in Article 2 insofar as Parties have the obligation to take the 
legislative and other measures necessary to exercise due diligence to prevent, investigate, 
punish and provide reparation for acts of violence covered by the scope of this Convention, as 
well as to provide protection to the victims, and that failure to do so violates and impairs or 
nullifies the enjoyment of their human rights and fundamental freedoms469(下線部筆者加筆). 
 
 「これらの国際法および国際判例法の発展を背景として、起草者は、この条約においては
相当の注意の原則(principle of due diligence)を記すことが重要であると考えた。これは結

















                                                      




 第 1 款 国連海洋法条約 
 
 国連海洋法条約(以下、UNCLOS)は、特に深海底との関係で第 139 条(遵守を確保する義
務及び損害に対する責任)、第 153 条(探査及び開発の制度)、旗国の責任に関して第 58 条
(排他的経済水域における他の国の権利及び義務)(3)、第 62 条(生物資源の利用)(4)、第 63
条(二以上の沿岸国の排他的経済水域内に又は排他的経済水域内及び当該排他的経済水域に
接続する水域内の双方に存在する資源)、第 94 条(旗国の義務)、また一般的な規定として第
192 条(一般的義務)、第 193 条(天然資源を開発する国の主権的権利)、第 194 条(海洋環境
の汚染を防止し、軽減し及び規制するための措置)、附属書 IX 第 6 条(1)が「相当の注意」
概念と関連する規定を有する。 
 国連海洋法裁判所は、2015 年の小地域漁業委員会の要請における勧告的意見470(以下、
SRFC の要請における勧告的意見)において、IUU 漁業活動に関して UNCLOS 上の締約国
が一般的に負う義務、また旗国が UNCLOS 上負う義務について意見を述べた。 
 当該勧告的意見では、UNCLOS 第 58 条(3)、第 62 条(4)、第 192 条にしたがい、「自国
の旗を掲げた船舶が、SRFC 加盟国の EEZ 内において、MCA 条約において定義される IUU
漁業活動に従事しないことを確保するため、必要な措置をとる義務を有する471」ことが判示
されている。また、第 94 条に定められる、「行政上、効果的に管轄権およびコントロールを
及ぼす義務」を履行するため、「自国の旗を掲げた船舶が、SRFC 加盟国の EEZ において、





保する義務(responsibility to ensure)」であると位置づけられるためであるとされている474。 






                                                      
470 Supra note 461, (SRFC Advisory Opinion). 
471 Ibid, para. 219. 
472 Id. 
473 Id. 













 第 139 条は、「締約国は、深海底における活動(締約国、国営企業又は締約国の国籍を有し
若しくは締約国若しくはその国民によって実効的に支配されている自然人若しくは法人の
いずれにより行われるかを問わない。) がこの部の規定に適合して行われることを確保する
義務を負う (…) 」と定める。 







 The sponsoring State’s obligation “to ensure” is not an obligation to achieve, in each and 
every case, the result that the sponsored contractor complies with the aforementioned 
obligations. Rather, it is an obligation to deploy adequate means, to exercise best possible 
efforts, to do the utmost, to obtain this result. To utilize the terminology current in 
international law, this obligation may be characterized as an obligation “of conduct” and not 
“of result”, and as an obligation of “due diligence”480(下線部筆者加筆).  
 
「保証国の”確保する”義務は、ありとあらゆる場合に保証される契約者が前述の義務を履行
                                                      
475 Ibid, para. 210. 
476 Supra note 458, (ISA Advisory Opinion). 
477 Ibid, para. 107. 
478 Ibid, para. 109. 
479 Ibid, para. 204. 





















 したがって、第 139 条上の「相当の注意義務(obligation due diligence)」は、「確保する義
務」すなわち「全ての適当な措置をとる」義務の性格を説明する手法として使用されている。 
 第 153 条(4)は、「機構は、この部の規定(…)の遵守を確保するために必要な深海底におけ
る活動に対する管理を行う。締約国は、第 139 条の規定に従い当該遵守を確保するために
必要なすべての措置をとることによって機構を援助する」と定める。 
 第 153 条(4)は、第 139 条の内容の遵守を「確保するためにすべての必要な措置をとるこ
と」という部分について、これも「相当の注意」義務であるように説明がなされる。 
 第 139 条および第 153 条(4)らの規定について、海底紛争裁判部は 
 
The main purpose of these provisions is to exempt sponsoring States that have taken certain 
measures from liability for damage. The description of the measures to be taken by that State 




                                                      
481 Ibid, para. 112. 














Pursuant to the last sentence of article 153, paragraph 4, of the Convention, sponsoring States 
have the obligation to assist the Authority (…). This obligation is to be met “by taking all 
measures necessary to ensure such compliance in accordance with article 139”. The obligation 
of the sponsoring States is a direct one, but it is to be met through compliance with the “due 
diligence obligation” set out in article 139 of the Convention484(下線部筆者加筆).  
 





 ここでは、第 139 条上の「確保する義務」すなわち「相当の注意義務」の内容が、入れ子
状態に第 153 条(4)上の直接的義務へとつながっていく様子が説明される。したがって、あ
る第 139 条上の「全ての適当な措置をとる」義務で要求される措置の 1 つが第 153 条(4)上
定められる機構の援助義務なのであって、国家が機構の援助義務を果たした場合、第 139 条
上の確保する義務(相当の注意義務、全ての適当な措置をとる義務)の履行であると同時に、






                                                      
483 Ibid, para. 186. 










 深海底機構の要請における勧告的意見では、第 139 条における説明に使用された「確保













This obligation applies in situations where scientific evidence concerning the scope and 
potential negative impact of the activity in question is insufficient but where there are 
plausible indications of potential risks. A sponsoring State would not meet its obligation of 
due diligence if it disregarded those risks. Such disregard would amount to a failure to comply 





                                                      
485 Ibid, para. 223. 
486 Ibid, paras. 119-120. 

























 It follows that an international organization (…) in respect of which compliance depends 
on the conduct of its member States, may be held liable if a member State fails to comply with 











                                                      


























第 2 条(締約国の差別撤廃義務)、第 3 条(女子の能力開発・向上の確保)、第 6 条(売買・売





 女子差別撤廃条約は、第 1 条から第 5 条において、条約の射程および当事国の義務の全




                                                      
491 The UN Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women, 


















 その第 2 条(締約国の差別撤廃義務)は、一般的義務を定めている。これらの一般規定は、
すべての分野におけるすべての差別の形態において、女性に対する差別を撤廃するため、条
約の適用が包括的に実施されるよう確保するよう493設計されている。 










されうる。この第 2 条(e)の義務は非国家主体あるいは私人との関係で「相当の注意(due 
diligence)」の義務として表現されてきた494」と分析されている。 
 これは、第 2 条(d)が国家当局自身「立法する」という一回きりの積極的義務であるのに
                                                      
492 Marsha A. Freeman et al (eds.), The UN Convention on the Elimination of All Forms of 
Discrimination against Women; A Commentary (Oxford University Press, 2012), p. 10. 
493 Ibid, p. 72. 












 女子差別撤廃委員会が示す一般勧告 28 は、この第 2 条上の義務を以下のように述べてい
る。 
 
 Article 2 is not limited to the prohibition of discrimination against women caused directly 
or indirectly by States parties. Article 2 also imposes a due diligence obligation on States 
parties to prevent discrimination by private actors. In some cases, a private actor’s acts or 
omission of acts may be attributed to the State under international law. States parties are thus 
obliged to ensure that private actors do not engage in discrimination against women as defined 














 しかしながら、一般勧告 28 にとっての私人は、たとえその私人の行為が国家へ帰属する
                                                      
495 Ibid, p. 87. 
496 CEDAW Committee, General recommendation No. 28, CEDAW/C/GC/28, (16 























確保するよう求めている。(…)相当の注意の基準(standard of due diligence)は、締約国が立
法措置に加えて措置をとる義務を課され得るという意味で、(…)要求の厳しいものである498」
として、「相当の注意」概念に依拠している。 
 また、第 2 条(e)のなかで触れられる「相当の注意の基準」に対しては、重要な指摘がな
されている。一般的に、国家機関の行為に対する責任は私人の行為に対して負う相当の注意





 第 2 条における「相当の注意の基準(standard of due diligence)」という言葉について、コ
メンタリはさらに以下のような説明を加えている。 
 私的な領域からの人権侵害に対して国家当局の不作為を説明する一般勧告 25 を検討した
                                                      
497 Supra note 492, (CEDAW Commentary), p. 87. 








 第 2 条のコメンタリでは「相当の注意基準」が、どのように国際人権法のなかで発展して
きたか、そして現在問題となりうる解釈の傾向について、以下のように説明されている。 
















It is emphasized, however, that discrimination under the Convention is not restricted to action 
by or on behalf of Governments (…). For example, under article 2(e) the Convention calls on 
States parties to take all appropriate measures to eliminate discrimination against women by 
any person, organization or enterprise. Under general international law and specific human 
rights covenants, States may also be responsible for private acts if they fail to act with due 




                                                      
499 Ibid, p. 88. 
500 Ibid, pp. 88-89. 








 すなわち、第 2 条(e)における私人の行為に関する責任について「相当の注意」概念が適
用されるよう説明され、その他国家機関の行為については適用されていないことがうかが
える。 
 以上のように説明される第 2 条と「相当の注意」概念の理解は、女子差別撤廃委員会への
個人通報制度に基づく請求の中にも表現されている。 














 次に第 3 条(女子の能力開発・向上の確保)は、条約上の国家の一般的義務を説明する条文
の 1 つとして、CEDAW の第 1 部に位置づけられる。第 3 条は締約国の「女子の完全な能
力開発および向上を確保するための全ての適当な措置をとる」義務を定めている。 
 コメンタリは、当該第 3 条上の義務履行を尊重(respect)、保護(protect)、促進および実施
(promote and fulfil)に分けて解説しているが、このうち保護する義務(Obligation to protect)
について、「相当の注意」概念を用いて以下のように説明している。 
 「保護する義務は、民間企業の経済政策を含む非国家主体によって、女性の能力開発及び
                                                      
502 CEDAW Communication No. 6/2005, CEDAW/C/39/D/6/2005 (1 October 2007). 
503 Ibid, para. 12.1.2. 
504 Ibid, para. 12.1.3. 






 また第 3 条と「相当の注意」概念について、選択議定書第 8 条に基づく Ciudad Juárez に
おける事件に関するメキシコ調査(inquiry)507、および Sahide Goekce v. Austria 事件508によ
ってそれぞれ言及がなされている。 
























                                                      
506 Ibid, p. 119. 
507 Report on Mexico under article 8 of the Optional Protocol to the Convention, 
CEDAW/C/2005/OP.8/MEXICO, (27 January 2005). 
508 CEDAW Communication No.5/2005, CEDAW/C/39/D/5/2005, (6 Ausust 2007). 












女に通知しなかったことから、オランダが第 6 条に基づく義務に違反したと主張した。 
 このような事情を鑑みて、反対意見は、 
 
In the light of the nature of the crime of trafficking and the difficulty for victims, who are often 
uneducated and traumatized, to report precisely and with great details their experience, we 
are of the view that IND[Immigration and Naturalization Service] did not act with the due 
diligence that the author’s situation required by failing to recognize that she might have been 
a victim of trafficking in human beings and accordingly inform her of her rights, including the 







 このような意見は、第 6 条上の人身売買等の犯罪について国家が「相当の注意」をもって






 さらなる第 6 条の分析のなかでも、「相当の注意」概念について説明するものがある。コ
                                                      
510 CEDAW Communication No. 15/2007, CEDAW/C/42/D/15/2007, (26 October 2009), 
para, 8.7(Individual opinion by Committee members Mary Shanthi Dairiam, Violeta 
Neubauer and Silvia Pimentel (dissenting)). 
228 
 
メンタリでは第 6 条の分析も、義務履行を尊重(respect)、保護(protect)、実施(fulfil)の 3 段
階に分けてなされているが、このうち「相当の注意」概念について解説するのは保護する義
務(obligation to protect)である。 





意(due diligence)を行使しなければならない511(下線部筆者加筆)」が、「第 6 条に基づく締
約国の相当の注意義務(duty of due diligence)は、様々な範囲の措置を要求している」と解釈
されている。 




 第 7 条(政治的・公的活動における平等)は、女性の政治的権利を実現する締約国の義務を
包括的に定めている。このなかには、選挙された代表として(第 7 条(a))、あるいは公職に
つくことで(第 7 条(b))公共政策の形成に直接参加する権利、あるいは間接的に、投票を通















                                                      
511 Ibid, p. 188. 















 第 11 条(雇用における差別撤廃)は、「雇用の分野における女子に対する差別を撤廃する
ためのすべての適当な措置をとる」ことを定める。 
 「適当な措置」のうち、立法、司法、執行、公務員の活動に措置が適用され、その実施を















                                                      
513 Ibid, p. 205. 
514 Ibid, p. 216. 
515 Ibid, p. 307. 
516 Id. 














 この効果的な措置および効果的な制度とは、「相当の注意基準(due diligence standard)に
したがって、保護義務は、女性の権利を侵害した私人、たとえば女性に対して性器割礼を
実施した人、を適切に訴追および処罰することを確保する」ことを含む。 









 (1) 「女性に対する暴力」への取り組みと「相当の注意」概念 
 条文ごとの分析のほか、コメンタリは「女性に対する暴力」という題名で、これに取り組
む国際文書等の検討を行い、女子差別撤廃条約と関連深いものとして論じている。 
 このなかには、「相当の注意義務(Duty of Due Diligence)」や「相当の注意の基準(The 






                                                      













ローチを採用している 1992 年の女性に対する暴力に関する一般勧告 19 は、女性に対する
暴力を、国際人権法の領域へはっきりと導入した522。 
 一般勧告 19 の取り組みは、国連婦人の地位委員会(CSW)によって起草され、1993 年 12
月の国連総会によって採択された、女性に対する暴力の撤廃に関する宣言(以下、DEVAW)
にも踏襲されている。 
 DEVAW は、その第 4 条において「相当の注意」概念が女性に対する暴力と国家の義務
との関係において重要であることを示している。 
 第 4 条は、以下のように定める。 
 
 States should condemn violence against women and should not invoke any custom, tradition 
or religious consideration to avoid their obligations with respect to its elimination. States 
should pursue by all appropriate means and without delay a policy of eliminating violence 






 (c)   Exercise due diligence to prevent, investigate and, in accordance with national 
legislation, punish acts of violence against women, whether those acts are perpetrated by the 
State or by private persons523; 
                                                      
520 Ibid, p. 443. 
521 Ibid, p. 618. 
522 Ibid, p. 444. 



























 (…) the Committee considers that States parties are under an obligation to act with due 
diligence to investigate all crimes including that of sexual violence perpetrated against women 






 本 件 に お い て と り わ け 憂 慮 さ れ た の は 、 事 件 に 対 す る イ ン ド の 捜 査 プ ロ セ ス
                                                      
524 Supra note 501, (CEDAW General Recommendation No. 19 and 20), para. 16. 
525 Concluding Observations India, CEDAW/C/IND/CO/SP.1, (22 October 2010). 









The Committee calls upon the State party to urgently discharge its responsibility to act with 
due diligence to investigate all crimes including that of sexual violence perpetrated against 
women and girls, to punish perpetrators and to provide adequate compensation without 
























                                                      
527 Ibid, para. 19. 





















た」か否かの決定は、たとえば Fatma v. Yildirim 事件において説明される。当該事件で
は、カップルのアパート、その周囲、彼女の職場へ彼が戻ることを禁止する仮保全命令が










The Committee considers that the facts disclose a situation that was extremely dangerous to 
                                                      
529 Supra note 492, (CEDAW Commentary), p. 466. 
530 Id. 
531 Id. 
532 Ibid, p. 467. 
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Fatma Yildirim of which the Austrian authorities knew or should have known, and as such 
the Public Prosecutor should not have denied the requests of the Police to arrest Irfan 
Yildirim and place him in detention. The Committee notes in this connection that Irfan 
Yildirim had a lot to lose should his marriage end in divorce (i.e. his residence permit in 
Austria was dependent on his staying married) and that this fact had the potential to 
influence how dangerous he would become533(下線部筆者加筆). 
 
「委員会はこれらの事実が、オーストリア当局が了知していた、あるいは了知すべきであ
























                                                      
533 Supra note 502, (Yildirim v. Austria), para. 12.1.4. 



























 第 3 款 欧州人権条約 
 
 欧州人権条約では、第 2 条(生命に対する権利)、および第 5 条(身体の自由及び安全に対
する権利)との関係で、「相当の注意」概念が登場する。 




 この第 2 条(1)について、国家の積極的義務に関する文脈で、「相当の注意」概念が登場す
                                                      
536 Ibid, p. 469. 
537 Supra note 507, (Mexico inquiry), para. 88. 




 欧州人権条約のコメンタリ539では、まず第 2 条(1)の枠組みについて Osman v. U.K.事件
を引用し、以下のように第 2 条(1)の解釈をまとめている。 
 すなわち、「第 2 条(1)から生ずる国家の積極的義務の性質および射程は、Osman v. UK, 






 そして次の Opuz v. Turkey 事件では、「相当の注意」概念と第 2 条(1)の積極的義務との
関係が言及されているという。 













らほぼ 2 週間動かなかった間に、H.O.は原告の母を射殺した。 
 




                                                      
539 Alastair Mowbray, Cases, Materials, and Commentary on the European Convention on 
Human Rights, Third Edition (Oxford University Press. 2012). 
540 Ibid, pp. 120-122. 
541 Ibid, p. 122. 
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 よって欧州人権条約上、第 2 条の保護措置と「相当の注意」概念は、以上のように関連す
るとみなされている。 
 第 5 条(身体の自由及び安全に対する権利)では、第 5 条(1)(f)における外国人の退去・追
放に関する手続きについて、「相当の注意」概念が関連する。 
 第 5 条(1)(f)について、国外退去が決定されるまでの拘留の「合法性」が論点となる542。 
 Bozano 事件によれば、第 5 条上、国外退去のための審査中の拘留について、退去あるい
は追放の根拠は問題とされないにもかかわらず、退去あるいは追放措置の完了までにとら
れた不合理な時間経過は、当該拘留が第 5 条(1)(f)によって正当化されない543。 





とに留意する。彼は、1989 年 8 月 4 日から 1991 年 7 月 10 日まで、ほぼ 2 年間のあいだ、
退去手続きとの関係で拘留された・・・したがって、彼は彼が 1991 年 1 月 24 日の命令に
従って、スイス当局へ引き渡される 1992 年 9 月 24 日まで、パリ高等裁判所の有罪判決に
従った。 
 第 5 条(1)(f)のフランス語および英語の双方の用語から、サブパラグラフから導かれる自
由は、退去手続きが行われている間のみ正当化されることは明らかである。仮にそのような
手続きが相当の注意をもって(with due diligence)遂行されなかったとしたら、当該拘留は、






                                                      
542 Ibid, p. 293. 






 第 4 款 市民的及び政治的権利に関する国際規約(自由権規約) 
 
 市民的及び政治的権利に関する国際規約545(以下、自由権規約)は、第 2 条(1)および(3)に
おいて、締約国へ規約上の権利を確保する(ensure)ために積極的義務を課している546。自由
権規約のコメンタリでは、第 2 条に関する水平的義務および垂直的義務、第 1 選択議定書
第 5 条(2)(d)(委員会による検討)、および、第 6 条(生命に対する権利および死刑547)、第 7
条(拷問又は残虐な刑の禁止)、第 13 条(外国人の追放)、第 2 条(3)(締約国の実施義務)と関
連して「相当の注意」概念に言及している。 
 人権委員会(以下、HRC)の一般的意見 31548は、第 2 条あるいは規約上の義務一般につい














                                                      
545 lnternational Covenant on Civil and Political Rights, Adopted and opened for signature, 
ratification and accession by General Assembly resolution 2200 A (XXI) of 16 December 1966. 
546 Sarah Joseph & Melissa Castan(eds.), The International Covenant on Civil and Political 




548 HRC, General Comment 31, CCPR/C/21/Rev.1/Add.13 (29 March 2004). 
549 Supra note 546, (ICCPR Commentary), p. 41. 










の一般的意見 31 ではさらに以下のような説明が加えられている。 
 





















事例、すなわち Goekce v. Austria (CEDAW 5/05)および Yildirim v. Austria (CEDAW 6/05)
                                                      
551 Ibid, p. 43. 
552 Supra note 548, (HRC, General Comment 31), para, 8.8. 
553 Supra note 546, (ICCPR Commentary), p. 135. 










 第 6 条(生命に対する権利および死刑)について、コメンタリは女性と生命に対する権利
のなかで、堕胎措置に関する考察を行っている。この論点について、堕胎がそれ自体で生命
権の侵害であるか否かという点より、HRC は堕胎禁止法の人権侵害に焦点を当てている556。
ここで、L.M.R v. ARGENTINA (1608/07)が引用されている。 




が第 6 条の違反を構成する、と主張したものの、HRC は、当該請求を受理不可能であると
宣言した事件である557。この HRC の判断部分につき、以下が引用されている。 
 
 委員会は、L.M.R.が非合法で安全でない堕胎をする必要性を[国家が]防止し、安全な堕胎








 自由権規約第 7 条(拷問又は残虐な刑の禁止)は、拷問、残虐、非人道的な若しくは品位を
傷つける取扱いもしくは刑罰を禁止している。拷問を受けない権利は、自由権規約における
絶対的権利の 1 つであり、この権利にはいかなる制限も許容されていない。さらに、デロゲ
                                                      
555 Id. 
556 Ibid, p. 209. 
557 Ibid, pp. 209-210. 




















ている。すなわち「したがって CAT 委員会は、公務員が CAT に違反するような活動を黙
認していたか否かを決定するにあたって、明示的に相当の注意の基準(a standard of due 
diligence)を適用している。それでも、この相当の注意の基準は、第 1 条および第 16 条の双
方において公務員の関わりに明示的に言及していることから、ICCPR 上一般的に適用され
る相当の注意の基準よりも厳格であるように思える562」。以上のように、CAT の一般的意見
2 における「相当の注意」概念は「相当の注意の基準(a standard of due diligence)」である
とみなされている。さらに、同じ拷問に関する「相当の注意の基準」であっても、CAT の
ほうが ICCPR よりも厳格な基準を採用している、と分析されている。 
第 13 条(外国人の追放)では、国家の安全を理由とする第 13 条上の権利の停止を分析する
なかで、「相当の注意」概念を用いた判例が引用されている。 
 AHANI v. Canada (1051/02) 請求は、Ahani はカナダにおいて難民の地位を得たイラン
人市民であったが、その後カナダ政府は彼が国家安全のためのリスクであると決定した。
Ahani はイランへ送還されれば拷問に晒されるという理由から、当該強制送還は第 7 条と
                                                      
559 Ibid, p. 216. 
560 Id. 
561 CAT, General Comment No.2, CAT/C/GC/2/CRP.1/Rev.4, (23 November 2007), para. 
18. 





本件において HRC は、第 7 条と併せて第 13 条の違反を認定した563。 




措置をとること(take steps of due diligence)を要求されていることを強調する564(…)(下線部
筆者加筆)。 
 
 この部分では、「相当の注意の措置(take steps of due diligence)」という言い回しがなされ
ている。この文では、差し控えるという消極的措置と、積極的措置である「相当の注意の措
置」が対比されている。 
 第 2 条(3)に定められる救済への権利に関する文脈でも、調査の義務の説明に「相当の注
意」概念が使用されている。すなわち、 
 
















                                                      
563 Ibid, p. 426. 
564 Ibid, p. 427. 

















 第 5 款 経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約(社会権規約) 
 
 経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約566 (以下、社会権規約)は、自由権規約
と同様に第 2 条(1)に一般的な遵守義務を定めた条項を有している。このほか、第 3 条(男女
の平等)、第 8 条(団結権、ストライキ権)が「相当の注意」概念に関連した考察と関係する。 
 第 3 条は、「この規約の締約国は、この規約に定めるすべての経済的、社会的及び文化的
権利の享有について男女に同等の権利を確保することを約束する」と規定する。 
 経済的、社会的及び文化的権利委員会(以下、CESCR)は、特に女性に対する暴力の防止と




これについて、一般的意見 No.16 は次のように言及している。 
 
 規約第 10 条(1)は締約国に対し、可能な保護および援助が広範に家族に対して与えら
                                                      
566 lnternational Covenant on Economic, Social and Cultural Rights, Adopted and opened for 
signature, ratification and accession by General Assembly resolution 2200 A (XXI) of 16 
December 1966. 
567 Ben Saul, David Kinley & Jacqueline Mowbray (eds.), The International Covenant on 
Economic, Social and Cultural Rights; Commentary, Cases, and Materials, (Oxford 



















 社会権規約では、第 8 条(団結権、ストライキ権)でも「相当の注意」概念による説明がなされる。 




たが、採用されなかった。だが、このような保護は、第 8 条の広義の射程に含まれている569。 
 第 8 条(1)(c)と関連して、CESCR は暴力や市民的自由の脅迫および侵害からの保護に特





第 8 条上の権利侵害という帰結が導けるとされている572。 
 ここで米州人権裁判所における Cantoral Huamani and Garcia santa Cruz v. Peru 判決が
                                                      
568 CESCR, General Comment N. 16 (2005), E/C.12/2005/3, (13 May 2005), p. 7. 
569 Supra note 567, (ICESCR Commentary), p. 535. 
570 Ibid, p. 569. 
571 Id. 





自由を定めており、以下の部分が第 8 条の解説に引用されている。 
 























われるが、社会権規約第 3 条および第 8 条(1)(c)に関連して言及される「相当の注意」概念
は、後者の「継続的な努力の義務」だといえるだろう。 
 「相当の注意」概念に関して第 3 条および第 8 条(1)(c)の議論で共通するのは、暴力等に
よる権利侵害からの私人の保護という文脈を持つことである。第 8 条(1)(c) (および米州人
権条約第 16 条(1))に規定される結社の自由の保障の文脈で、判例はとりわけ「相当の注意」
概念が労働組合権に対する分野への侵害の事例におけるのされると述べているが、おそら
                                                      
573 Ibid, pp. 573-574. 







 第 6 款 拷問等禁止条約 
 
 拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約575(以
下、拷問等禁止条約)では、第 2 条(拷問の防止)、第 5 条(裁判権の設定)、第 16 条(拷問に
至らない行為の防止)、国家の義務および責任の射程に「相当の注意」概念に関する言及が
表れる。 
第 2 条(拷問の防止)について、とりわけ第 2 条(1)について、拷問等禁止条約の一般的意
見 2 の IV(義務および責任の範囲)と題された章が「相当の注意」概念に言及している。 
当該一般的意見 2 では、パラグラフ 16 から 18 にかけて、以下のような言及が行われて
いる。 
 

















                                                      
575  Convention against Torture and Other Cruel, Inhuman or Degrading Treatment or 
Punishment, Adopted and opened for signature, ratification and accession by General 











 第 5 条(裁判権の設定)は、締約国に対して、拷問の実行者に safe haven を提供しないよ
う、包括的に拷問の罪に対して裁判権を設定するよう求めており、第 6 条から第 9 条まで
の規定は第 5 条の義務と密接に関連している577。 
 第 5 条に関連して、拷問禁止委員会(以下、CAT 委員会)の個人通報制度による実行が挙
げられている。 











当の注意をもって(with all due diligence)要求しなかったことによってスペインが条約上の
義務に違反した579(下線部筆者加筆)」と主張している。請求人はこの文脈で、第 13 条、第
14 条、第 9 条(1)に言及している。 
 本件請求の受理不可能性に関する決定のなかで、CAT 委員会は、第 5 条(1)(c)に言及し
て、締約国が第 4 条に言及される犯罪について、第 5 条(1)(c)によれば、「被害者が自国の
国民である場合」裁判権を設定するために必要な措置をとらねばならないと考える。だが
                                                      
576 Supra note 561, (CAT General Comment 2), paras. 16-18. 
577 Manfred Nowak & Elizabeth Mcarthur, The United Nations Convention Against 
Torture: A Commentary (Oxford University Press, 2008), p. 253. 
578 Ibid, p. 281. 








って(with due diligence)」行為しなかったことを主張していた。本件では第 13 条(国内当局
への申立権)等が主張されていたが、第 5 条に照らして本件が受理可能性を持たないことが
判示されている。 











って行動する(act with due diligence)締約国の義務は、私人による広範な人権侵害から個人
を保護するための一般的義務の一部である583(下線部筆者加筆)」という。 
 第 16 条で言及される「相当の注意」概念は、適切な措置をとる義務として、「相当の注意








                                                      
580 Ibid, p. 284. 





 第 7 款 集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約(ジェノサイド条約) 
 
 集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約584(以下、ジェノサイド条約)は、第 1 条(国際法
上の犯罪)の射程に関する議論のなかに、「相当の注意」概念が非常に重要な役割を果たして
いる。 
 とりわけ第 1 条の射程に関する議論は、2007 年 2 月 26 日に ICJ において示されたジェ
ノサイド罪の防止及び処罰に関する条約の適用に関する事件(以下、ジェノサイド条約適用
事件)判決のなかで、大きく進展した585。 
 ジェノサイド条約第 1 条は、「締約国は、集団殺害が平時に行われるか戦時に行われるか
を問わず、国際法上の犯罪であることを確認し、これを防止し処罰することを約束する」と
定める。 















という事実にもかかわらず、条約の第 1 条違反を認定されたのである。 
ジェノサイド条約コメンタリでは、このような ICJ によるジェノサイド条約第 1 条の解
釈は以下のようにまとめられている。Marko Milanovic のまとめによれば、 
                                                      
584 Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of Genocide. Adopted by the 
General Assembly of the United Nations on 9 December 1948. 
585 Yuval Shany, „The Road to the Genocide Convention and beyond,” in Paola Gaeta (ed.), 
The UN Genocide Convention ――A Commentary (Oxford University Press, 2009), p.21. 












ジェノサイド条約コメンタリのなかで、Orna Ben Naftali によれば、このような立場は
「裁判所はしたがって、国際法委員会における国家責任条文のコメンタリと一致した’相当
の注意(due diligence)’のアプローチを採用したのである589」と評価される。 




前述の ICJ の見解に先駆けて、ジェノサイド条約適用事件の 1993 年第 2 次仮保全措置判
決において個別意見を記した Hersch Lauterpacht は、このようなジェノサイドの防止義務
の領域性の問題に対して説明を行っている。すなわちジェノサイドの禁止が jus cogens 規






                                                      
588  Marko Milanovic, „Territorial Application of the Genocide Convention and State 
Succession, “in Paola Gaeta (ed.), The UN Genocide Convention ― ― A Commentary 
(Oxford University Press, 2009). 
589 Orna Ben Naftali, „The Obligations to Prevent and to punish Genocide, “in Paola Gaeta 
(ed.), The UN Genocide Convention ――A Commentary (Oxford University Press, 2009), 
p. 40. 
590 Supra note 585, (Shany), p. 24. 
591 Separate Opinion of Judge ad hoc Lauterpacht, 1993 Second Provisional Measures 
Order, Case Concerning Application of the Convention on the Prevention and Punishment 
of the Crime of Genocide, (Bosnia and Herzegovina v. Yugoslavia (Serbia and 


































って変化するものであるという意味で、「”相当の注意”の概念(the notion of due diligence)
                                                      
592 Ibid, p. 445. 
593 Id. 











 第 8 款 ジュネーヴ諸条約および第 1 追加議定書 
 
 ジュネーヴ諸条約では、共通 1 条が「すべての場合において、この条約を尊重し、且
つ、この条約の尊重を確保することを約束する」と定める595。 
 共通 1 条上の規定について、ICRC の「慣習法に関する分析」規則 144 は、国家が国際
人道法違反を抑止するため「可能な程度で(to the degree possible)」その影響力を行使しな
ければならない596と言及する。 
 そして第 1 追加議定書第 51 条(文民の保護)、および第 86 条(不作為)、第 91 条(責任)597
が、「相当の注意」概念と関連して適用されることが示されている。 
 第 1 追加議定書第 51 条(文民の保護)と「相当の注意」概念との関係について、2009 年
にガザ紛争について報告した国連調査委員会の報告書であるいわゆる”Goldstone report”598
が言及している。 





                                                      
595 Geneva Convention for the Amelioration of the Condition of the Wounded and Sick in 
Armed Forces in the Field of August 12, 1949., Art. 1. 
596 Jean-Marie Henckaerts et al, Customary International Humanitarian Law, vol. I (Rules) 
(Cambridge University Press, 2005), p. 509. 
597  Y. Sandoz, C. Swinarski and B. Zimmermann (eds.), Commentary to the Additional 
Protocols of 8 June 1977 to the Geneva Conventions of 12 August 1949, (Nijihoff, 1987), 
para.3660. 
598 Human Rights in Palestine and other occupied Arab territories, A/HRC/12/48, (25 
September 2009), paras. 861-865. 




foreseeable danger)600」を現地住民について警告しなかったことをもって、議定書第 51 条
における相当の注意義務の確実な違反(a substantial failure of due diligence)を認定した
601。すなわち、 
 
 The fact that target selection had gone wrong at the planning stage does not strip the act 
of its deliberate character. The consequences may have been unintended; the act was 
deliberate. Taken together with further facts (such as the failure to deliver an effective 
warning) and the nature of the “intransgressible obligation” to protect civilian life, the 
Mission considers that, even if a fault element is required, the available information 
demonstrates a substantial failure of due diligence on the part of Israel. As such, the Mission 










 第 86 条(不作為)に関連して、ICRC のコメンタリはとりわけ第 1 項の文言について、以
下のように言及している。 
  
 (…) The text of this paragraph should certainly be understood in this way since it 
prescribes Contracting Parties or Parties to the conflict to deal with any "failure to act when 
under a duty to do so". This concept includes lack of due diligence having regard to the 




                                                      
600 Ibid, para. 859. 
601 Ibid, para. 864. 
602 Id. 









 また責任について定めた第 91 条と「相当の注意」概念の関係については、ICRC のコメ
ンタリが参考になる。当該コメンタリでは、 
 
  As regards damages which may be caused by private individuals, i.e., by persons who are 
not members of the armed forces (nor of any other organ of the State), legal writings and 
case-law show that the responsibility of the State is involved if it has not taken such 
preventive or repressive measures as could reasonably be expected to have been taken in the 
circumstances. In other words, responsibility is incurred if the Party to the conflict has not 
acted with due diligence to prevent such acts from taking place, or to ensure their repression 


















                                                      




















 この反省を生かし、人権員会は 2005 年に、人権と多国籍企業の問題に関して国連事務総










 指導原則の 11 から 24 は、企業の負う人権尊重責任の履行を分析し、説明している。 
 なかでも原則 22 は、仮に企業が人権尊重責任の履行を怠った場合、被害を受けた個人に
対して救済手段を提供するという二次的な責任が発生することを述べている。 
                                                      
606 A/HRC/8/5, (7 April 2008). 
607 A/HRC/17/31, (21 March 2011), Report of the Special Representative of the Secretary-
General on the issue of human rights and transnational corporations and other business 
enterprises, John Ruggie (Guiding Principles on Business and Human Rights: Implementing 







 The second is the corporate responsibility to respect human rights, which means that 
business enterprises should act with due diligence to avoid infringing on the rights of others 
and to address adverse impacts with which they are involved608. 
 
 「第 2 に、人権尊重のための企業責任…企業が、他者の権利侵害を回避するために相当の
注意をもって行動せねばならないことを意味する」とある。 
 さらに指針原則の 17-21 には、企業が責任を履行するために採らねばならない実質的な
段階が議論されているが、’人権デューディリジェンス(human rights due diligence)’という
見出しで出現する。 
 ここで「デュー・ディリジェンス(due diligence)」という用語が使用されているが、ここ
では以下の 2 種類の意味で使用されているものとされている。 














リジェンス」)。これらの 5 つの原則について、これら 5 つの原則は、業務がしかるべく定
義されねばならないようなプロセスおよび手続きの射程を規定している。 
                                                      
608 Ibid, para. 6. 
609 Jonathan Bonnitcha and Robert McCorquodale, “In the concept of ‘due diligence’ in the 
Guiding Principles coherent?”, (January 29, 2013). at http://ssrn.com/abstract=2208588 or 











第 2 節 女性への暴力の撤廃に関する宣言 
 
 女性への暴力の撤廃に関する宣言611は、その第 4 条に明示的な「相当の注意」概念を含
む。女性への暴力の撤廃に関する宣言は、1993 年にウィーン世界人権会議において決議が
なされたのを受け、第 48 回国連総会決議において採択されたものである。 
 当該宣言の前文では、世界人権宣言、自由権規約、社会権規約、女子差別撤廃条約、拷問
禁止条約に言及され、「すべての人間の平等、安全、自由、保全および尊厳に関する権利」
がこれらに含まれていること、およびこの宣言が 1985 年のナイロビ戦略「国連婦人の 10
年」の一環であることが示される。 







(c)  Exercise due diligence to prevent, investigate and, in accordance with national 
legislation, punish acts of violence against women, whether those acts are perpetrated by the 
State or by private persons; 





                                                      
610 Supra note 607, (Ruggie’s Principle 2011), para. 4. 



















第 3 節 民間軍事会社(PMSCs)の活動に関する非拘束的文書 
 






 PMSCs をめぐっては、PMSCs の関係国の義務および責任をめぐって、アカウンタビリ
                                                      
612 本稿における PMSCs の用語については、次注における Montreux Document の用法に従
う。民間軍事会社の呼称については、民間軍事会社(Private Military Companies)と民間セキュ
リティ会社(Private Security Companies)を分離する論者(O’Brien)、あらゆる民間軍事会社を
PSCs という用語を充てる論者(Avant, Holmquist, Spearin など)、逆にあらゆる民間軍事会社を
PMCs と呼ぶ論者(Chesterman and Lehnardt)など様々な立場がある。PMSCs の用法を採用す
る例として、Montreux Document のほかに傭兵の使用に関する作業部会における国連の特別報
告者が PMSCs の用語を採用している。See, Hannah Tonkin, State Control over Private 
Military and Security Companies in Armed Conflict, (Cambridge University Press, 2011), 
pp.33-35. 
613 Montreux Document on Pertinent International Legal Obligations and Good Practices for 
States Related to Operations of Private Military and Security Companies during Armed 







 第 1 款 Montreux Document 
 
 2008 年にスイス政府および ICRC ならびに 17 か国により作成された Montreux 
Document614は、第１部において総論的な規定、第 2 部において各論的な規定を定める。
第 1 部および第 2 部のそれぞれにつき、PMSCs の活動領域国の義務が表わされている。 
 Montreux Document に拘束力はないものの、作成を主導した軍事先進国 17 か国を含
め、現在までに日本を含む 50 か国、および EU、OSCE、NATO が支持を表明している
615。 




が示される。たとえば国際人道法の尊重確保義務について、Montreux Document の第 1







                                                      
614 Montreux Document の起草過程について、邦文では小野圭司「民間軍事会社の実態と
法的地位」『国際問題』No.587（2009 年 12 月）が詳しい。 
615 Federal Department of Foreign Affairs (Switzerland), “Participating States of the 
Montreux Document”, 
http://www.eda.admin.ch/eda/en/home/topics/intla/humlaw/pse/parsta.html (last visited 
2, July, 2014). 
616 James Cockayne, “Regulating Private Military and Security Companies: The Content, 
Negotiation, Weaknesses and Promise of the Montreux Document”, Journal of Conﬂict & 
Security Law, vol.13, No.3 (2009), p.403. 
617 Supra note 613, (Montreux Document), Part I, para. 9. 










 第 2 部は、Good Practice と呼ばれる細則が定められる。活動領域国に対して PMSCs の
規律のための指針が提供される。 
 指針は多岐にわたるが、活動領域国は主に PMSCs に対して受け入れのための許可を要
件とすること、および受け入れた PMSCs に対する遵守監視とアカウンタビリティ確保が
求められる620。 




 実際に、2004 年にイラク連合国暫定当局が出したメモランダム No.17 は、国内で活動
する PMSCs に対して同様のライセンス枠組みを提供している623。 
 パラグラフ 52 では、活動領域国は「PMSCs に関して共通の関心を持つ雇用国および本
国と調和や規律権限のための協力をする624」ことが定められる。 




 Statements 4, 10, 15 and 19 refer to the general obligation to protect human rights. While 
PMSCs and their personnel are not bound to respect international human rights law (…), 
States are required under that law to protect individuals against misconduct by PMSCs that 
                                                      
619 Supra note 613, (Montreux Document), Part I, para. 13. 
620 Supra note 613, (Montreux Document), Part II, paras. 25-. 
621 Supra note 613, (Montreux Document), Part II, para. 30. 
622 Ibid, Part II, paras. 32, 35, 39. 
623 Coalition Provisional Authority Memorandum Number 17, CPA/MEM/26, 17 June 
2004., Section 1, 1(a)-(d). 
624 Supra note 613, (Montreaux Document), Part II, para.52. 
625 Ibid, Explanatory Comments, p. 29. 
262 
 
would have an impact on their human rights. In other words, States have an obligation to 
take measures to prevent misconduct by PMSCs and to assist persons harmed by such 
misconduct. This also includes misconduct by PMSCs against their own employees626.  
 







 It would be unrealistic, however, to expect States to prevent all and any possible harm 
caused by private companies. Instead, States are expected to exercise due diligence, that is, 
to do what can reasonably be expected to prevent or minimize harm. For example, they must 
investigate misconduct and, if the misconduct is criminal, prosecute perpetrators and grant 

















                                                      


















 当該人権理事会条約草案は 49 条の条文で構成される。特に「相当の注意」概念に関連
する部分としては、第 7 条(国際人権法及び人道法の尊重及び保護)の第 2 項、および第 14
条(ライセンス発給)の第 3 項に定めがある。 
 第 7 条(国際人権法及び人道法の尊重及び保護)は、以下のように定められる。 
 
 2 Each State party shall ensure that PMSCs and their personnel apply due diligence to 
ensure that their activities do not contribute directly or indirectly to violations of human 








 「確保する義務」と「相当の注意」概念について、たとえば UNCLOS について国
                                                      
629 Report of the Working Group on the use of mercenaries as a means of violating human 
rights and impeding the exercise of the right of peoples to self-determination, A/HRC/15/25, 
(2 July 2010), p. 20.; 本文書では、活動領域国は活動国 (States of operations、あるいは
country of operations) の名で呼ばれる。 
630 Ibid, p. 28. 








 つぎに人権理事会条約草案の第 14 条(ライセンス発給)では、以下のように規定している。 
 
 Each State Party shall establish criteria for granting licences and authorizations to PMSCs, 
taking into account in particular any records or reports of human rights violations committed 
by the companies, providing and/or ensuring training in international human rights and 
























                                                      





















 このような点について、第 2 章で分析された人権条約体制とのかかわりが重要になって
くるだろう。 
 これらの点について、第 4 章では第 3 編の包括的な分析を行う。 
 























Opuz v. Turkey 事件に対する判決を参照している。すなわち、当該事件においては、「生命




 「女性に対する暴力」という切り口は、これらの 2 条約や女子差別撤廃条約に留まらず、
欧州人権条約、および社会権規約にも影響を与えている。 

















































































び UNCLOS と、その他人権条約における「相当の注意」概念の発展が対照的に示される。 









 第 4 編 おわりに 
 
  第 1 章 分析 
 





 第 2 編における分析から明らかなように、ILC において Garcia-Amador が「相当の注意」
概念を採用するまで、国際法学における「相当の注意」概念は、単なる無印の「注意」概念

















だ登場しておらず、fault や negligence、diligence などの無印の「注意」概念が利用されて
いる。 






























































































































                                                      
































                                                      
634 Vincent Chetail, “The Legal Personality of Multinational Corporations, State 
Responsibility and Due Diligence: The Way Forward,” in D. Alland, V. Chetail, O. de 
Frouville & J.E. Vinuales, (eds.), Unity and Diversity of International Law; Essays in Honour 
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